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まえが き

まえが き

先端情報技術研究所が平成7年10月 に設立 され、翌年の平成8年 度か ら、「わが国が行 う情

報技術研究開発のあ り方」 に関する調査研究が開始 された。それから、早や8年 が経過 した。

この8年 間は、IT革 命が始まり、そ して、その第一段階が終結するという期 間であった と考

えられる。そして、今、IT革 命の第二段階が始まろうとしているように思われる。

この8年 間に、インターネ ットが急速に普及 し、それによって地球はいろいろな意味で小 さ

くなった。グローバルマーケッ トの成立は企業活動 に大きな影響を与えた。生産者 と消費者間

の距離が縮 まり、ユーザニーズ を素早 く捉え製品に反映することが企業生 き残 りの条件 となっ

た。時間と距離の短縮は、製造業の部品調達の世界市場への拡大 と下請け構造の崩壊 を招 くな

ど、産業構造の変革をもたらした。デジタルエコノミーの世界の実現である。 また、その影響

はわれわれの身辺にも及び、行政サービスのインターネッ ト化、電子政府の構築 などが世界各

地で進行 した。

そして、今、インターネッ トはさらなる進歩を遂げようとしている。その一つがグリッド・

コンピューティングである。電力網において、電力を余裕のある個所から不足する個所へ送電

し、余剰電力 を有効利用するのと同様 に、インターネットに接続 されたコンピュータ群 を計算

資源 と見て、その余剰計算能力を融通 しあう仕組みが実現 しようとしている。

また、ソフ トウェアの開発方法として、ソース ・プログラム を公開 し、多 くのソフ トウェア

研究者、技術者が、半ばボランティア的に集 まり、ソフトウェアを開発するというオープンソ

ースソフ トウェアプロセス(OSSP)と いう手法が広 く行われるようになった。Linuxや グリ'ッ

ド・コンピューティングのための ミドルウェアもそのような方法で作られている。

このようなインターネ ットの普及やソフ トウェアの開発方法の進歩の中で、わが国は情報先

進国の地位から脱落 して しまった。世界の最先端か らの遅れは、縮 まるどころか拡大方向にあ

る。その上、従来は情報技術の後進国であったアジア諸国、特 に、中国の台頭が著 しい。わが

国もe・Japan計 画などを実施 し、国を挙げて、ソフ トウェアやIT技 術の研究開発 を加速 しよ

うとしているが、その効果はあがっていない。

「わが国の情報技術の研究開発のあり方」の調査 を進めるに当たっては、米国を中心に、そ

の国のIT関 連技術開発の仕組み、法制度を調査 した。まず、米国のIT関 連研究開発 を、その

開始から、発展段階、そ して、その成果の商品化、さらにそれに基づ く市場創成 までの段階を

追跡 した。

また、米国の産業の新陳代謝 を進める仕組み、法制度 も調査 し、わが国の仕組み、法制度 と

比較することで、わが国の抱える問題点を明確化 し、その改革提言 を行 った。

昨年までの調査 により、米国では、優れたアイデアを捉え、研究開発 をスター トさせ、発展
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させて、得 られた成果 を商品化 し、市場 を創 出するという、一連の流れを省庁連携 によって、

連続的に支援する構造が存在することを明らかにした。

われわれは、この構造をフロン トランナー構造 と呼ぶこととし、この構造こそが米国をして、

ITや バイオテクノロジーなどの先端技術領域 を一早 く開拓 し、先端産業の覇者たらしめるもの

であると結論づけた。

わが国の研究開発は、このような省庁間連携はもとより、産学官の連携 も効果的に行われて

おらず、 また、研究の管理方法や予算使用上の制約も多 く、その上、人件費に間接費を算入で

きないという、米国の合理的な仕組み、法制度 とは、比べることができないほど時代遅れのも

のであることが判明 した。また、成果管理規則についても、箱物作 り時代の制度が生 きてお り、

ソフ トウェアやIPRな どの無形物が大 きな付加価値 を持つ時代 には全 くそぐわない ものであ

ることもわかった。

このような研究開発環境では、いくら研究者が努力 しても勝敗は明 らかで、このような調査

結果を得たことで、本調査研究の目指 した、わが国の情報技術の研究開発投資に対する成果の

少ないこと、効率が上がらない ことの主要な原因を究明 し得たもの と考えた。そ して、これに

より、当初の調査活動 も一段落 したもの と考 え、本調査事業を本年度で終了することとした。

また、同時に研究所 もクローズすることとなった。

今後は、このような調査結果 を基 とする改革提言の実現のための努力が残されている。でき

るだけ多 くの関係者に上記の調査結果 と改革すべ き点を知ってもらうことがその第一歩であ

る。

本年度は、本調査の最後として、このようなフロントランナー構造の実現上、最 も実現が難

しいと考えられる省庁間の協調 と連携 について、米国の仕組み、法制度をさらに調べることと

した。また、わが国のソフ トウェア産業に将来大 きな影響 を与 える可能性のある中国のソフ ト

ウェア産業や市場、およびソフ トウェア技術 についての調査 を行 うこととした。

先端情報技術開発の動向については、例年 どお り、高速コンピューティングと通信 について

の調査WG(HECC・WG)と 、人間主体の知的システムについての調査WG(HCIS・WG)に

より、調査 を実施 した。特に、上で述べたインターネットの概念拡張を伴 う発展形であるグリ

ッド・コンピューティングについての調査、お よび大規模化、複雑化が進むソフ トウェアの生

産性向上を基礎理論から追求 し、新 しい ソフ トウェア工学を構築することを意図 したNITRD

計画の新テーマ、SoftwareDesignandProductivity(SDP)に 注 目し、その現状 を調査 した。

本調査報告書 は、当研究所の作成する最後の報告書 となる。そこで、簡単に本調査事業を開

始 した動機 と実施体制、そして調査結果の概要を最初の章にまとめてお くこととした。

ITに 限らず先端技術開発 に関する先進国の地位 をとり戻 し、技術立国を可能とするためには、

常 に先進諸国の研究開発動向やその仕組み、法制度 について継続的な調査 を実施 し、研究投資
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の増額や人材育成と同時に、仕組み、法制度 も進化 させることが不可欠である。

当研 究所が実施 してきたような調査や改革提言を行 う組織が再 び作 られることを願 うもの

である。
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第1章 国が支援する情報技術開発のあり方

1.1本 調査開始の動機 と従来経緯

1.1.1調 査 目的と方針

当初の調査 目的は、平易に言 えば、次のようなものであった。すなわち、「わが国のソフ ト

ウェア技術の研究開発やソフ トウェア産業育成のための投資は、通産省関連だけで毎年200億

円近 くある。それにも拘わらず、十分な成果が挙がっていないように見 える。これは研究開発

や産業育成の仕組みに何か問題があるのではないか。その問題の究明と改革提言を実施せよ」

とい うことであった。 また、「調査は、国や通産省 に遠慮せず、悪い点ははっきり悪い と書 く

タブー無 しの方針で実施せ よ」 との条件 もついていた。

このような要請 に基づ き、当研究所 は次の ような方針を立てて調査 を実施することとした。

1)ソ フ トウェアやIT分 野 において先頭 を走 ってい るの は米 国で ある。従 って、 まず 、

米国の連邦政府 の実施 するIT研 究開発計 画(R&DInitia七ive)に つい て、 その実施

の仕組み、法制度 を調査 し、 わが 国のそれ と比較す る。 この 日米比較 に よ り、わが

国の仕 組み、法制度 の問題 点、改革すべ き点 を明確化す る。

2)わ が国の国の プロジェ ク ト(ナ シ ョプロ)を 実施 した経験 や、国の支援 を受 けて研 究開

発 を実 施 した経験 のあるメー カや ソフ トウェア企業の担 当者 を集め、彼 らの意見 を求め、

国の仕 組み、法制度 の問題 点、お よび改 善策 を調査 す る。 また、ナ シ ョプロや国の

支援 の仕組み な どの領域 を越 え、 わが国の大学、国研 の あ り方 、省 庁縦割 りの弊 害

などについて も、 同様 に調査 す るこ ととした。要す るに、CustomerSatisfaction(CS)

の調査 を行 うこ ととした。

その後、「国が投資すべ きIT関 連の重点分野」についての調査が追加された。 ソフ トウェア

に関して、将来予測を伴 う重点分野の調査は難 しい。半導体のようなハー ドウェアやいわゆる

繕物 と呼ばれるものは、アイデアのみでは製品は出来ず、周辺技術や製造技術 も合わせ持たな

ければならない。これらをすべてそろえるには、一定以上の時間や資金 を必要 とする。このた

め、LSIの 集積密度の進歩の類は、従来の進歩のスピー ドを延長 したロー ドマ ップ上 に乗 って

くる。

これに対 して、ソフ トウェアや特許のようなアイデアがす ぐ製品 となるものは、いつどのよ

うなものが現れるかの予想が困難である。また、今後、発展方向の予測 も難iしい。将来 に向け
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ての重点分野の予測は、広 く薄 く投資 し、どのような芽がでるかを観察 し、大 きく成長 しそ う

な芽がでたら、それに投資 を集中するのが次善の策である。これは、米国において、NSFや

NIHが 多数の研究者 にグラン トという小額の投資 を行い論文を発表 させる手法と同様の もの

である。

わが国のIT研 究開発の仕組み、法制度は、大 きなソフ トウェア市場に発展するような新概

念や新応用を産み出すのに適 したものには進化 してお らず、いわゆる箱物(固 いハー ドウェア)

開発を前提 としたものとなっている。従 って、世界の誰かの網に魚がかかったか どうかをいち

早 く知ってこれを追いかけて投資 をするキャッチアップ型がよいと考え、重点分野の調査 を実

施 した。

従って、 この調査に関 しては、世界の先端IT分 野の動向を第一線の研究者 を集めて随時 フ

ォローしてゆ くほか、米国のMTRD計 画(当 初のHPCC計 画)の 進捗をフォロー し、これを

もとに重点分野 を選択 した。

1.1.2調 査体制

当研究所のマンパワーは、所長、事務管理者3名 、経理担当者1名 、研究員6名 の体制であ

った。所内の研究員のみでは、上記の調査範囲 をカバーするのは困難であった。このため、メ

ーカやソフ トウェアハウス、大学、国研 などの研究者の協力 を仰 ぎ、次のような委員会やWG

を設けた。集 まってくれた研究者の持つ知識や彼 らの議論 により調査データの収集、分析 を行

った。

1)技 術政策委員会

委員長:故 水野幸雄氏(NEC顧 問)、 メンバー:メ ーカ6社 の技術担当役員、または

それに準ずる技術企画担当者、通産省担当者等

'委 員会の目的:

一各年度の研究所調査テーマ、計画などの審議、

一前年度の調査結果のヒヤリングや提言についての審議

一国のIT政 策などの紹介、質疑応答

2)研 究開発体制のあ り方検討作業委員会 、

委員長:後 藤滋樹氏(早 大教授)、 メンバー:メ ーカ+ソ フ トウェアハウスの

研究所長、IT関 連事業部の企画担当者

委員会の目的:

一ナショプロの実施体制、予算や成果の管理体制 などについての問題点や

6一



第1章 国が支援する情報技術開発のあり方

改善すべ き点などの議論

一プロジェク トの実行体制や予算制度の日米比較の議論

一わが国のIT研 究開発政策や投資についての問題点の議論

一わが国の国研や大学の体制や連携に関する問題点の議論

3)先 端IT技 術分野 の動 向調査WG

a)High-EndComputingandCommunicationWG(HECC-WG)

委員長:山 口喜教 氏(筑 波大教授)、 メ ンバ ー:大 学 の若 手教授 、電総研 の

中堅研究員 、メー カ研 究所の課長 クラスな ど、第一線 の研 究 に従事 している者

b)HumanCenteredIntelligentSystemsWG(HCIS・WG)

委員長:奥 乃 博 氏(京 大教授)、 メ ンバ ーは上記WGと 同様

これ らWGの 目的:

一各委員 の専 門分野周辺 にお ける内外 の技術動 向調査

一国のプロジェ ク トとすべ き研究 開発 テーマ や開発 目標 の議論

このほか、米国の研究開発 の仕組み、法制度に関して、米国の調査会社やNSFな どを退職

したプログラムマネージャなどに調査 を依頼 し、研究の実施方法や研究予算、成果の管理方法

などを詳細に調査 した。

このような3つ の階層から成る委員会/WGを 構成 し、日米比較に基づ く議論をもとにわが

国の研究開発の仕組み、法制度の問題点や改革提言 を明確化 し、各年度の報告書 を作成 した。

特に、米国の連邦政府支援 の研究開発計画(R&DInitiative)の 仕組み、法制度は、わが

国のそれと比較 し、はるかに進歩 しており、わが国のメーカ、国研、大学の研究者 は、米国の

研究者に比べ、研究管理や予算の使途に関 し制約が多 く、事務処理負担 も重い不利 な環境にお

かれていることが明らかとなった。

1.1.3調 査結果、および改革提言の広報 と実現に向けた活動

本調査活動においては、単 に、報告書を発注者(ス ポンサー)で ある通産省やメーカ6社 に

提 出するのみならず、調査結果や改革提言の広報 と実現に向けた活動が求め られた。このため、

当初から実施 していた、当研究所のホームページへの報告書やスライ ド資料などの掲載に加 え

て、平成11年 度より、次のような広報活動 を実施 した。

1)調 査報告書の配布(約300部)

一通産省、文部省、内閣府などのIT研 究開発計画や予算 を扱 う部局
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－NEDOやIPAな どの ファンディングを実施 している政府機関

一大学 において情報やソフトウェアなどを専門とする研究者(教 授)

一技術マスコミ(新 聞記者など)

-IT関 連メーカ、 ソフ トウェアハ ウスなどの代表者、技術開発担当者

2)口 頭発表、説明会の実施

－AITECセ ミナーの開催(毎 年実施、通常150名 程度が参加)

一通産省の関係部局での説明会

一学術会議(50周 年記念講演会や関連小委員会)

一情報処理学会全国大会e・Japan講 演会など

一規制改革会議 ヒヤリング

ーそのほか、各種の招待講演

3)学 会誌、新聞、雑誌などへの発表

〒情報処理学会本誌解説論文

「国の資金によるIT研 究開発における仕組みや法制度に起因する

研究環境の日米格差 について」2000年10月 号

一新聞記事掲載'(日 経新聞、経済産業新報など)

一情報関係雑誌 など

このような広報活動によ り、米国の連邦政府が実施する研究開発計画の仕組み、法制度 と比

べ、わが国のプロジェクトの仕組み、法制度がいかに制約が多 く、かつ研究開発の現場への権

限委譲が不充分であることが、関係者 にかなり広 く知 られるようになった。

特に、米国ではファンディングする省庁側 にプログラムマネジャー(PM)と 呼ばれる研究

者がお り、このPMに 、研究 目的、実施方法や予算の使途変更、人の雇用、研究開発成果の処

分方法、プロジェク トの評価などの権限が委譲されてお り、ファン ドを得て研究する研究者は、

このPMと 電子メイルや電話で交渉 し了解を得ることで、分厚い書類などを作成することな く

各種の変更がで きることや、費 目の流用や予算の繰越 しが容易に行えることが、大学や国研の

研究者 に知られるようになった。

また、会計制度に関 しても、複数年度会計 であ り、繰越などが、PMの 了解で容易 にで きる

こと、間接費が国の費用に算入で きること、 ソフ トウェア開発 において企業が所有 していたソ

フトウェアを組み込んだ時、その費用が算入できることなども知 られるようになった。
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この ような米国の制度の合理性は、独立行政法人化 を控えていた国研や大学、文部省関係者、

さらには、内閣府の総合科学技術会議事務局の関係者などには、タイム リーな情報 として使っ

て もらえたと思われる。実際、一部機関でのPM制 度の採用、科研費への間接費(最 大30%)

の導入、競争的資金 による人の雇用の自由化、日本版バイドール法の適用などがかなりの大学

や研究機関で実現 した。

しか し、残念なが ら、複数年度会計、国の研究費 についての間接費の導入、民間会計の導入

など、財務省の権限に属するものは全 く手付かずである。わが国の公会計 は特殊であ り、人件

費 について間接費 を認めていない。国のプロジェク トが箱物作 り主体で人件費の割合が少ない

時代 にはあ まり大 きな問題ではなかったかもしれないが、現在のようにソフ トウェア開発がプ

ロジェク トの大半 を占め、費用のほとんどが人件費 となっている状況では、間接費持ち出しの

「裸の人件費」は、中小、ベンチャー企業の国のプロジェクトへの参加を阻害する大 きな要因

となっている。

このようなわが国の時代遅れの仕組み、法制度のために生 じる研究環境の格差は、わが国の

研究投資の効率を悪化 させ、研究者のオーバヘッ ドを増やす結果となっている。

以上のようなわが国の仕組み、法制度の問題点が、多 くの関係者の知るところとな り、改善

への動 きが活発化す ることとなった。

一9



1.2本 年度の調査方針 と調査テーマ

本年度は、本調査の最終年度であることを意識 した調査テーマを選択 した。以下、その調査

の背景 と目的を紹介する。調査結果の概要は本報告書の第2章 以下にまとめた。また、その詳

細は、別冊の報告書 を参照されたい。

1.2.1米 国の連邦政府のR&D計 画における省庁間の役割分担 と連携の仕組み

昨年度の調査では、米国の連邦政府の研究開発支援は、単 に研究開発段階に留まらず、研究

成果の商品化や起業の支援、さらに、市場創成の支援 と途切れなく続 く 「支援の連鎖」を作 り

出 していることを述べた。そ して、それが米国産業の新陳代謝と常に高付加価値の製品を生み

出す企業群の創成 を可能 としていることを示 した。この 「支援の連鎖」を昨年度調査では、「フ

ロン トランナー構造」 と呼んだ。

この構造の先端は、アイデアを産み出す若手研究者 を抱える大学 と、それら研究者のアイデ

アを基礎研究としてスター トさせる 「グラン ト」 と呼ばれる小額だが使途自由の資金 を提供す

るNSFやMHで ある。グラン トの成果は論文であ り、論文発表により、アイデアが多 くの研

究者に知 られ共有 される。

その後、優れたアイデアは多 くの研究者 によ り、さらに発展させ られる。 この段階での支援

は、DOEやNASA、DARPAが 行い、さらに、実用化、商品化にむけて研究開発が継続 され

る。もちろん、その途中段階では激 しい競争や淘汰がある。商品化、または起業段階では、SBIR

やSTTRと いう支援の仕組みがある。この支援は、SBIRに ついては10の 省庁が、STTRに

ついては5つ の省庁が競い合いながら実施 している。

米国ではこのような省庁間連携が連邦政府の研究開発計画では広 く行われている。米国最大

のIT研 究開発計画であるMTRD計 画 も11の 省庁が参加 し連携 している。このような研究開

発の発展段階の一部、 もしくは全部について、複数の省庁が連携 して支援 し、「支援の連鎖」

が作 られ、それが小 さなアイデアから、一大市場 を創成するという流れを形成 している。

わが国の常識に照らして考えれば、各省庁は、常 に予算のぶんどり合戦や、新 しい分野にっ

いては縄張 り争いを演 じるとの認識がある。研究開発や調達に関しても、省庁間には壁があり、

同じようなテーマの研究開発や物の調達が、ば らばらに行 われ、ほとんどの場合、その間に協

調や競争の仕組みはない。

米国には、大統領府 にNSTC(国 家科学技術会議)、OSTP(科 学技術政策局)、OMB(管 理

予算局)な どの、省庁の上に立つ調整組織がある。これ ら組織 は、各省庁の計画する研究開発

テーマを監視 し、類似 テーマは一まとめに して代表するPM(プ ログラムマネジャー)も 一人

に絞 り、協調や競争 を起こさせる。こうす ることで、研究開発の効率 とスピー ドア ップを図っ
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ているといわれている。また、このような調整により、各省庁にもメリットがあるとも言 われ

ている。NITRDに おいても、NCO(国 家調整局)が この計画全体 を管理 し、研究の無駄な重

複 を防ぎ、効率向上に大 きな貢献 をしているといわれている。

本年度は、米国の研究開発 における 「支援の連鎖」について、なぜ各省庁にもメリットがあ

るのかなど、さらに深い調査 を実施することとした。

この調査報告では、我々が昨年度の調査で、「フロントランナー構造 」 と呼んだ 「支援の連

鎖」 は、「イノベーション ・パイプライン」 と呼ばれている。 この調査結果によれば、米 国に

おいて も利害の対立する省庁間の調整は容易ではなく、失敗例 も多いとのことである。

しか しながら、未踏領域へのチャレンジでは、複数の省庁が協調 し、多 くの予算や人を投入

す ることで、より多 く⑳可能性 を追求でき、国としても、参加する省庁 としても、単独で行 う

より、多 くのメリットを享受できるとのことである。

「わが国の情報技術研究開発のあ り方の調査」の最後の提言は、現在、ば らばらのわが国の

省庁間の研究開発 を連携 させることであろう。それによって、わが国も国全体を挙 げての 「イ

ノベーション ・パイプライン」 を実現 し、研究開発の効率改善やスピー ドアップ.を図りたいも

のである。

本調査 については、本報告書の第4章 に概要が、また、調査資料:「 米国の連邦政府R&D計

画 における省庁間の役割分担 と連携の仕組み」に詳細が報告 されている。

1.2.2先 端情報技術の動 向調査

先端 情報技術 の研 究 開発動 向 につ いては、例年通 り、次 の2つ のWGに よ り調査 を行 った。

a)高 速 コンピュー タと通信(High-EndComputingandCommunication)WG(HECC・WG)

b)人 間中心の知的 シス テム(HumanCenteredIntelhgentSystems)WG(HCIS-WG)

これ らWGで は、各委員 の専 門分野 を中心 として、新 しい動 きを追 っているが 、本年度 は、

中心 的話題 として、HECC-WGで は、グ リッ ド・コンピューテ ィング、HCIS・WGで は、Software

DesignandProductiVity(SDP)を 取 り上 げている。

1)グ リッ ド ・コン ピューテ ィン グ

グリ ッ ド ・コンピューテ ィングは、高速 ネ ッ トワークに接続 された、ス ーパ ー コンピュー タ

の ような強力 な計 算パ ワー をもつ コ ンピュー タ群 を一 まとめに して、 さ らに強力 な仮想 的 コ ン

ピュー タを実現 しよう とい うアイデ アに端 を発 している。

これ は、電力網(ElectricPowerGrid)が 、余剰電力 のあ る地域 か ら、多 くの電力 を必要 とす

る地域 へ送電 し、融通 しあ うこ とで多 量の電力 を供 給する事例 か ら、発 想 した と言 われてい る。

この よ うなコンピュー タの余剰 計算パ ワニ を有効利用す るため には、使用者 が実行 したい大
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規模計算 を分割 し、多 くの コ ンビュー タへ分散 させ、計 算 を並列 に実行 で きなければな らない。

この実現 のため には、使 用 されるコ ンピュー タが同 じ顔(イ ンタフェース)を 有 しなけれ ばな

らない。

グリッ ド ・コ ンピュ ーティ ングの研 究開発 は、 この同 じ顔 にみせ るための ミ ドル ウェア開発

がその中心 となる。 また、異 なるハー ドウェアやOSを 持 つ コ ンピュー タ群 を同 じ顔 にみせ る

ための共通仕様 の決定が主 な仕事 となる。

2000年11月 に共通仕 様 を決 めるための世界的標準化 団体、GlobalGridForum(GGF)が 設

立 され た。 グ リッ ド ・ミ ドル ウェアはオープ ンソース方式 で開発 が行 われてお り、多 くの研究

者 が参加 するようにな った。

また、イ ンターネ ッ トに接続 されたPCを 数百万台用 い、地球外生命探索 のための計 算 を行

う実験 が行 われた り、そ の他 、多 くの科学技 術計算 に グ リッ ドが利 用 されるよ うになった。

2002年 には、IBMを は じめ とす る大手 メーカが グ リッ ド ・コンピューティ ングへ の本 格的

参加 と実用化 を目指 す ことを発 表 した ことか ら、急 速 に注 目を集め る ようになった。わが 国に

おいて も、平成15年 度 か ら3年 間の計画 でサ イエ ンス ・グ リ ッ ド、 お よび ビジネス ・グ リッ

ドのプロジェク トが実施 され る計画 であ る。

グリ ッド ・コンピュー テ ィングは、 これ まで別 々の要素 と考 え られて きた ネ ッ トワー クとそ

れ に接続 されている多 くの異 なる コン ピュー タのイ ンタフェース を共通化 し、 コ ンピュー タの

一部分 を一 ま とめに して仮想 的 な一台 の コ ンピュー タと して利 用可能 とで きる点が革 新 的 で

あ る。 この よ うな仮想 的構 成 をVirtualOrganizationの ‡幾能 と呼 んで いる。

異機種 や異種OS、 異種 デー タベ ースが全 て同 じイン タフェース を有 する ことで、従来 の メ

イルに よ り交信 した り、ホ ームペ ー ジを見た り、個 々のデー タベ ース をアクセスす る段 階か ら

進 んで、多数の コンピュー タや デー タベース を一 まとめに して使 うことがで きる。これ によ り、

あたか も強力 な一台の仮想 コンピュー タや、い くつ もの デー タベース を統合 して多 くの知識 を

加 え合 わせた仮想 的 な大規模 データベースが構 成で きる ことになる。 ネ ットワー ク上 にある計

算資源 やデー タなどの資源 を活用 す る自由度が大幅 に増加 す るこ とに なる。

もちろん、 イ ンター ネ ッ トの ような ものの上で 、 この ような仮想 的環境 を作 るため に は、機

密保持 や信頼性 、安全 性の確保 な どの問題が解決 されね ばな らない。 しか し、世界 中 に支店網

を展開 してい る会社 内部 のイ ン トラネ ット上 において 、サ ーバ ー 間の負荷 の集 中時 に余 剰計 算

パ ワー を融通 した り、故 障時 のバ ックア ップ.を行 う ことな どが容易 となる。「2005年 には、 ビ

ジネス分野の売上 げが科 学技術分野 の売上 げを追 い越 す」 ともいわれて いる。

この ような状況 の中で、2002年 度 よ り、NITRD計 画 は、グ リッ ドの ミ ドルウェアや ツール

の サ ー ビス を 目的 とす る調 整部 会 、MiddlewareandGridInfrastructureCoordination:

MAGIC)を 設 けた。そ の役 割 は、NITRD計 画 に参加 してい る各省庁 の グ リッ ド ・コ ンビュー
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テ ィング開発計 画 を調整 し、 さ らに米 国内外 のグ リッ ド研 究 の協調 を図 る こ と、 それ によ り、

現 在 も米国 中心で進 んでいる グリ ッ ド・コンピューテ ィング研 究 のバ ックア ップを さらに強 化

す ることを意図 してお り、米 国の戦略の したたか さを感 じる。

この ようなグ リッ ド ・コンピューテ ィングに関す る動 向 につ いては、その概要が本報告書 の

第2章 に まとめ られてい る。 また、HECC-WGの 報告書 を参照 願いた い。

2)SoftMrareDesignandProductiVity(SDP)

SDPは 、1999年2月 のPITAC勧 告 によって、NITRD計 画 のProgramComponentArea

(PCA)と して追加 されたテーマで ある。 その 目的は、現在 の ソ フ トウェアの抱 える問題 は深刻

であ り、信 頼性 は低 く、安全性 、可用性 の面で も、きわめて不充 分であ る との認識 の上 に立 ち、

今後 、ます ます、大 規模 、複雑化す る ソフ トウェアの生産性 を向上す るための技 術 を理論 レベ

ルか ら再構築 しようとす る ものである。

このため、多 くの研 究者の知恵 を集 める 目的で、 ワークシ ョップなど を開催 し、そ の研究 開

発計画 の立案 を公 開で行 っている。 このワークシ ョップでの現状 認識や将来 に向 けての提言 は、

きわめて多 岐にわたる興味深 い ものである。

また、 この ような議論 を通 して得 られた研究 開発方針がBlueBook2003に ま とめ られて

いる。 こ こでは、現世代 の ソフ トウェアは、技術的 に きわめて脆弱で あ り、われ われは、 その

開発 とメ ンテナ ンスに巨大 な資金 を投入 している。しか し、相互運用性 が無 く、拡 張性 も無 く、

また、 コス ト ・パ ー フォマ ンス もよ くない。 これ まで技術者 は、形式的枠組 み を持 たず 、詳細

な設計 図、関連す る基本 原理 も持 たず 、訓練で培 われた知識 、品質保証 された構成部 品、 コス

ト ・パ ーフ ォマ ンスの よい開発 プロセスな ども持 たなか った。 つ り橋 を架 ける よ うな方法 で ソ

フ トウェアを作 って きた。

MTRDの 研 究で は、 ソフ トウェア開発のための新 しい科学 的モデル作 りや、試験 や評価方

法 に重点 をお き、特異 的 な少数の人 しか理解で きないコー ドか ら脱却 し、合 理的で モジュ ラリ

テ ィが よ く、再使用可 能 な工学的設計へ の移行 を 目指す。

この ため には、 自動化 され た技術 を使 い、ソフ トウェア製 品の設計、構 築、試 験、検査 を事

前 に可能 とす るこ とが必 要であ る。何 百万ス テ ップ もの大規 模 ソフ トウェア をその利用以前 に

検 査 し、そ こに潜 む弱点 を正確 に指摘す るこ とが可能 となる ような技 術 を目指す。

とい うわけで 、科学 的基盤 の構築か ら、理論や新 知識、技 術 を積 み上 げて行 こ うとい う基礎'

研 究 を中心 とす る大構想 が述べ られ ている。 しか し、 なん といって も米 国のプ ロジェ ク トであ

り、 この ような大構想 だけで な く、すで に、一部で実用化 され てい る将来性 のあ る技術 や、オ'

一 プンソース ソフ トウェアフ.ロセス(OSSP)な どの利用 につい て も研 究 を進 めてい る
。

この ような将来 に向けての ソフ トウェアの基礎研 究 プロジェ ク トは、 わが 国で は全 くと言 っ
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て よいほど行われていない。

SDPの 現状調査に関 しては、第3章 でかな り詳 しい報告 を行っている。

1.23わ が国IT開 発拠点の中国移転に関する調査

最近、わが国企業の中国進出が大 きな動 きとなっている。IT産 業 も例外ではない。特 に、ハ

ー ドウェア製品の製造拠点の中国移転は、安価な労働力、関連産業の集積効果、近い将来に作

り出されるであろう大市場への期待などが動機 となっている と考 えられる。

これまで、本調査では、IT研究開発の先頭 を走る米国を中心 として、研究開発投資、仕組み、

法制度、技術開発動向などを調査 して きた。そ して、その結果を基 に、 日米比較の観点から、

わが国の抱える情報技術研究開発の仕組み、法制度、重点投資分野などについての問題点を分

析 し、キャッチアップのための改革提言 を行 ってきた。

ところが、わが国のIT機 器ベンダーや大手 ソフ トウェアユーザ企業が、コス ト低減を主 目

的に、中国のソフトウェア企業への業務委託 などを行 うようになってきた。現状では、中国の

ソフトウェア技術は、平均的に見れば、未だ、わが国のソフ トウェア企業に及ばないといわれ

ている。 しか し、中国のソフ トウェア企業が、わが国ソフ トウェア市場で一定の競争力 を持つ

ようになってお り、既 に、中小 の日本のソフ トウェア企業 とは競争関係に達 しているとも言わ

れている。

この傾向が進み、中国ソフ トウェア企業の技術力が向上すると、研究開発分野など高付加価

値領域にも遠からず影響が及ぶ可能性がある。その結果、 ソフトウェア産業においても、産業

の空洞化がおこることを懸念する声 もでるようになった。

このような背景から、前門の米国だけではなく、後門の中国についても、そのソフトウェア

産業の技術力や市場について、状況把握することが必要になったと考えるに至った。以上の理

由から、中国のITや ソフ トウェア産業の現状、ソフトウェア市場、 日本のソフ トウェア企業

の中国進出とその実態、中国ソフ トウェア企業 と日本 ソフ トウェア企業の連携などについて調

査 を行った。調査は文献調査のほか、日本 と中国のソフ トウェア企業関係者へのインタビュー

により行 った。

この調査結果は、本報告書の第5章 に概要がまとめられている。詳細は、調査資料:「 わが

国IT開 発拠点の中国移転に関する調査」を参照 されたい。
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第2章 米 国 ハ イ エ ン ドコ ン ピュー テ ィ ン グ技 術 の研 究 開発 動 向

2.1FY2003BlueBookに み る政 府 支 援 のIT研 究 開 発

2.1.1NITRD計 画の 推進 体 制

米 国政府 に よる情 報技 術(IT)研 究 開発 にお いて重 要 な役 割 を果 た してい るの が 、1992年

に開始 され たHighPerformanceComputingandCommunications(HPCC)計 画 を起 源

とす るNetworkingandlnf()rlnationTechnologyResearchandDevelopment(NITRD)

計 画 で あ る。NITRD計 画 の特徴 は、大 統 領直 属 の組織 体制 に よ り立 案 、管 理 され る省 庁

横 断 的 なIT研 究開発 プ ログ ラ ム とい う点 にあ り、 この こ とが 、 国家 と しての 戦略 的 なIT

研 究 開発 の実施 に大 い に貢 献 して い る。

通称BlueBookと 呼 ばれ て いる 「IT研 究 開発(NITRD)に 関す る大統 領 予算 教 書補 足

資料 」は、毎年 発行 され 、NITRD計 画 の 活動状 況 の概要 を ま とめ て い る。このBlueBook

の 内容 を調 査 す る こ とに よ り、現 在 の米 国政 府 のIT研 究 開発 が どの ような技術 分 野 に着

目 し、 どの ような方 向 に進 んで い るか を知 る こ とがで きる。

2002年8月 に公 開 され たFY2003(2003年 度版)BlueBook:"StrengtheningNational,

Homeland,andEconomicSecurity"は 、同時 多発 テロ以 降 の米 国 の立場 を色 濃 く反 映 した

ものになっていーる。 ここでは、政府支援 によるIT研 究 開発の

最重要 目的は 「米国の国家、国土お よび経済の安全保障の強化」

のためであ り、巻頭の10ペ ージにわたって、NITRD計 画 によ

り開発 された先進技術が国家、国民お よび経済の安全の確保 に

いかに貢献 しているかが強調 されている。ただ し、内容 を読む

限 り、その研 究内容 は従来 か らそれほど変化があったようには

見えない。 同時多発 テロ以 降、軍事、安全保障のための予算が

増加 しているが、従来か らのIT研 究開発 に対す る影響 は少 な

い ようである。
FY2003BlueBook

NITRD計 画 の推 進 体制 に関 して も、2002年 度 か ら大 き な変 更 は ない(図2.1参 照)。 参

加 省 庁 に関 して若 干 の 変 更 が あ る が 、本 質 的 な変 更 で は な く、他 にLSNCoordinating

Group内 の チ ー ム が 再 編 成 さ れ 、MiddlewareandGridlnfrastructure

Coordination(MAGIC)が 追 加 された のが 目につ く程 度で あ る。
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2.1.2NITRD計 画 の予 算 規模'

FY2003BlueBookに 掲載 され て い る、NITRD関 連 の省 庁 お よびPCAご との2003年

度 予算 要求 額 を表2.1に 示 す 。ハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィ ン グ関係(HEC)予 算 は全 体 の半

分近 く(44.8%)を 占め てお り、 当初 よ りNITRD計 画 の 中心 的存 在 となっ てい る。

また、FY2004(2003年10月 ～2004年9月)大 統 領 予算 教 書 にお け るNITRD関 連 予 .

算 要求額 が2003年2月3日 にOSTPの サ イ トに掲 載 され た。 これ を表2.2に 示 す1。

(http:〃www.ostp.gov/html/budget/2004/OSTP%20NITRD%201・pager%20(OMB).pdf)

1こ の要求額 は大 統領か ら議 会に提 出 された予算 案 に もとつ くものであ り、議会 での審議 に よ

り大 き く変 わる可能性 を持 って いる。例 えば表2.2に おけるFY2003の 予算額 は表2.1のBlue

Book記 載額〔か らか な り増加 してい るこ とが わか る。
.
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第2章 米国ハ イエ ン ドコンピューティング技術 の研 究開発動 向

表2.1NITRD計 画FY2003予 算要 求額(単 位:100万 ドル)

省庁 HECI&A HECR&D HCI&IM LSN SDP HCSS SEW 合計 比率

NSF 215.2 68.3 132.2 102.4 45.8 50.1 64.8 679 35.9%

NIH 88.2 8.9 90.8 117.5 5.8 3.7 11.8 327 17.3%

DARPA 16.8 81.9 35.5 292 60 223 11.8%

NASA 68.4 26 23.8 4.5 40 43.3 7 213 11.3%

DOE/SC 98.5 39.3 16.4 28.1 3.5 186 9.8%

NSA 31.9 1.3 28.1 61 3.2%

NIST 3.5 3.2 6.2 7.5 2 22 1.2%

NOAA 13.3 1.8 0.5 2.8 1.5 20 1.1%

ODDR&E 1.8 1.8 6.3 1.9 1 13

AHRQ 5 4 9 0.5%

EPA 1.8 2 0.1%

小計 505.7 259.9 309.2 302.3 162.5 128.2 87.1 1,755 92.9%

DOE/NNSA 41.4 39.5 14.7 34.2 4.3 134 7.1%

合計 547.1 299.4 309.2 317 196.7 128.2 91.4 1,889 100.0%

比率 29.0% 15.8% 16.4% 16.8% 10.4% 6.8% 4.8% 100.0%

表2.2NITRD計 画FY2004予 算概 要(単 位100万 ドル)

省庁 2002

実 績

2003

要求

2004

要 求

増 加 率
'03to'04

NationalScienceFoundation 662 678 724 7%

Defbnse 439 442 461 4%

HealthandHumanServices 347 374 441 18%

Energy 306 310 317 2%

NASA 181 213 195 一8%

Commerce 36 38 39 3%

EnvironmentalProtectionAgency 2 2 2 0%

合計 1,973 2,057 2,179 6%

表2.2を 見 る と、NITRD計 画 の予 算 はFY2004予 算 案 にお い て も全 体 的 には順 調 な伸

び を示 してお り、あ いか わ らずHealthandHumanServices(バ イオ、医療 関係)の 大 き

な伸 びが 目立 って い る。 そ の一方 でNASA関 係 の予 算 が8%削 減 されて い るの が 目に付 く

(た だ し、NASAのFY2004予 算 は 、2003年2月1日 のス ペ ース シャ トル 、 コロ ンビア

号事 故 の影 響 で大 き く変 わ る可 能性 あ り)。

本資 料 で は2004年 度 にお け るNITRD計 画 の重 点項 目と して以下 を挙 げて い る。

・ ネ ッ トワ ー クの 「信 用」(セ キ ュ リテ ィ、信 頼 性、 お よ びプ ライバ シー)

・ 高信頼(high・assurance)ソ フ トウェア お よび シス テム

・ マ イ クロ、組 み 込 み型 セ ンサ ー技術
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● ハ イエ ン ドコン ピュ ーテ ィング ・プ ラ ッ トフォー ムの コス ト、サ イ ズ、お よび消 費 電

力 を低減 す るため の革 命 的 ア ーキ テ クチ ャ

・情 報技術 に よる社 会 的、経 済 的 イ ンパ ク ト

2.1.3ハ イエ ン ドコン ピュ ーテ ィン グ研 究 開発 の 内容

以下 に、NITRD計 画 にお け る主要 なハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィング お よび高速 ネ ッ ト

ワーキ ング関係 の研 究 開発 の 内容 を、FY2003BlueBookに も とつ いて記 載 す る。 これ ら

の 内容 はNITRD計 画 の7つ の領域(ProgramComPonentArea:PCA)の うち、HECI&A、

HECR&Dお よびLSNに 相 当 してい る。

(1)ハ イ エン ドコ ンピ ューテ ィン グ

ー複 雑 さの フロ ンテ ィア を探 求 す る新 技術 一

主 要 な研 究課題

・ 高 性 能 コ ン ピュー タ ・アー キ テ クチ ャー科 学 的発 見 と国 家安 全 保障 の た めの最 大 の能

力 を もた らす ため に、 ハ ー ドウ ェア設計 とアーキ テ クチ ャ、 シス テム ・ソ フ トウェ ア、

科 学 的応用 な どの 間 の複 雑 さの トレー ドオ フを理 解 し、そ れ を克 服す る

・ 次世 代 スー パ ー コ ンピ ュー タ ・プ ラ ッ トフ ォー ム を実現 す るた めの革 命 的手 法 一新 し

い ア ーキテ クチ ャ、量子 及 び 生物 分子 コ ンポー ネ ン ト、ハ イ ブ リ ッ ド技 術 、チ ップ上 の

再構 成可 能 な システ ム 、processor・in・memory(PIM)技 術 を含 む革新 的 な プロセ ッシ

ング及 びス トレー ジ概念

・ システ ム ソフ トウ エア ー先進 的 な プロ グラ ミング環境 、 コ ンパ イ ラ、 ラ イブ ラ リ、 ミ

ドル ウェア、及 びパ フ ォーマ ンス ・エ ンジニ ア リ ング技 術

・ 科学 計算 とシ ミュ レー シ ョンの ため の新 しいハ イエ ン ド ・アル ゴ リズ ム と コー ド;分

散型 テ ラス ケ ール ・コ ン ピュー テ ィ ング環境 の た めの 、統 合 化 ・最適化 され た ソ フ トウ

ェア基盤

2003年 度における各機関の代表的活動

政府機関 活動の内容

NSF テ ラス ケ ール基 盤;異 機種 分散 型 ハ イエ ン ドシ ステ ムの ため の シス テ ム ・

ソフ トウェ ア、 ミ ドル ウ ェア、 ソフ トウェ ア環境 、 ライブ ラ リ、可視 化 、

デー タ管理 、及 びア ル ゴ リズ ム;グ リッ ド資 源管 理;量 子 及 びバ イオ コン

ピュ ー タの概念

DARPA 多様 な アー キ テ クチ ャ;ハ イエ ン ドかつ 生産 的で 、堅 牢 な イ ンテ リジェ ン

トコ ン ピュー テ ィン グ ・シス テ ム;プ ロセ ッサ ・イ ン・メモ リア レイ を含 む

チ ップ 内及 び チ ップ間通信 の た めの光 学 材料 の超 高密 度集 積技 術
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DARPAINSF テ ラス ケー ル ・コン ピュ ーテ ィ ング とス トレー ジに用 い る生 物分 子 構 造

NASA ハ イ エ ン ドソフ トウェア及 び シス テムの チ ューニ ング と管理 技術;イ ンフ

ォメ ー シ ョン ・パ ワー ・グ リッ ドの技 術 とツール;情 報物 理 学(セ ンシ ン

グ、処 理 及 び記憶 シス テ ムの特性);量 子 及 びナ ノス ケー ル技 術

NIH ハイエ ン ド生物医学 コンピューテ ィング;立 体分子構造 を決定するための

ツール;測 定データのイメージを表示及び分析するための方法

DOE/SC テ ラスケ ー ルの モデ ル化 とシ ミュ レー シ ョン ・ア プ リケ ー シ ョンの た めの

ス ケ ー ラブ ル な数学 的 ア ル ゴ リズ ム とソ フ ドウェ ア基 盤(オ ペ レー テ ィン

グ シス テ ム、 コンポ ーネ ン ト技術 、最 適 な数学 的 ソルバ);テ ラス ケ ー ル

科学 のた め のパ ー トナー シ ップ.

DOE/NNSA 米国の核貯蔵量管理のためのスーパ ーコ ンピュー タ用モデル化 とシ ミュ

レーシ ョンを可能にする高速計算、テラバ イ トデータ記憶 と検索 、及 び可

視化 における科学及び工学上の革新

NSA ハイエ ン ドシステム製造企業 との共同研 究;オ ペ レーテ ィングシステム と

プログラミング言語の改良;特 殊 目的のデバイスのための基盤技術(電 力

制御 、冷却、相互接続、スイッチ、および設計 ツール);コ ンピュー タメ

モ リ性能;量 子情報 システムの基礎物理

NOAA 強化 され たモ ジ ュ ラー ・オー シ ャ ン ・モ デ ル(MOM)、 フ レキ シブ ル ・モ

デ リン グ ・シス テム(FMS)、 スケ ー ラブ ル ・モ デ リング ・シス テ ム(SMS)

に よる改 良 され た気候 及 び気象 モ デル

NIST 量 子 コ ン ピュー テ ィング、安 全 な量 子通 信 、最 適 化 と計算 幾 何学 、 フ ォ ト

ニ クス 、ナ ノ テ クノロ ジー、 オプ トエ レ ク トロニ クス 、及 び新 しい チ ップ

の設 計 と製 造方 法 に関 す る研 究

ODDR&E 量子通信 とメモ リに関する大学を中心 と した研究

EPA 空気、水、及び土壌 の相互作用の ような複雑 な環境現象 をモデル化するた

めのパ ラダイム、技法及びツール

(2)ハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィン グ能 カ

ー発 見 の ための テ ラ スケ ール ・イ ンフラ ス トラ クチ ャー-

1)NSFの 分 散型 テ ラ スケ ール施 設(DistributedTerascaleFacility=DTF)

NSFか ら$53Mの 資 金提 供 を受 けて4ヶ 所 の研究 所(NCSA、SDSC、ANL、Caltech)

にあ るLinuxク ラス タ を40ギ ガ ビ ッ トの高 速 ネ ッ トワー クで接続 して グ リ ッ ド環 境

(TeraGrid)を 構 築 す る。2003年 か ら運用 を開始ず る予定 。

(注:BlueBookに は書 か れ てい ないが 、2002年10月 に$35Mの 追 加資 金援 助 と、

上 記 の4サ イ トに加 え てPittsburghSupercomputingCenter(PSC)の 参加 が 決 定 され

た。 これで合計5サ イ トとな り、 ピー ク性 能 の合計 は20TFlops、 ス トレー ジ容 量 の合

計 は1ペ タバ イ ト近 くにな る とい う。)

2)DOEの 先進 的 コ ン ピュ ーテ ィ ングに よ る科学 的発 見(SciDAC)

2001年 度 か ら 始 ま っ たScientificDiscoverythroughAdvancedComputing
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(SciDAC)フ.ロ グ ラムは 、DOEの ミ ッシ ョンに関連 す る科学 分 野(気 象 、核 エ ネル ギー、

化 学等)の 基 礎研 究 を、 テ ラス ケ ール ・コン ピュー タ を利 用 して 推進 す るた めの 、 ソ

フ トウ ェアお よびハ ー ドウ ェ ア基盤 を 開発 す る こ とを 目的 と して い る。DOEに よる

$57Mの 資 金提供 に よ り、合 計51の プ ロジ ェ ク ト(3～5年 計 画)'がDOEの13ケ 所

の研 究所 と50以 上の大 学 で進 行 中で あ る。

3)革 新 的 なアー キテ クチ ャにお ける長期 的研 究

現 在 のハ イエ ン ド ・プ ラ ッ トフ ォーム は性 能 のス ケ ー ラ ビ リテ ィ、製 造 コス ト、運

用 コス ト等 におい て限界 に達 しよ う と して い る。DARPAの 高 生 産性 コ ンピュ ーテ ィ

ング ・シス テ ム(HighProductivityComputingSystems:HPCS)プ ログ ラム は、民

間企 業 や大学 と協 力 して2010年 まで に性 能 、コス ト、ソ フ トウ ェアの 生産 性/移 植 性 、

堅牢 性 、信 頼性 等 を飛 躍 的 に向上 させ る新 しい アー キテ ク チ ャや コンポ ー ネ ン ト技 術

を開発 す る こ とを 目標 と した もので あ る。

(3)大 規 模 ネ ッ トワーキ ング

ー 未来 の イ ンター ネ ッ ト:ダ イナ ミ ックな柔軟性 、広 帯域 幅 、及 び セ キ ュ リテ ィー

主 要 な研 究課題

・ 信 用:セ キ ュ リテ ィ、 プ ライバ シー、お よび信 頼 度

・ 適 応性 の あ る、 ダイ ナ ミ ックで スマ ー トなネ ッ トワー ク

・ ネ ッ トワー ク性 能 の測 定 とモ デル化

・ 何 十 億個 もの ワイヤ レス機器 とセ ンサ ー を含 む、 異種 間 ネ ッ トワー ク トラフ ィ ックの

大 幅 な増 加 に対 応す る拡 張 性 の あ る技 術

・ ミ ドル ウェア の よ うな垂直 統 合 とサ ポ ーテ ィ ングの ツー ルや サ ー ビス を含 む、 ネ ッ ト

ワ ーキ ング ・アプ リケ ー シ ョン

・ 革 命 的 な研 究:複 雑 さの 理論 、 一般 化 され た制御 理 論 、接 続 性 が指 数 関数 的 に拡 大 す

る状 況 で、 ネ ッ トワー ク機能 の進展 に取 り組 むた めの異 な った モ デル

2003年 度における各機関の代表的活動

政府機関 活動の内容

NSF ネ ッ トワー ク化 され た アプ リケ ー シ ョンの性 能 を最 適化 す る ミ ドル ウェ ア

を 中心 と した研 究;大 学 間 にお け る高性 能 な接 続;ネ ッ トワー ク ・モニ タ

リン グ、 問題 検 出 と解決 、 ア クテ ィブ/イ ンテ リジ ェ ン トネ ッ トワー ク を

支援する先進 的自動 化ツール、協調的アプ リケーシ ョン、及び革新的アク

セス方法の ような戦 略的インターネット技術
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NIH ス ケ ー ラブ ル で ネ ッ トワ ー ク を意 識 した ワイ ヤ レス の 地 理情 報 シス テ ム

(GIS)、 及 び ネ ッ トワー ク化 された 医療 関連 環境 にお け るセ キ ュ リテ ィ技術

の アプ リケ ー シ ョンの実証 実験

DARPA 何 百 もの ノー ドか ら成 る ネ ッ トワー ク上 にお け る、 ミリ秒 単位 か ら時 間単

位 まで の レンジに わ たる振 る舞 い を予測 で きる 、拡 張性 の あ る ネ ッ トワー

クの モ デ リ ング及 び シ ミュ レー シ ョンツール;ハ イブ リ ッ ドの光/RF自 己

回復 型 ネ ッ トワー クの実証 実験

NASA 先 進 の コン ピュー テ ィ ング、 ネ ッ トワー キ ン グ及 び協 調 技術 を開発 、実 証

す るた めの 、高速 テス トベ ッ ドネ ッ トワー クの導 入;グ リ ッ ド環境 の た め

の ネ ッ トワー クサ ー ビス の統合(Qos、 受動 的 モ ニ タ リン グ、 リソー ス確

保);ハ イ ブ リッ ドな衛 星/モ バ イ ル、無線/ア ドホ ック ・ネ ッ トワー ク アプ

リケ ー シ ョンと 「未 来 の オ フ ィス」 の労 働環 境 の実証

DOE/SC 分 散型 ハ イエ ン ド科 学 アプ リケー シ ョンに対 して、テ ラバ イ ト/秒の ス ル ー

プ ッ トでTCPに よる信 頼 性 の高 い転 送 を可 能 にす る高性 能転 送 プ ロ トコ

ルの研 究;大 規模 な科学 的共 同研 究 のた めの エ ン ド ・ツー ・エ ン ド性 能 モ

ニ タ リ ング、 ネ ッ トワー ク診断 、及 び拡 張 性 の あ るサ イバ ー ・セ キ ュ リテ

ィ ・サ ー ビスの 開発

NSA バ ー ス トス イ ッチ技 術 、供 給(Provisioning)、 メ ッセ ージ受 け渡 し、低 出力

無 線 ネ ッ ト、高速 シス テ ムの ファ イヤー ウ ォー ル 、 セキ ュ リテ ィ と相 互運

用 性 の 問題 な どを含 む、先 進 的 ネ ッ トワー ク トポ ロ ジー とプ ロ トコル 、 ネ

ッ トワー ク コ ンバ ー ジ ェ ンス 、全 光 ネ ッ トワー ク、及 び ネ ッ トワー ク管理

に関す る研 究

NIST 産 業用 プ ロ トコル のモ デ ル、新 しい仕様 の検証 、適 応 制御 メ カニズ ム を含

む、パ ーベ イシブ ・コ ン ピューテ ィ ング ・デバ イ ス の ネ ッ トワー ク通信 の

ため の標 準規 格;ア ドホ ック無線 ネ ッ トワー クの基 準 とフ.ロ トコル;応 答

性 に優 れ たス イ ッチ ング ・イ ンフ ラス トラクチ ャー の開発 手 法;イ ン ター

ネ ッ ト ・イ ンフ ラス トラ クチ ャー ・セキ ュ リテ ィの ため の プ ロ トコル と標

準規 格

NOAA 過酷な気象現象の予測 と警報及 び危険物への対応 を支援する、拡張性のあ

るネッ トワーク能力 とアプ リケー シ ョンの早期導 入

ODDR&E リアル タイム耐故 障 ネ ッ トワー ク ・プ ロ トコル に関す る大 学 を拠 点 と した

研 究

1)グ リッドのためのネットワーク向けミドル ウェア"MAGIC"

ネ ッ トワー ク環境 で のア プ リケー シ ョンの効 率 的実行 に は、 ミ ドル ウェ アが 重要 な役割

を果 たす 。最近 注 目 を集 め る グ リ ッ ド(Grid)技 術 にお い て は、NITRD計 画 の下 で 開発

され たGlobusと 呼 ば れ る ミ ドル ウェ アパ ッケ ー ジが標 準 的 に利 用 され る な ど、 政府 支援

に よる ミ ドル ウェ アの研 究 が 継続 して行 われ てい る。

・NSFミ ドル ウ ェ アイニ シ アチ ブ(NMI)

NMIはNSFか らの資金 提供 に よ り2001年9月 か ら開始 され た イニ シアチ ブで あ り、

ネ ッ トワー ク環境 で の再使 用可 能 で拡 張性 に富 んだ ミ ドル ウェ ア を開発 、 配備 、 お よび
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サポ ー トす る こ どを 目的 と して い る。

●MAGIC(MiddlewareAndGridInfrastructureCoordination)

MAGICは 、NITRD組 織 の 中の大規 模 ネ ッ トワー キ ン グ調整 部 会 の 内部 に新 た に設 け

られ た チー ムで あ る。 本 チー ム は、従 来 か らあ るJETお よびNRTを 主 と して グ リッ ド

とい う観 点 か ら結 びつ け るもの で、 以下 の役 割 を担 っ てい る。

一 省 庁 間 の ミ ドル ウェア とグ リッ ドに関す る活 動 の調整

一 相 互 運用 可能 な グ リッ ド技術 の研 究 とその配 備 の促進 ・奨励

一 使 用 に適 した、 広 く利 用 可能 な ミ ドル ウェア ツール とサ ー ビス の 開発推 進

一 上記 技術 にお け る有 効 な国 際協調 に関す るフ ォー ラム の開催

(4)先 進 の ネ ッ トワ ー キン グ ・ア プ リケ ー シ ョン

ー人材 とIT資 源 を結 び つ け米 国の科 学 面 での リー ダー シップ を目指 す一

2003年 度にお ける各機 関の代表的活動

政府機関 活動の内容

NSF 地 震 工 学 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の た め の ネ ッ トワ ー ク

(NetworkfbrEarthquakeEngineeringSimulation:NEES)

国 立 バ ー チ ャ ル 天 文 台(NationalVirtua10bservatory:NVO)

グ リ ッ ド物 理 学 ネ ッ ト ワ ー ク(GridPhysicsNetwork:GriPhyN)

DARPA ネ ッ トワ ー クを基本 と した総合 監視 装置

(Network・BasedTotalSurveillanceSystem:NBTS)

NASA 航空安 全 シ ミュ レー シ ョン

DOE 研究者 を科学 とコンピューティング機能に接続

NIST 製造 の た めの ソフ トウ ェア相 互運 用性 テ ス トベ ッ ド

国際iGridデ モ ンス トレー シ ョン

2.2ハ イ エ ン ドコ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ分 野 の 新 しい動 向

2.21SC2002に 見 る動 向

2002年11月16日 か ら11月22日 の 間、米 国 メ リー ラ ン ド州 ボ ル チ モ アにお い て第15

回1。tern。ti。n。1C。nferen,6。nHighPerf。,m。n,eN。tw・ ・ki・gandC・mp・ti・g(通 称

SC2002)が 開催 され た。 この会議 は毎 年11月 に開催 され るス ーパ ー コ ンピュ ーテ ィ ング

関連 の 国 際会議(開 催 地 は米 国)で あ り、会 議 の性格 か ら、展示 等 は企 業 よ りむ しろ大 学

や国 の研 究機 関か らの参加 が 目立 つ の が特徴 で あ る。 同時多 発 テ ロ の影響 に よ り低調 で あ
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った前 回 とは違 い、今 回は展 示参 加 が221団 体 、参 加者 が7000人 を超 え て史 上最 大 規模

とな った。

今 回 の テー マは"FromTerabytestoInsights"(テ ラバ イ トか ら洞察 へ)で あ り、ハ イエ

ン ドの コン ピュー テ ィ ング能力 が もた らす科 学研 究 の飛躍 的進 歩 とい った ところ に主眼 が

置 か れ て いた ようであ る。基 調 講演 や招 待講 演 で も科 学研 究 に対 す るハ イエ ン ドコ ン ピュ

ー テ ィン グの貢献 の大 きさ と
、 さ らな る高性 能化へ の期 待 が述 べ られ てい た。

SC2002の 主 要 な話題 は、 や は り地 球 シ ミュ レー タをは じめ とす るハ イエ ン ドプ ラ ッ ト

フ ォー ム と グ リ ッ ドお よび高速 ネ ッ トワー ク関連 で あ った。展 示 関係 で はCRAYX1、IBM

p655、Origin3900な どの サ ーバ新 製 品 の展 示 と科学 技術 ア プ リケ ー シ ョンの デモ に よる

高性 能 の ア ピールが 目立 った。

なお 、SC2002で の講 演 、発 表 お よ び展 示内容 につい て は、東 京大学 の小柳 教授 の レポ

ー トが詳 しい
。(http:〃olab.is.s.u・tokyo.ac.jp/～oyanagi/reports/SC2002)

(1)地 球 シ ミュ レー タの与 えた イ ンパ ク ト

SC2002に お ける最大 の話題 は、2002年6月 にそ の圧倒 的 な性 能 に よ りTop500リ ス ト

の第1位 に躍 り出た地 球 シ ミュ レー タであ った。会期 中 に は地球 シ ミュ レー タセ ン ター長

の佐藤 哲 也氏 の招 待講 演 が あ った ほか 、米 国政府 のNSFやDOEの デ ィレク ターの 講演 で

も しば しば言 及 されて いた 。また 、投 稿 された論文 の 中か ら選 ば れて 、GordonBellAwards

を受賞 した5件 の論 文 うちの3件 が地 球 シ ミュ レー タ関連 であ った 。 さ らに、パ ネル デ ィ

ス カ ッシ ョンで は その もの ず ば りの"The40T且op/sEarthSimulatorSystem:ItsImpact

ontheFutureDevelopmentofSupercomputing"と い う タイ トル のセ ッシ ョンまで 設 け

られ 、活発 な議論 が行 われ る な ど、 その影響 の大 きさが うか が えた。

上記 の よ うに地 球 シ ミュ レー タが大 き く取 り上 げ られ た背景 に は、 「危 機感 を煽 って米

国政府 か らのR&D予 算 獲得 の 口実 とす る」 とい う理 由 も存 在 したで あろ うが 、以 下 の よ

うな議 論 を呼 び起 こす きっか け を作 った とい うこ ともあ った と思 われ る。

① 実効性 能 に関す る議 論

現 在 の主 流 は、 汎 用 ス カ ラー プ ロ セ ッサ と汎用 ネ ッ トワー ク、す な わ ちCommodity

Off'The-Shelf(COTS)製 品 を使 用 した超並 列 ス カラ ー型 シス テム(PCク ラス タ を含 む)で

あ る。 しか しこの方 式 にお け る実 効 性能(実 ア プ リケー シ ョン全 体 を通 して の平均Flops)

は、一 般 的 にピー ク性 能 の10パ ー セ ン ト程 度 と言 われ て お り、ベ ク トル 型 シス テ ム よ り

劣 って い る。 米 国が捨 て たベ ク トル方 式 を採 用 した地 球 シ ミュ レー タが 、 実 ア プ リケ ー シ

ョンの 「全 球 大気 大循 環 シ ミュ レー シ ョン」で ピー ク性 能 の66パ ーセ ン ト(26.58TFIops)
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とい う驚異的な実効性能 を実現 した ことが、 システムアーキテクチ ャと実効性 能について

の議論 をあらためて呼び起 こしているように見 える。

② ハイエン ド領域 もCOTSで いいのか?

米国のハイエ ン ドコンピュータの主流は、上記のCOTS製 品を使用 した ものである。安

価な点において、 この方式 の一般市場での優位は、 もはや動 か しがたい ところまで来てい

る。 しか し、国家の安全保障や科学研究な どの最高性能 を必要 とす る領域で、COTSを ベ

ース としたシステム しか解が ない ことへの問題意識 も高 まりつつある。

地球 シミュレー タは、わが国で はさほど話題 になっていないが、それとは対照 的に、米

国の関係者 には非常 に大 きなショックを与 えた ようである。科学技術における米国の リー

ダーシップの危機 といった論調 まであ り、DOEな どが中心 となって2年 以内に地球 シ ミ

ュレー タの性能 を凌駕す るシステムを開発 しようと躍起 になっている。

一方
、わが国は地球 シ ミュ レー タ以後、国が主導す る高性能 プラ ットフォーム開発 の具

体的計画を持 ってい ない。この ままだと2～3年 後 には米国が再 び世界一の座 を取 り戻 し、

ハ イエン ドコンピューテ ィング分野 における日本発 のセンセーシ ョンも、一時的な現象に

終 わるので はなかろうか。

(2)Top500に み る性 能 動 向

毎 年6月 に ドイ ツで 開催 され るISC(lnternationalSupercomputerConference)と11月

に開催 され るSCに お い て、"Top500SupercomputerSites"(LINPACKベ ンチ マ ー クに

よる性 能測定 結 果 の上位500サ イ ト)が 発表 され て い る。

SC2002で 発 表 され たTop500に は、地 球 シ ミュ レー タに続 き、新 た に2位 と3位 に ロ

ス ア ラモ ス国立研 究 所(LANL)のASCIQが ラ ン ク され た。 また 、5位 に ロー レンス ・リバ

モ ア国立研 究所(LLNL)のNetworX社 製PCク ラス タ(Xeon2.4GHzx2,304プ ロセ ッサ)、

8位 にNOAAのHPTi/AspenSystems社 製PCク ラス タ(Xeon2.2GHzx1,536プ ロセ ッ

サ)と2台 の シス テムがPCク ラス タ と して は初 め てTop10内 に ラ ンク イ ンす る な ど、全

般 的 にPCク ラス タの増 加が 目立 っ てい る。

図2.2は1993年 か ら2002年 まで10年 間 のTop500の1位 と500位 の性 能推 移 をグ ラ

フに した もの であ る。過 去10年 間 は年率1.9～2.0倍 の割合 で性 能 が向上 して お り、今 後

もこの傾 向が続 くとす れ ば、2005年 に1位 が100TFIops、500位 が1TFIopsに 達 し、 さ

らに2009年 には1位 が1PFIops(ペ タ フロ ップス)に 達 す る と予 想 され る(あ くまで も

LINPACKベ ンチ マ ー クの性 能で あ り、理論 ピー ク性 能 で は ない こ とに注 意)。
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図2.2Top500の 性 能 ト レ ン ド

2.2,2超 並 列 コ ン ピュー テ ィ ング

(1)ASCI計 画

DOEの 国家核 安全 保 障管 理局(NationalNuclearSecurityAdministration:NNSA)が

実施 してい るASCI計 画(AdvancedSimulationandComputingInitiative2)は 、1995

年 の発 足 以来 、米 国 のハ イエ ン ドコン ピュニ タ開発 の 中心 的 な役割 を担 ってお り、 当 ワー

キ ンググル ー プで は過 去 の報 告書 にお いてASCI計 画 の状況 を毎年 報告 して きた。 最近 に

なって も"RedStorm"、"Purple"、"BlueGene几"な どの計 画 が次 々 と発表 され る な ど、相

変 わ らず積 極 的 な投 資 が 目立 って い る。 以下 で は本計 画 の下 で 開発 されて い る シス テム の

最 新 状況 につ い て述べ る。

1)ASCIQ

ロス ア ラモス 国立研 究 所(LANL)に 設 置 され るASCIQは 、HP(旧 コ ンパ ック)の

Alphaサ ーバES45を ベ ー ス に した クラス タ ・システ ムで 、 当初2002年 に ピー ク性 能

30TFlopsの シス テ ムが完 成 す る予 定 であ った 。現 在1/3規 模 の システ ム(4,096プ ロセ ッ

サ/1,024ノ ー ド)が2セ ッ ト(QA、QB)完 成 した段 階 にあ り、 これ らの2セ ッ トが そ

れ ぞれHNPACKベ ンチマ ー クで7.73TFIopsを 記 録 してTop500リ ス トの2位 と3位 に

登 場 してい る。 しか し、残 りの1/3で あ るQCが 設置 され 、 さら にシス テム全 体 が統 合 さ

2以 前 はAcceleratedStrategicComputingInitiativeと ロ乎 ば れ て い た
。
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れ るの が いつ に な る か は不 明 で あ る。 一 足 先 に完 成 した 地 球 シ ミュ レー タや 後 述 す る

ASCIPurpleとBlueGene∫Lの 発 表 の影 響 で影 が薄 くなっ た感 は否 めな い。

2)ASCIRedStorm

RedStormはCRAY,Inc.に よ り開発 、製 造 され る予 定 の ス カ ラー型 シス テムで あ る。サ

ンデ ィア 国立 研 究所 に納 入 され、2004年8月 か ら運 用 を開 始す る。AMDのOpteronプ

ロセ ッサ(SledgeHammer)を10 ,368個 使 用 し、 ピー ク性 能 は41.5TFIops(LINPACK

性 能 目標 は14TFIops以 上 、ASCIRedの7～8倍)と 発 表 され てい る。

(SC2002で の発 表 資料 に よる。)

3)ASCIPurpleとBlueGene/L

2002年11月19日 にIBMに よ り開発 、製造 され るASCIPurpleお よびBlueGene/L

が ロー レンス ・リバ モ ア国立研 究 所(LLNL)に 納入 され る こ とが発 表 され た。

ASCIPurpleはIBMのPOWER5プ ロセ ッサ を12,544個 使 用 し(64CPUx196ノ ー

ド)、 ピー ク性能 は100TFlops、 主記憶 容 量50テ ラバ イ ト、 デ ィス ク容量2ペ タバ イ ト

(約2,000兆 バ イ ト)と い う巨 大 な シス テム であ る。ASCIPurpleは2004年 末 まで に運

用 を開始 す る予定 で あ る。

BlueGene/LはIBMが 最終 的 にペ タ フロ ップス を 目指 してい るBlueGene計 画 の最 初

の シス テ ムで あ り、2005年 まで に完成 す る予定 で あ る。BlueGene/Lは1チ ップ上 に2

フ.ロセ ッサ(700MHz)を 実 装 し、これ と256MBの メモ リで1ノ ー ドを構減 す る。さ らに

65,536ノ ー ド(131,072プ ロセ ッサ)を3次 元 トーラ ス接 続 して、 ピー ク性 能360TFIops'

を実現 す る と してい る3。 過 去 この よ うに多 数 の ノー ド(65,536ノ ー ド)か ら成 る シス テ

ム は例 が無 く、 さ らに ノー ドあ た りの メモ リが256MBと 小 さい た め、高 い実 効性 能 を出

す ため には 、 これ まで以上 に高度 な タス ク割 り当て制 御 が必 要 と思 われ る。

また 、BlueGene/Lの 後 に も きわめ て意欲 的 な計 画 が続 い て い る。BlueGene/Pは2006

年 ～2007年 に ピー ク性 能1P且ops(実 効性 能300TFIops)、BlueGene/Qは2007年 ～2008

年 に ピー ク性 能3PFIops(実 効 性 能1PFIops)を 実 現 す る と して い る。 にわか には信 じが

た い計 画 だが、 も しこれが予 定 通 り実現 され る とすれ ば 、わ が国 の メー カは とて も太 刀打

ちで きな い に違 い ない。

31ノ ー ド(2プ ロセ ッサ)中 の片方 のプ ロセ ッサ は主 にノー ド間メ ッセ ージ転送用 に使用 され

るため 、通常 演算 に使 用 されるのは65,536プ ロセ ッサで ある。 したが ってノー ド間 メK7セ ー

ジ転送 が きわめて少 ない特殊 なアプ リケーシ ョン以外 は、ピー ク性能180TFIopsと す るのが妥

当 と思 われ る。
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(2)そ の他

ASCI計 画 とは別 に、地 球 シ ミュ レー タ対抗 を強 く打 ち出 して い る もの に、ロー レンス ・

バ ー ク レイ国立 研 究所(LBNL)、 アル ゴ ンヌ国立研 究 所(ANL)お よびIBMが 共 同で提 案 し

てい るBluePianet計 画 とい う ものが あ る。その 目標 は、2005年 末 まで に地球 シ ミュ レー

タの2倍 の実効 性 能 の シス テ ム を、半 分 のハ ー ドウェ ア コス トで実現 す る とい う もの で、

ピー ク性 能 は150TFIops、 少 な く と も数 種 類 の実 科 学 計 算 コー ドで40～50TFlopsの

実 効 性 能 を 実現 す る こ とを 目指 して い る。

IBMのPOWER5を 科学 技術 計算 向 け に改 良 した もの を16,384プ ロセ ッサ使 用 し、 ま

たVirtualVectorArchitecture(ViVA)と 呼ぶ 疑似 ベ ク トル処 理(CRAYX1等 で も使 用 して

いる、 ノ ー ド内の複 数CPUを 連動 させ てベ ク トル処 理 を行 う機能)を 採 用 す る。 プロ セ

ッサ をPOWER6、7と ア ップ グ レー ドす る こ とに よ り2009年 に はペ タ フロ ップス を 目指

す と して い る。 この計 画 が実 行 に移 され るか どうか は、今 の ところ不 明 で あ るが、 も し実

施 され る とす れ ば、将 来 はBlueGene計 画 と統 合 され る もの と思 われ る。

2.2.3グ リッ ド ・コ ン ピュ ーテ ィン グ

2002年 は、グ リッ ド・コ ン ピュー テ ィ ングが研 究段 階 か ら実 用段 階へ と移 行 す る節 目の

年 であ った と言 え るか も知 れ ない。IBMな どの大 手 メー カが グ リ ッ ド ・コ ンピ ュー テ ィ ン

グ ビジネ スへ の本 格 的投 資 を発表 して以来 、 「グ リッ ド ・コ ン ピュ ーテ ィング」は技 術系/

ビジネス系 の メデ ィア に頻繁 に登 場 す る ように なった。 また 、 わが国 も含 め て、科 学研 究

コミュニ テ ィで の グ リ ッ ド構 築 が一段 と加 速 して いる。 以 下 に グ リ ッ ド ・コ ンピュ ー テ ィ

ングに関す る最近 の動 向 を、①基 盤技 術 の標準 化 の促 進 、② 科 学研 究 コ ミュニ テ ィの グ リ

ッ ド形 成 の加 速 、③ ビジ ネス化へ 向 けた動 きの本 格化 、 とい う3つ の視点 か ら述 べ る。

(1)基 盤技 術 の標 準 化

2000年11月 にグ リ ッ ド基盤技 術 の世界 的標準 化団体 で あ るGlobalGridForum(GGF)

が結 成 され4、イ ン ター ネ ッ トにお け るIETFと 同様 の手 続 きで標 準化 の作 業 が進 め られ て

い る。GGFで は2001年 よ り毎年3回 つ つ ワー クシ ョ ップ.を開催 してい るが 、2002年7

月の第5回 ワー クシ ョップ.(GGF5)参 加者 は約900人 とそ れ以 前(500人 以 下)の 約2倍

であ り、 グ リ ッ ド ・コ ン ピューテ ィング に対 す る関心 が急 速 に高 まって い る こ とを示 して

4そ れ 以 前 は 米 国 のGridForum 、 ヨ ー ロ ッパ のEuropeanGridForum(eGrid)、 ア ジ ア 太 平 洋

のAsia・PacificGridForum(ApGrid)が 、 そ れ ぞ れ の 地 区 の グ リ ッ ド開 発 を 推 進 して い た 。
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い る。

わが 国で は2002年6月 にグ リ ッ ド協議 会 が設 立 され、GGFに 対 す る標準 化 の提 案 の ほ

か 、 グ リ ッ ド ・コン ピュー テ ィ ングの啓 蒙活 動 、情 報共有 な どが実 施 され て い る。

(2)科 学研究 コミュニテ ィのグ リッ ド形成

グリッド技術 は、現在の一般的な うたい文句である大規模分散 コンピューテ ィング(計

算)へ の応用面のほかに(そ れ以上 に?)、 遠隔地 にある実験装置、計算資源へのアクセス

やデータベースの共有、遠隔地間でのコラボレーシ ョンなどにも応用 される。最近 になっ

て、様 々な科学研究 コ ミュニティの間で、主 として後者の目的によるグ リッ ドの構築が活

発化 してきている。以前はグリッ ドその ものの実証実験的意味合 いが強か ったが、今 は科

学研究への実質的貢献 を目指 した応用面主体 のものに変わ りつつある。以下 に米政府の支

援 によ り構築 されている(さ れつつある)主 要 な科学研究 グ リッ ドを示す。

プロジェク ト名 支援機関 分野/参 照サイ ト

EarthSystemGrid

(ESG)

DOE 気 候 変 動 研 究

http:〃www.earthsystemgrid.org/

GridPhysicsNetwork

(GriPhyN)

NSF 天 文 学 、 高 エ ネ ル ギ ー 素 粒 子 物 理 学

http:〃www.griphyn.org/

NationalVirtualObservatory

(NVO)

NSF 天 文 学(仮 想 天 文 台)

http:〃www.us・vo.org/

NetworkforEarthquake

EngineeringSimulation

(NEES)

NSF 地 震 工 学

http:〃www.nees.org/

BiomedicalInformatics

ResearchNetwork(BIRN)

NIH バ イ オ 医 学 研 究

http二/几)irn.ncrr.nih.gov/

(3)ビ ジネ ス化 へ 向 けた動 き

グ リ ッ ド ・コ ンピュー テ ィン グ技 術 は、従 来 か ら政府支援 の も とで大 学 と国研 に よ り研

究 開発 が行 われ て きた。そ の後 、昨年 の報告 書 にあ る ように、AVAKI、PlatformComputing、

Entropiaな どのベ ンチ ャー企 業 を中心 に企 業化 が 始 ま った。2002年2月 に はPlatform

Computing社 が オ ー プ ン ・ソ ー ス で あ るGlobusToolkitの 業 界 初 の 商 業 版 で あ

る"PlatformGlobus"を 発表 して い る。また 、最近 にな って、米 国の大 手 メ ー カの グ リ ッ ド

ビ ジネスへ の参 入が本 格 化 して お り、現 在 、 グ リ ッ ド ・コン ピュ ーテ ィン グの ビジ ネス化

を 目指 してい る主要 な大 手 メ ーカ と して、IBM、Sun、HP、 マ イ クロ ソ フ トな どが挙 げ ら

れ る。特 にIBMはGlobusProjectと 共 同 で、 グ リ ッ ドとWebサ ー ビス との統 合 化 を 目指

"すOpenGridServicesArchitecture(OGSA)の 仕 様 を提 案 して お り
、GGFは2003年 に
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これを標準 として認定する見込みである。IBMの グリッド事 業責任者であるTomHawk

氏は「2005年 にはグ リッド関係の ビジネス分野向けの売 り上 げが科学技術分野 を追 い越す

ことになるだろう」 との見解 を明 らかにしている(日経ITPro2002年5月13日 記事)。

以上の ように、 グリッド ・コンピューティングのビジネス化の動 きが活発 になっている

が、実際はグリッドとい うキーワー ドが先行 し、後か らビジネスの為の応用 を考えている

というのが正確 な状況であろう。 これをビッグビジネスに成長 させ るためには、セキュリ

ティや信頼性 などの技術的課題 を克服す ることと並 んで、(ど の ような技術 にも言 えるこ

とであるが)い かに技術 の特性を生か した ビジネスモデルを作 り、キラーアプリケーシ ョ

ンを生み出せるかが鍵 になると思われる。

2.2.4将 来 の コン ピュ ー テ ィン グ に 関 す る 研 究

(1)DARPAの"HighProductivityComputingSystem"プ ロ グ ラ ム

隠(㌶麓1駕 齋跳 躍H脇s
プロ グ ラム を開始 した。

本 プ ロ グラム は2010年 までの9年 間 にわた る長期計 画 で あ り、現 在 の コ ンピュー タシ

ス テ ム と、 製 品化 が まだ当分 先 と言 わ れて い る量 子 コ ン ピュー タ との 間の ギ ャ ップ を埋 め

る もの と位 置づ け られて い る。計 画 は フ ェーズ1(概 念研 究:1年)、 フェーズ2(R&D:

3年)、 フ ェーズ3(大 規模 開発:5年)に 分 かれ て いる(図2.3参 照)。 フ ェーズ1に つ い

て はBAA(BroadAgencyAnnouncement)に よ り企 業や大 学 か らの提案 が公 募 され、CRAY、

IBM、SGI、Sun等 の企 業 が提 案 を行 ってい る。以下 にHPCSプ ロ グラム の生 まれた 背景

とその 目的 につい て記 す 。

1)背 景

・ 現在の商用高性 能 コンピュータ技術 の トレン ドで は国家 の安全保障 に必要 とされる

能力 とのギ ャップが大 きくなるばか りであ る。

・ 政府主導 による研究開発 が無 ければ、ハイエ ン ドコンピューテ ィングは主要 な関心

が一般大衆や ビジネス市場 に向いた企業の製品か ら しか得 られず、 これでは重要 な

国家安全保障 に関す るアプリケーシ ョンが効果的 に実行で きない。

・ 以下の ような重要 な分野にお いて、米国の国防総省(DoD)や 産業界 の優位性 を確

保す る必要が ある。

一軍事 目的の気象
、海洋予 測

一大気 中の汚染物質の分布解析 に関する計画演習
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一暗号解読

一軍用 プラットフォームの分析

一サバ イバ ビリティー/ス テルス設計

一諜報/監 視/偵 察システム

ー巨大 な航空機、船舶お よび構造 の仮想生産/故 障解析

一先端 的バイオテクノロジー

2)目 的

・ ハ イエ ン ドコ ンピュ ー テ ィ ング の新 しい ビジ ョンで あ る 「高 生 産性 コ ン ピュー テ ィ

ング(HPCS)」 を実 現 す るた めの次 世 代 のハ イエ ン ド ・プロ グラ ミング環 境 、 ソフ ト

ウェ アツ ー ル、 アー キ テ クチ ャ、お よび ハ ー ドウェ ア コンポ ー ネ ン トを生 み 出す こ

とに焦点 を当 て た研 究 開発 プ ロ グラ ム を設 け、 実効 性 能 、 ス ケ ー ラ ビ リテ ィ、 ソ フ

トウェア ツール や環境 、お よび増 加 す る物 理 的制 約 な どの課題 に取 り組 む。

・ 今 日の80年 代後 半 の技 術 を元 に した高性 能 コ ンピ ュー テ ィン グ(HPC)と 将来 の量

子 コ ンピュ ーテ ィ ングの 間 を埋 め る。

・ 国家安全 保 障 と産業 界 のユ ーザ コ ミュニ テ ィの た め に、経 済 的 な高 生 産性 コ ン ピュ

ーテ ィング ・シス テ ム を以下 の よう な設 計 条件 で この10年 の 後半(2007年 ～2010

年)に 実現 す る。

一性 能:計 算効 率 と重要 な国家安 全 保 障 の ア プ リケ ー シ ョン性 能 を10～40倍 向上

一生 産性:ア プ リケー シ ョンの開発 、 運 用、 お よび保 守 コス トを低 減

一移 植性:研 究 お よび業 務用HPCSア プ リケー シ ョン ソフ トウェ アが シス テ ム仕 様

に影響 され ない よ うにす る

一堅牢性:HPCSユ ーザ に よ り高 い信 頼 性 を提供 し、 犯罪行 為 に よる リス ク を低 減

3)プ ロ グラ ム計 画

図2.3に 本 プ ログ ラム の計 画 を示す 。
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(http://www.darpa.mil/ipto/research/hpcs/plan.html)

(2)量 子 コンピュータの研究動 向

量子 コンピュータの実用化は数十年先(20年 以内か ら50年 以上 まで種 々の意見が ある)

と言われ ている。 ドッグイヤーと呼 ばれる近年のITの 進展速度か らすれば、はるか遠 い

未来の話 と言 って もいい(こ のことを考 えれば、前述のHPCSプ ログラムのような ものが

生 まれて くるの もうなず けることであろ う)。しか し、米国政府 はこの遠い将来の実用化に

向けて、金額的にはまだそれほど大 きくないにしても、 この10年 間継続 して着実 に研究

支援 を行 ってきてい る。

以下 に米国連邦政府 の資金による主要な量子 コンピュータ研究 プログラム(公 募)お よ

び政府機関における研究の一部 を挙 げてお く。

●NSAARDA5(AdvancedResearchandDevelopmentActivity)

(http:〃www.ic・arda.org/Quantum/)

・NSFQuantumandBiologicallyInspiredComputing(QuBIC)Program

(http:〃www.nsf.gov/pubs/2002/nsfて)2017/ns釦2017.html)

'

5ARDAはNSAな どの情報機 関が実施す る先端的研 究 に対す るフ ァンデ ィング組織 であ る。
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・NASAJPLQuantumComputingTechnologyGroup

(ht七P:〃cs.jpl.nasa.gov/qc七/qat.html)

●NISTPhysicsLaboratory,QuantumInfdrma七ionProgram

(http:〃qubit.nist.gov/)

●DARPAQuan七umInformationscienceandTechnology(QuIsT)Program

(http:〃www.darpa.miYipto/research/quist/)

ODOELANL

(http:〃qso.lan1.gov/qc/)

その他 、Caltech、Stanford、MIT、UCBな ど多 くの大 学 で も研 究が行 わ れ てい る他 、

民 間企業 で はIBMの 活発 な研 究が 目立,って い る。

また、日本 におい て も政 府系 研 究機 関 や富 士通 、NECな どの民 間企 業 で も研 究 が行 われ 、

米 国 と対 等 な成 果 を出 しつつ あ る。
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第3章 米 国 政 府 支 援

SDP(SoftwareDesignandProductivity)研 究 開 発 の 動 向

1999年2月 に、米 国 のPITAC(ITに 関す る大統領 諮問委 員会)は 、ITに 関す る米 国政 府

支援 の研 究 開発 に対 し、長期 的基 礎研 究 とソフ トウェア研 究 の重要 性 を訴 え る提 言 を行 っ

た。 この提言 を受 けて、米 国 の情 報技術 研 究 開発 政策 の柱 であ るネ ッ トワー キ ング及 び情

報技 術研 究 開発(NITRD:NetworkingandInformationTechnologyResearchand

Productivity)に 「ソ フ トウェアの設計 と生産性」(SDP:SoftwareDesignandProductivity)

とい う研 究領 域 が追加 された。本 章 で は、 このSDPが 何 を目指 してい るか につ いて、2001

年4月 アー リン トンで 開か れた ワー クシ ョップの内容 か ら紹 介 し、2003年 度 のSDPの 活動計

画 と して、米 国は どの よ うな研 究 に取 り組 んでいるか を紹 介 す る。 また、SDPが 目指 す も

の に関連 した注 目すべ き最 近 の技 術 、 シス テムにつ いて紹 介 す る。
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3.1SDP発 足 の経 緯 とPITACの 提 言

1999年2月 に、PITAC(ITに 関す る大 統領 諮問 委員 会)は 、ITに 関す る政 府支援 の研

究 開発 に対 し、次 の示 す よ うに、長期 的基礎 研 究 とソフ トウ ェア研 究 の重 要性 を訴 える提

言[1】を行 った。

●1992年 以 来 、IT関 連 の生 産高 はGDPの1/3を 占め 、数 百万 ドルの雇 用機 会 を提 供

して きた。

● しか し、現 状 の政府 の投 資 は、長期 的 なハ イ リス ク な研 究 開発 よ りも、各 省 庁 の ミ

ッシ ョン を追 求す る短期 的 な課題 に偏 りす ぎてい る。

● この ままであ る と、過 去20・30年 に渡 って続 いて きたIT革 命 へ の アイデ ア供給 の

流 れ は途切 れ て しま う。

● 従 って、2000・2004年 の5年 間に下記 の研 究 開発 テー マ に4,743Mド ル を長 期 的基

礎研 究 開発 に追加 投資 すべ きであ る。

・ソ フ トウェ ア

・大規模 な情 報化 のた めの イ ンフ ラス トラ クチ ャ 、

・最 高 レベ ル の コ ンピュー テ ィ ング

・社 会経済 的影 響

・連 邦政府 の情 報技 術研 究 の管理 と実 現

このPITACの 提 言 を受 け、政府 は、2000年 に は 「21世 紀 に向け ての情 報技 術 」IT2計

画 と して366Mド ルの研 究 開発 投資 を追加 し、2001年 に は これ まで のCIC計 画(2000

年 の予算 は1,089Mド ル)と 統 合 して、ITR&D計 画 と して 、1,928Mド ル と大 幅 に増 額 し

てい る。そ して、現在 は、ITR&D計 画 はNITR&D計 画 と名前 を変更 し、予算規 模 は1,830M

ドル(2002年)と なって い る

PITACは 、追加 投 資す べ きと した ソフ トウェア につい て は、以 下の ような現 状 、課 題 、

で ある との調 査結 果 を発表 し、

●

●

●

●

●

●

ソフ トウェアに対する要求が、国家的なソフ トウェアの生産能力 を上回っている。

脆弱なソフ トウェアに国家が依存 している。

信頼性 と安全性に優れたソフ トウェアを構築するためのテクノロジが不十分である。

ソフ トウェア ・システムは、急速な勢いで多様化 と洗練化が進 んでいる。

一般的な市民にとって、ソフ トウェアへの依存度は しだいに高ま りつつある。

ソフ トウェアの基礎研究 に向けた国家の投資が不足 している。

そ の対 策 と して 、次 の こ と を提 案 してい る。

● ソ フ トウ ェアの基 礎研 究 を最優 先課題 とす る。
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●

●

●

●

ソフ トウェアの開発手法、お よびコンポーネン ト・テ クノロジに関する基礎研究 に

向けた投資 を強化する。

ヒューマ ン/コンピュータ ・インタフェース と相互作用に関する基礎研究 を支援す る。

情報管理の方法に関する基礎研究 を強化する。

主な情報テクノロジ関連の研 究構想の中に、ソフ トウ三アの研究 を主要 な課題 とし

て位置付 ける。

∫
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3.2NSFSDPワ ー ク シ ョ ッ プ

PITACの 提案 によ り、SDPの 研 究 開発 予算 はつ いた もの の、PITACの 提 案 は、具体 的

にどの よ うな研 究 を行 えば よい か必 ず しも明 らかで はない。そ こでlNSFのFrankAnger

が座長 となって、後述 す る米 国 の著名 な研 究者(他 に省 庁 の研 究 機 関担 当者 も出席)が 、

2001年4月18～19日 に アー リン トンに集 まって開催 され たの が、本 ワー クシ ョップ[2]で

あ る。

3.2.1SDPワ ー クシ ョ ップの狙 い

本 ワー クシ ョップで は、FrankAngerが イ ン トロ と して、

ソフ トウ ェアの現状 は、以 下 の よ うで あ り、

● 全 米 で ソフ トウェ ア技術 者200万 人

● サ ポー トス タ ッフ35万 人 、

● まだ まだ空 きポス ト多 数

従 って、以 下の こ と を達成 しな ければ な らない。

● ソ フ トウェ ア生産性 の劇 的 向上

● 高 い ソフ トウ ェア品質

と説 明 し、前 述 したPITACの 提 言 を説 明 した後 、本 ワー ク シ ョップでは、以 下 の点 をあ

きらか にす るのが ね らい であ る と した。

●

●

●

●

●

解決すべ き基礎的な問題は何 か

真の障壁 と挑戦 とは何か

どの方向が もっとも有効か

何が理想的な成果か

どのように研究 を進めるべ きか

この 「どの ような ソ フ トウ ェア研 究 をす れ ば よいか」の議 論 を基 に して、SDP(Software

DesignandProductivity)の 研 究 計画 を作 ろ う とい うこ とで 、以 下 の4つ の グ ルー プ に分

か れて検討 が なされ た。

● ソフ トウ ェア研 究の将 来

● 新 ソフ トウェ ア開発 パ ラ ダイム

● 実世界 ソフ トウ ェア

● ネ ッ トワー ク中心 の システ ム

これ ら四つの グル ープの参 加 メ ンバ を表3.1に 示 す 。
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表3.1SDPワ ー ク シ ョ ッ プ 参 加 メ ン バ

BarryBoehm,USC

BenjaminPierce,Univ.ofPennsylvania

DorisCarver,LouisianaStateUniv.

ShankarSastry,UCBerkeley

BonnieJohn,CarnegieMellonUniv.

KevinSullivan,Univ.ofVirginia

WilliamMark,SRIInternational

実 世界 ソフ トウェ ア

DonWinter,BoeingPhantomWorks

MartinFea七her,JetPropulsionlab.

GaborKarsai,VanderbiltUniv.ASIS

PatrickLardieri,LockheedMartin

CleveMoler,MathWorks,Inc.

EdwardLee,UCBerkeley

GradyBooch,RationalSoftware

RalphJohnson,Univ.ofIllinois

GregorKiczales,Univ.ofBritishColumbia

CharlesSimonyi,Microsoft

JohnVlissides,IBM

IanFoster,ArgonneNationallab.

DougLea,StateUniv.ofNewYorkatOswego

AdamPorter,Univ.ofMaryland

RickSchantz,BBNTechnologies

JimWaldo,SunMicrosystems,Inc

32.2各 検 討 グルー プ か らの提 言

(1)ソ フ トウェア研 究 の将 来

現状 は、

● 現 在 の イ ンフ ラは、低 い信頼 性 、安全 性 、可用性 で 、 まった く不 適切 で あ る。

● 大 規模 ソ フ トウェア プロ ジ ェク トの半数 は失敗 して い る。

● 応 用 ソフ トウェ ア同士 が 情報 をや りと りで きない。

● 過 去 の ソ フ トウェア資産 が1兆 ドル もあ る。

との仮 説 に立 って 、以下 の 目標 を立 てて いる。

●

●

●

●

●

各領域の専門家が ソフ トウェアを使いこなせるように しよう。

既製品ソフ ト業界の共通基盤 となるアーキテクチャを開発 しよう。

ソフ トウェア業界に対 し、鍵 となる概念 ・技術 を提供 しよう。

プログラマの意図 を機械が理解で きる形で記録す る方法 を開発 しよう。

ソフ トウェア開発 の現状 をしっか り認識 しよう。

この 目標 実現 に向 けて、特 に注 目すべ き領 域 は、以下 で あ り、

● ネ ッ トワー ク埋 め込 み型

● 対 人 イ ン タラ クシ ョン
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● グル ー プイ ンタラ クシ ョンの計 算機 支援

● 領域専 門家 の ための 環境:教 員、 エ ンジニ ア、金融 、科 学者

その領域 で基礎 とな る科 学 は 、以下 で あ り、

● ソフ トウェア物理:並 行処 理 の モデ ルな ど

● ソフ トウェア経 済学:柔 軟 性 の価値 を定量化 な ど

● ソフ トウェ ア行動 科 学:人 間の認知 ・記憶 に関す る知 見 をソ フ トウェア設計 に応 用

した り、 ソフ トウェ ア と人 間の役 割分 担 を明 らか に した りす る こ とな ど

そ のキ ーポ イ ン トは、以下 で あ る と提言 してい る。

● ソフ トウェ ア開発 の プ レイ グラ ウ ン ドを変 え よう。

・ 「プ ログ ラム」 の意味 の変 更:

Ptolemy(同 期 デ ー タフロー 、状態遷 移 マ シ ン、 ラ ンデ ブー方式 同期 メ ッ

七 一 ジ ング、連続 的 な時 間、離散 イベ ン トとい った コン ピュテー シ ョンモ

デル の ビジ ュ アル化 イ メー ジで シス テム を作 成 す るア ー キテ クチ ャデ ザ

イ ン言語)

Simulink(ブ ロ ック ダイア グ ラム を作 成す るこ とに よって 、シス テ ムの シ

ミュ レー シ ョンや性 能 の評 価 、 デザ イ ンの改 善が行 え るMathworks社 の

モデ リング ツール)

・ 「プロ グ ラマ」 の意 味 の変更:practitioners(開 業医 な どの専 門家)

● 以下 の キー とな る技 術 を進 展 させ よう。 ・

・ 軽 い形 式 的枠 組 み

・ 並 行 性 ・耐 故 障性 ・安全性 な どのモデ ル

・ 「価 値」 に基 礎 を置 いた デザ イン

・ 分散 オー プ ン ソース テス ト方式

● ソフ トウェ ア経 済学 を変 え よ う

● ソフ トウェ アで ハ ー ドウェ ア を定義 しよ う。'

(ハ ー ドウェアが ソフ トウ ェア をで は な く)

(2)新 ソフ トウ ェア開発 パ ラ ダイ ム

新 ソフ トウェア開発 パ ラ ダ イムで は、現状 は、以下 の ような要 因 によ って、複雑 さが指

数 関数 的 に増 加 してい る。

● 組込型 、 モバ イル 、浸 透性 、大域 性

● 長寿命 、複 数バ ー ジ ョン混在

● 共 同開発
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● 利 用者 ご との カス タマーイズ

この難 問題 を以下 の よ うな革新 的概 念 に よ って 、 一挙 に解 決 す る こ とが 必 要 で あ る。

● 国立 ソ フ トウェ ア考 古学 セ ン ター構想

● 多 面 的 ソフ トウェ ア

● 協 調 開発 環境

【国立 ソ フ トウ ェア考 古 学 セン ター構 想 】

ソフ トウェ アの古 典 を蒐集 お よび保存 し、それ をリバ ース エ ンジニ ア リング に よって、

そ の古典 の芸術 的本 質 を抽 出 し、Webで 公 開す る。 これ に よ り、参 考 となる ソ フ トウェ ア

アーキ テ クチ ャの宝 庫 と して、将来 の研 究 の基礎 と して、特許取 得 の た めの事 前芸術 研 究

と して、役 立 て、芸術 的表現 を奨励 す る こ とをね らう。

1多面 的 ソ フ トウ エア】

高級 言語 、 オブ ジェ ク ト指 向 プロ グ ラ ミング、 デザ イ ン ・パ ター ン、特 定領 域用 言語 と

い った これ までの歩 み は、 あ る側面 を よ り理 解 しや す くした 、あ るい は 、あ る側面 を うま

く表現 した とい うもの にす ぎない 。本来 、 ソフ トウ ェアは、様 々な異 なる意 図 を表 現す る

もの であ り、新 たな システ ム は、共存 す る異 なる側 面が互 い に影響 しあ って生 まれ る もの

であ る。この よ うな多 面 的 ソフ トウェ アについ て、従 来 は認 識不 測 で あ ったが 、デザ イ ン ・

パ ター ン、協 調 開発 環境 、 アスペ ク ト指 向 プ ログラ ミ ング、特 定領 域 用言 語 とい った研 究

分 野 で は、一部 、多面 的 ソ フ トウェ アの考 えが取 り入 れ られ始 め てい る。 今後 、多 面 的 ソ

フ トウェ ア と して すべ きこ とは以下 で あ る。

● どの側 面 が肝 要 か

性 能 、価格 、使 い勝手 、過 去 か らの連 続性...

● 各 側面 を どう表 現 す るか

● 諸 側面 を どう変 形 ・統合 しシステ ム とす るか

● 特 定 領域 用言語 の ための ツ ール整備 の加速

1協調 開発環 境 】

協 調 開発 環境 とは、ソフ トウェア開発 の プ ラ ッ トフ ォーム と してWebを 仮想 的 な議論 の

場 にす る もの であ り、研 究すべ きこ とは以下 であ る。 、

● ソフ トウェ ア開発 の社 会学

● ソフ トウェ アプ ロセスの利 用

● 考 古学 セ ンターや多面 的 ソフ トウェ アを利 用す る プ ラ ッ トフ ォー ムの創 造

これ らの革新 的概 念 の研 究計 画例 には、以 下の ような もの が あ る。

● 側 面 中 間形式(特 定 領域用 言語 の ための汎 用 ツール 、Weavers?)

● 対 応代 数(CorrespondenceCalculus)
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● デ モ プ ロ ジ ェ ク ト(DemonstrationProjects)

● 領 域 回 復(DomainRecovery)

● ソ フ トウ ェ ア 保 存(Preservation)

● ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 民 俗 学(Ethnography)

(3)実 世界 ソ フ トウ ェア

今 日の ソフ トウェ アは、偶 然 的複雑 性 、予 測 不 能性 、合成不 能性 、脆 弱性 、実世 界 との

相 互作 用 に向 か ない とい った問題 点 を抱 えて い る。

また 、 ソ フ トウ ェアは 「コー ドの 集 ま り」 とい う考 え方 にハ マ ッテお り、大規 模 にす る

に は人力 を注 ぎ込 む 、 システ ム全 体 像 の理 解 が喪 失 してい る、仕様 とそ の実 現 が分離 して

い る、 とい った事 態 を招 いて い る。

10年 後 には、どこで もコン ピュー タだ らけ に なって 、これ まで の世界 とは全 く変 わった

世界 に なる とい うの に、今 日の ような ソフ トウ ェア の作 り方 を してい た ら、世 界 は危 険極

まわ りない場所 とな って しまう。 そ れ を避 けた けれ ば、技術 の実施 を遅 らせ ね ば な らず、

その場 合 には、 自動 車 は、 コン ピュー タ制 御 とは な らず 、交通 渋 滞 には ま り込 んで しま う

だ ろう。

これ を解 決す る には、 モデ リ ング言語 、 シス テ ムの合 成、変換 、過 去 の ソ フ トウェア遺

産の扱 い 、 とい った課 題 に取 り組 まねば な らない。

1モデ リン グ言語]

ソフ トウェアの 問題点 は、「プ ログ ラム コー ド」、 あるい は 「仕様 」 にあ るので は な く、

「モデ ル」 あ るい は 「設 計」 にあ る。す な わち 、複雑 な機 能の実 現 、設計 の理解 、 質問 の

定 式化、振 舞 いの予 測 、 とい った ことを行 う際 に、 そ れ を表現 す るモ デ リング言語 を我 々

が持 ってい ない ことで あ る。

これ を解決 す る ため ご以下 の よ うな研 究 を行 うべ きであ る。

●

●

●

●

●

システムのモデ リング 「言語」

有用な抽象化 を見つけること

計算的システム理論

組合わせて使 える抽象化

時間 ・並行 ・能力 などの表現

【シス テムの合 成]

シス テム を組合 せ て作 る組 織 的方 法 、例 え ば、要 素 の枠 組 、組合 せ の意 味論 、その場

で の(on・the-fly)合 成 、既 成 の ソ フ トウェア要素 との統 合、とい った こ とが欠如 してい る。

これ を解決 す るた め、 以下 の よ うな研 究 を行 うべ きであ る。
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●

●

●

●

●

●

●

【変換】

意味 の枠 組 み と理論

方 法論(methods)と ツール

実験 台 と挑戦 的 問題

参照 実装(referenceimplementation)

アー キテ クチ ャ枠 組み の定義

分散 ・分割 の戦 略

粒度 とモ ジュ ラー性 の制御 戦 略

異 なる抽象 間の変換 につい ての理論,例 え ば、異 なる抽象 の 間の 関係 、生成 器(変 換 器)、

複 数の視 点 を許 す抽象 化(multiviewabstraction)、 物理的 環境 の抽 象 化 、高信 頼性 ソ フ ト

ウ ェア とシス テム(HCSS:HighConfidenceSoftwareandSystems)と の関係:証 明つ

きの変換 、 とい った こ とが欠如 して い る。

これ を解 決す る ため、 以下の ような研 究 を行 うべ きであ る。

● オー プ ンな生 成器 イン フラ(方 法論 、 ライブ ラリ)

● 生成 器 の理論

●Methodsforcorrectbyconstructiontransformers(?意 味 不 明?)

● 変換 器 のパ ラメ タ化

1過去 の ソ フ トウ ェア遺産 の扱 い]

過去 の遺産 を扱 う方法論,例 えば、 シス テム を徐 々に現代 化 す る方 法 、新 しい もの を

古 い もの と統合 す る方法論 、 とい った ことが欠 如 してい る。

これ を解 決す る ため、 以下の ような研 究 を行 うべ きであ る。

● 遺 産 コー ドの部 品化

● 遺 産か らの抽 象化 の抽 出

● 漸次 現代 化 、 リバ ース エ ンジニ ア リ ング

● 再設 計 を安価 に ⇔ ソ フ トウェア遺産 か らの進 化

(4)ネ ッ トワーク中心 のシステム

今後のシステムは、以下の ような状況に進展すると予想 される。

●

●

●

●

●

すべ てが コンピュータ

すべ てがネ ットワークコンピュータ

すべ てが相互依存する可能性

実世界 と接続

ます ますヘテロに
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● 接続 はます ます多様で不安定 に

その状況下で、以下の ような応用システムが登場 して くるであろう。

●

●

●

●

●

交通制御:自 動車数千台か らセンサーデータ

戦域管理:敵 対環境で多様粒度の調整 ・任務

サプライチ ェーン管理

科学データの共同解析

数千ユーザ、数千資源に対 し、ソフ トリアルタイムで問合せ最適化の要請

家庭内電力管理

この ような状況、応用システムにおいては、以下のような技術的課題が生 じる。

● 資源(QoS,時 間・相互依存 ・エネルギー消費 大 きさ)を 意識 したプログラ ミング

・ 工学的 トレー ドオフを考慮す る計算モデルの欠如

・ 複雑 なシステムでは端点間の特性が不明

● 動的な資源の振舞 い:故 障・不均一性 等

・ 計算モデルや端点間特性の欠如

● ソフ トウェア遺産

・ 設計時に想定 しなかった利用形態への対応!

● 危機 ・信用 ・制御の管理

・ ポ リシー・保障・管理の ドメイン

・ 極度 に動的なシステムの安全性確保 と確認手法

● プライバシ

● スケールの問題

・ 構成要素数、構成要素の大 きさ

・ 単一の計算 に関係する要素数

・ ネッ トワーク中心 システムは長時間無停止動作

これらの問題 を解決す るには、以下のような研究方向 とアプローチが必要である。

●

●

「問題」 を扱 うプログ ラ ミングモ デル

・ 工学 的 トレー ドオ フ

・ 大規 模 シス テムの運用

・ 動 的 な資 源の振舞 い

・ 危 機 ・信 頼 ・安 全 の管 理

「問題」 の基本 機 構

・ 資源 の トレー ドオ フ:QoS、 実 時 間性、等

・ 適応 的振 舞 い
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●

●

・ さまざまな次元への拡大

・ 分散管理

「問題」の全体 を扱 える、多 レベルの資源管理

ネ ットワーク中心の(小 規模 な)要 素 を、動的に大規模 システムに合成する技術、

相互運用性

この他、次のような研究 も必要である。

● 新たな計算モデルを使 うための ツール

● 高度 に複雑化 したシステムの検証 ・シミュレーション ・理解'

● 大規模分散応用システムの(自 動)構 成 ・管理

これ らの研究によって、以下のような効果が期待 される。

● 社会的には

・ 現状では作 れないもの を作れるように

1ネ ッ トワーク化 システムの信頼性 ・制御性向上

工学的設計 によって実現 ⇔ デバ ッギング

・ ソフ トウェア開発 コス トの抑制

ご 教育

・ 新たなソフ トウェアの作成 ・システムの設計にあたれる人材の供給

3.2.3SDPワ ー クシ ョ ップ提 案の ま とめ

4つ の グル ーフ.からの それ ぞれの提 案 は、別 々の 方向 を向 いて いる ので は な く、 ほ ぼ同

一方 向 を向い てお り
、概 ね、以下 の提 案 にま とめ られ る。

● 有 用 な抽 象化 を含 んだモ デ リ ング

・ モ デ リ ングは、対 象 とす る特定 領域 のモ デ ル を記述 で きる もの と し、 その

特定 領域 の専 門家 が使 い こなせ る。

・ モ デ リ ングは、資 源 の トレー ドオ フ ・動的 管理 、危 機 ・信 頼 ・安 全 の管 理

とい った、設計 の意 図 を表現 で きる。

・ あ る特 定 の側 面 か らのモ デ リング を組み合 わせ ・合 成 ・変換 ・統 合 して、

様 々 な側 面 か らのモデ リ ングがで き、シス テム の複雑 さ を軽 減 で きる。

・ モ デ リ ングは、科 学 的、 工学 的設計 に基づ いた軽 い形 式 的枠 組 み を持 ち 、

これか らコー ドの 自動生 成 がで きる と共 に適合 性 の検 証 も行 える。

● オー プ ンな協調 開発 環境

・Webを ベ ース とした オ ープ ンで協 調 して開発 で きる プ ラ ッ トフ ォー ム。

・ この環境 には、芸 術 的 ソフ トウェアが蒐集 され 、 ソ フ トウェ アの宝 庫 とな
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る。

・ 柔軟性 の価値 なども定量化 され、 ソフ トウェアの経済的社会的評価がで き

る。

● 既存 ソフ トウェア資産 を生かす仕組み

・ システムを徐々に現代化する仕組み

・ 新 しいもの と古 い もの とを統合する仕組
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3.32003年 度SDPの 活 動 計 画

ワークシ ョップか らの提案を受 けて、米国政府は、通称BlueBook2003と 呼ばれる 「ネ

ッ トワーキング及 び情報技術研究開発一2003年 度大統領予算教書補足資料」[3]に おいて、

SDPに 対する2003年 度の活動計画 を以下の ように示 している。

3.3.1取 り組み方針

2002年 に、半導体業界 は地球上 にいる人間の数 より多いコンピュータ用チ ップを生産す

ると予測 されている。 これ らチ ップの約1%だ けが認識可能 なコンピュータに使われ、ほ

とん どは他のタイプの機器 に組み込 まれる。すなわち、小 さなものでは携帯電話、ポケッ

トベル、パ ーソナルデジタルアシスタント(PDA)や リモ コンであ り、大 きなものとして

は車、飛行機、製造機械、兵器システム、緊急警報 ネッ トワー クの ような複雑 な物理的 ジ

ステムなどである。組み込 み型 コンピューティング技術にとって最 も有望 な新 しい方向は、

ほとんどリアルタイムで重要 なデー タを収集 し、転送することので きるネ ッ トワーク化 さ

れたマイクロセ ンサシステムである。 この ようなセンサ網 は、環境 と危険モニタリング、

科学的農業、輸送管理、戦闘場面 における偵察 と早期警戒 システム を含む、広範囲のアプ

リケーシ ョンに使われるようになっている。

IT研 究者が、国家の コンピューテ ィング及 び1青報通信インフラス トラクチ ャ上で動 いで

いる現世代の ソフ トウェアの重大な技術的脆弱さに取 り組 もうとしたとき、IT研 究者は、

組み込 み型技術 における初期の変革において、独特の新 しい難問 に直面 した。今 日の ソフ

トウェアは、その開発 とメンテナンスに巨大 な金額が費やされている もかかわらず、必要

とされているほど相互運用性がな く、拡張性 もな く、また、 コス ト効率 に優れているわけ

で もない。

この問題 を解 くか ぎは、 これ まではプログラミング"ウ ィザー ド"と い う寂 しい技術 に

よって行われてきたソフ トウェア設計 と開発 を、質の高い結果 を得 るために広 く受 け入れ

られる原理、方法、最良の経験で支配 された形式的枠組みの科学 と工学の学問分野 に変換

することである。技術者は、技術的要求 を満た した詳細な設計 図、関連する基本原理や関

連材料 に対する最先端の訓練で養われた知識、長持 ちする品質保証 された構成部品を作 る

ためのコス ト効率の良い開発 プロセス を持 たずに、つ り橋 を架けるような夢 を見ることは

ない。わが国のインフラス トラクチ ャに根 を下 ろす重要な基盤 として、ソフ トウェアは少

なくとも科学的に設計 された ものであるべ きである。

NITRDの 研究のひとつは、 ソフ トウェア開発の新 しい科学のために、モデル を作 り出

し、試験 し、評価す ることに重点 を置いている。 目標は、今 日の特異 的で少数の人のみが

理解で きるコー ドから脱却 し、合理的でモジュラリティが よ く、実証 的で再使用で きる、
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安定 した工学的設計 に移行す ることである。科学的な原理 と手法は、開発者やユーザが、

自動化 された技術 を使 って、ソフ トウェア製品 を設計 し、構築 し、試験 し、厳 しい使用テ

ス トをす ることを可能にする。 ここで自動化された技術 は、ソフ トウェア製品が利用 され

る前に、それらの動作 を確認 し、大規模 ソフ トウェアの何百万の もの手作 りの コー ド中に

潜む、今す ぐ簡単に見つけられない弱点 を正確 に指摘することがで きるようにする。設計

と実装の局面 を自動化 し、実践的なテス トベ ッドを使 うことは、プログラ ミング段階 を合

理化するだけでな く、高価 なデバ ッグ工程の効率を上 げ、改良することによって、現在の

極めて高い開発 コス トを抑制 することになろう。

最終的には、 より高品質の より多 くの製品を作ることを可能にするだけではな く、実質

上開発費 を下げ、維持 を容易にすることにより、ソフ トウェアの 「生産性」 を劇的に向上

させる開発方法論 を得 ることが 目的である。

ソフ トウェアのための科学的基盤 は、組み込み型システムにとって極めて重大 なもので

あ り、大規模な物理的システムの内側奥深 くにある小 さなコンピュータ ・コンポーネン ト

は、極めて多 くのコンピューティング及びノン ・コンピューティングタスクをリアル タイ

ムにサポー トするための機能を持 っている。ち ょうど、 自分が どこにいるか、そ して、ま

たは何 をしてい ようとも、我 々の心臓 と肺は命令 されな くとも機能するように、組み込み

型 プロセ ッサ はその仕事 を自動的に絶え間な く行 うことができなければいけない。ち ょう

ど我々の命は、新 しい細胞が生 まれて古い細胞が死ぬことにほとんど影響 されないように、

組み込み型 システムは、い くつかの個々の組み込み型プロセ ッサが損傷 を受 け、破壊 され、

付 け加 えられ、あるいはアップグ レー ドされて も、全体 としてのシステムが自動的に機能

し続けている間、動作 し続けるこ とを期待 されている。

2003年 度 に、NITRD参 加機関は、ソフ トウェアの品質を向上 させ、その費用を全面的

に削減す るための基礎研究 を支援する。この先進的技術 は不可欠の駆動力 とな り、我 々は、

これにますます依存度 を深めることになって、大規模及び小規模 アプリケーションの両方

において、社会により、大 きな利益 をもた らすことになる。

3.3.22003年 度 のSDPの 主要 な研 究課題

言語 とコンパ イラ を含 む ソフ トウェ ア とシス テム科 学;

構築 方 法論;

分散 型 で拡張 性 のあ る シス テム とネ ッ トワー クの設 計基 盤;一

効 率 的で 、信 頼性 の高 い ソ フ トウ ェア ・コ ンポー ネ ン トとその統 合 プ ロセス を含 む 自動

化 され たエ ンジニ ア リ ング;

統合 ソ フ トウ ェア とシス テム 開発 のた めの(仕 様 、分析 、検証 な どの)方 法論;
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並 列実行 す る ネ ッ トワー ク化 され た アプ リケー シ ョンの相 互運 用性;

ドメ イ ン特有 の 開発 環 境 の速 や か な構 築 とカス タマ イゼ ー シ ョンが 可能 なツー ル環境;

組 み込 み型 ア プ リケ ー シ ョン とシステ ム開発 プロ ジェ ク トの ため の技 術 に関 す るパ イ ロ

ッ トア プ リケ ー シ ョン と実践 的研 究;

3.3.32003年 度 に お ける各機 関 の代 表的 活動

NSF:

・実践 的 な ソ フ トウェア工学研 究

・コ ンポ ー ネ ン トベ ー スの ソフ トウェ アに於 ける絶 えず生 じる変 化 に対 す る管理

・ソ フ トウェア を発展 させ る プロ フ ァイル とパ ター ン

・リス ク ドリブ ンか らバ リュー ドリブ ンの 開発 モ デ ルへ と変 更す るため の戦略 的 ソフ トウ

ェア設計

DARPA:

・組 み込 み型 シ ス テ ム の た めの プ ロ グ ラ ム作成(ProgramCompositionforEmbedded

Systems:PCES)

PCESは 、組 み込 み 型 システ ムの プ ログ ラ ミングの た めの新 しい戦略 を開発 してお り、

技術 的労 力 を抑 え て よ り堅牢 な コー ドを作 るこ とを 目的 と して い る。 この手 法 には コ

ア ソ フ トウェ アの設計 が絡 ん でお り、並行操 作 、セ ンサ 、 時間 的制約 の あ るア クチ ュ

エ ー タの 同期 、安 全 で高効率 の キ ャ ッシ ュ、 レジス タ、 メモ リ管 理 な どの組 み込 み型

シス テム全体 に必 要 と され る横 断 的機 能 を含 んでい る。 目標 は、 ダイ ナ ミ ックな構成

とテ ス トの ため の 自動 化 され た ツール を用 い た再利用 可 能 な ソ フ トウェアス イー トで

あ る。

・組 み込 み型 ソ フ トウェアの モデ ルベ ース の統 合

・ソフ トウェ アに よる制御
、 セ ンサ 網 ある いは シス テム網 で構 築 され る高 度 に複雑 な シス

テ ムで の ダイナ ミ ック な自己構成 と保証

NIH:

・バ イオ メデ ィカ ル ・コ ン ピュー テ ィ ング ・ア プ リケ ー シ ョン を支援 す る ソ フ トウェ ア研

究

NSFINASA:

・高信 頼 コ ンピュ ーテ ィング とコ ミュニケ ー シ ョンシス テ ムの研 究 に関 す る共 同研 究 プロ

グラム

これ は、現実 世界 の ハ ー ドウェ ア とソフ トウェ ア人工 物 に関す る研 究資金援 助 を評 価

す る ためのNASAの 新 しい テス トベ ッ ド施 設 を使 って、信 頼 性 が あ り、 コス ト効 率
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の良 い ソ フ トウェ ア をベ ース に した システ ム を設計 し、試 験 し、実 装 し、発 展 させ 、

保 証す る ことをね らい とす るプ ロジ ュ ク トであ る。

NASA:

・組 み込 み型 あ るいは ロボ ッ トデバ イスの ため の技 術 とツール を含 む 自動 化 ソフ トウェア

工学 手法

・ベ イジ アン法 を用 い た仕 様 、 ソ フ トウェアの実 践評価

DOE/NNSA:

・全 て の 高 度 シ ミ ュ レー シ ョン と コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ(AdvancedSimulationand

Computing:ASCI)ハ イエ ン ドプラ ッ トフ ォー ムの ための 、共通 の ソフ トウェ ア開発/

実 行環 境 の構築

これ は、1/0、 ス トレージ、視 覚化 に対 す るニ ーズ だけで は な く、堅 牢 さと拡張 性 の

ため のエ ン ドツーエ ン ドASCIア プ リケ ー シ ョンの ニ ーズ を支援 す る もので あ る。

NIST:

・消費者 団体 と使 い勝 手 に関す るデー タを共有 す るための共 通 の報告 書形 式 の開発

・自動 化 され た、知識 ベ ース の手法 を用 い た ソ フ トウェア品質 の決定

・産業 界 のパ ー トナー と製造B2Bの 相互 運用 性 テス トベ ッ ドを共 有 す る計 画

NOAA:

・コンポーネン トを基本 に した地球物理学環境のモジュラー研究モデルの開発

ODDR&E:

・組 み込 み型 システ ム をチ ェ ックす る ソ フ トウェアモ デル に関す る大 学 にお ける基礎

研 究

・リアル タイムの無 停 止 ネ ッ トワー クプ ロ トコル

3.3.42003年 度 の 予算

表3.2に 示 す よ うに、SDPに 対 す る予期1.82、 億 ドルであ1、NITRD予 算 の約1割

を占め てい る。
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表3.2NITRD関 係 機 関 の 個 別 研 究 分 野(ProgramComponentArea)別 の 予 算

2002年 度 予 算(単 位:100万 ドル)

Agency HECI&A HECR&D HCI&IM 1.SN SDP HCSS SEW 合計

NSF 225.1 66.4 132.6 102.8 44.4 45.8 58.8 676

NIH 79.5 7.7 82.0 105.6 5.6 3.6 11.4 295

DARPA 17.4 63.9 35.8 35.0 65.6 218

NASA 36.1 26.0 27.8 14.4 22.4 47.1 7.0 181

DOE 97.2 29.5 16.4 27.8 3.5 174

NSA 41.6 1.3 32.7 76

NIST 3.5 3.2 6.2 7.5 2.0 22

NOAA 13.8 1.8 0.5 2.8 1.8 21

ODDR&E 2.0 1.8 5.7 1.6 1.0 12

AHRQ 8.0 6.0 14

EPA 1.8 2

小計★ 474.4 238.9 308.1 307.6 148.9 132.2 80.7 1,691

DOE/NNSA 42.1 33.5 25.9 33.2 4.2 139

合計★ 516.5 272.4 308.1 333.5 182.1 132.2 84.9 1,830

HECI&A:ハ イエ ン ド ・コ ンピューテ ィング基盤 とアプ リケー シ ョン

HECR&D:ハ イエ ン ド ・コン ピューテ ィング研 究開発

HCI&IM:ヒ ュ ーマ ン ・コ ンピュー タ ・イ ンター フェース と情報 管 理

LSN:大 規模 ネ ッ トワ ー ク

SDP:ソ フ トウェ アの設 計 と生産性

HCSS:高 信 頼 ソフ トとシス テム

SEW:社 会 、経 済、 お よび労働力 の面 か ら見 たIT労 働 力 開発

★小 計 と合計 に2003年 度大統 領予 算教 書 と若干 の相違が あ るの は
、集計 にお け る個 別研 究

分野 の多少 の 変更 と端 数 処理 の違 い に よる
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3.4SDPの 目指 す もの に関連 した技術 、 システムの動 向

SDPの 将来の方向性 として、前述の ように、モデリング、形式的枠組み、オープンな開

発環境、既存資産の活用 を提言 し、キーワー ドを並べているが、まだ、具体的なイメージ

がつかめない読者 も多 いことであろう。SDPに 参加 したメンバ も将来構想であるか ら、具

体的イメージを持 っているわけで もなく、各メ ンバの将来 イメージもそれぞれ異 なってい

るので無理か らぬ話である。 しか し、参加 メンバ は、予算獲得の思惑があ り、各 メンバが

現在研究 していること、あるいは関心があることの延長線上に将来 イメージがあるであろ

う。そこで、SDPが 目指す方向に関する、以下に述べ る現在の研究動向を把握 し、それか

ら、その延長線上の将来イメージが どんなものであるか を把握 して もらいたい。

3.4.1モ デ リング、特 定領 域 記述言 語(DSLDomainSpecificLanguage)

IT革 命 が進行 し、ITと 他 分野 との融合 が加 速 してい けば 、融 合分 野の専 門知識 が希薄

なITフ.ロ グ ラマは対 応 が難 し くなって くる。従 って、ITプ ロ グラマが プ ログ ラ ミングす

るので は な く、各特 定領 域 の専 門家 が プ ログ ラムで きる もので な くて はな らない。 特定 領

域 には、多 くの場合 、建 築設 計 図、電気 回路 図 、損益 対 照表 とい っ た特定 領域 固有 のモデ

リ ング ドキ ュメ ン トが 既 に存在 す る。 この よ うなモ デ リング ドキ ュメ ン トをベ ース にIT

システム を記 述 しよ うとす るア プローチが特 定 領域 記述 言語 で あ る。

これ は、従来 、 プロ グ ラ ミング とは、 イ ン プ リメ ン トす る ことを設計 して きたが 、 モデ

リング を設計 す るこ とに よって行 お う とす る アプ ローチで あ り、 このモ デ リ ングが 特定領

域 固有 の モデ リング ドキ ュメ ン トに他 な らない ので あ る。 しか し、 た だ単 にモ デ リ ング ド

キ ュメ ン トで 終 わ らず に、実行 で きる もの で はな くて はな らない。 従 って、 モ デ リ ング ド

キ ュメ ン トを 「軽 い形式 的枠 組 み」 に した り、 「メ タモデ リング言語」でモ デ リ ング ドキュ

メ ン トの意味 を規定 した り して、あ るい は、暗 黙 的 な知 識 を使 って シス テムが 自動 的 に、

実行 コー ドの生成 をサ ポ ー トにす る。

特定 領域記 述言 語 の代表 的 なの は、ス プ レ ッ ドシー トで 表 に関す る処理 はほ ぼ何 で もこ

なす ことがで きる。表 以外 で注 目 され る シス テム に、Simuhnk、Ptolemy、OMGで 検討

が 始 まったMDA、Webサ ー ビス をベ ース に ビ ジネス フロ ー を記 述す るBPEL4WSが あ る。

(1)Simulink

Simulink[4]は 、MathWorks社 の製品で 、DSPの 設計 、コ ミュニケ ーシ ョンシス テムの

設計、その他 シ ミュ レー シ ョンシス テ ム向け の ダイア グラム ブ ロ ックの 開発 ツ ールで あ る。

その特 徴 は、150以 上 のブ ロ ック を含 む ライ ブ ラ リやモ デ ル(出 来 合 い ブロ ックダ イアグ
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ラム)が 準備 されてお り、 これ らを組 み合 わせ て ブ ロ ック ダイア グ ラム を作成 、編集 で き

る。

図3.1.SimulinkFFrの 例

図3.1(htt:〃www.mathworks.com/roducts/simulink/descrition1.'s)は 、 短 時 間

の高速 フー リエ変 換 ブ ロ ック(FFT)の 例 であ り、 これはDSPブ ロ ックを用 い て作 成 さ

れて いる。FFTブ ロ ックに対 す るパ ラ メ タは右 の ダイア ログボ ックスで 入力 され る。ユ ー

ザ がサ ブ シス テムの詳 細 を見 た けれ ば、右 下 に示 す その詳 細 ブ ロ ック ダイ アグ ラム を表示

す る ことが で きる。

Simulinkで は、ユ ーザ作 成 の カス タムブ ロ ックをシス テム に組 み込 む、 ある いはC言

語 な どの コー ドをブロ ックダイ ア グラム に組み込 む こ とによ って、 シス テ ム を拡張 す る こ

とが で きる。 また、作 成 したブ ロ ック ダイ アグ ラム を、 イ ン タラ クテ ィブ に実行 す るこ と

が で き、結 果 を即 座 に表示 した り、 グ ラ フィカルデバ ッガで デバ ック した りす る ことが で

きる。

(2)Ptolemy

Ptolemy[5]は 、 カル フ ォルニ ア大バ ー ク レー校 の プロ ジェ ク トで あ り、組 み込 み シス テ

ムの ような複雑 な シス テムの モ デ リ ング と設計 を支援 す るシス テ ムの構 築 を 目指 して い る。

その狙 い は、以 下 の実 現 にあ る。

① 組 み込 み システ ムの 開発 にお け るモ デ リング、設計 の方 法論 の確 立
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② 適 切 な コ ン ピ ュ テ ー シ ョ ン モ デ ル の 選 択 に よ る シ ス テ ム 設 計 品 質 の 向 上

③ 多 数 の コ ン ピ ュ テ ー シ ョ ン モ デ ル を 実 行 す る モ デ ル の 生 成 と相 互 運 用

④ コ ン ポ ー ネ ン トベ ー ス の 設 計

Ptolemyプ ロ ジ ェ ク トで は 、 ビ ジ ュ ア ル エ デ ィ タ で あ るVergilを 用 い て モ デ リ ン グ 、 設

計 を 行 う 。 こ のVergi1の 特 徴 は 、 単 一 の コ ン ピ ュ テ ー シ ョ ン モ デ ル で は な く、 複 数 の コ ン

ピ ュ テ ー シ ョ ン モ デ ル の 中 か ら選 択 で き る こ と で あ る 。Vergilで は 、 継 承 構 造 、 手 続 き イ

ン タ ー フ ェ ー ス を 主 体 とす る オ ブ ジ ェ ク ト指 向 ベ ー ス の モ デ リ ン グ で は な く 、 並 列 性 や コ

ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン モ デ ル を 主 体 と した ア ク タ ベ ー ス と し た 、 以 下 に 示 す9つ の コ ン ピ ュ テ

ー シ ョ ン モ デ ル が 用 意 さ れ て い る
。

CommunicatingSequentialProcesses・CSP

ContinuousTime-CT・

Discrete・Events・DE

DistributedDiscreteEvents・DDE

DiscreteTime・DT

Finite-StateMachines・FSM

ProcessNetworks・PN

SynchronousDataflow-SDF

Synchronous侃eactive・SR

2つ 目 の 特 徴 は 、 上 記 の モ デ ル が グ ラ フ ィ カ ル に 表 現 さ れ る こ と で あ る 。 図3.2

(htt:〃tolemv.eecs.berkele.edu/ublications/aers/01/overview/overview、df)は 、

DiscreteEventモ デ ル の 例 で 、 バ ス 停 に 乗 客 が ポ ア ソ ン 過 程 で 到 着 し 、 バ ス が 一 定 間 隔

で 到 着 し た と き と 、 ポ ア ソ ン 過 程 で ラ ン ダ ム に 到 着 し た と き の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の 比 較 を

示 す 。

図3.3(htt:〃tolem.eecs.berkele.edu/ublications/aers/01/overview/overview.df)

は、Finite・StateMachineの 例 を示す。

3つ 目の特 徴 は、上 記 の グラフ ィ カル なモ デル は、 コン ピュテ ー シ ョンモ デ ル に基 づ い

てため、意味 の形 式化 が な され 、実行 可能 で、 モ デ ルが意 図す る もの であれ ば、信 頼 性 の

お けるプ ログラ ム とな る。
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(3)UML,MDA

UML(UnifiedModelingLanguage)は 、 オブ ジェ ク ト指 向 に基 づ く開発方 法論 で使 われ

る ドキ ュメ ン ト(図)を 統一 した もので あ って、以下 の9種 類 の図 を規 定 してい る。

ユ ース ケ ース 図…… … シス テム要件 とな る機 能 を表 す図

クラス 図…… ……… … ク ラス の階層 構造 、振 る舞 い を表 す 図
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オブ ジェ ク ト図… ……個 々の オブ ジ ェク トの振 る舞 い を表 す図

シーケ ンス図 オブ ジェ ク ト間の協調 動作(メ ッセー ジ ングの順序)を 表す 図

コラボ レー シ ョン図… オ ブ ジェ ク ト間 の協調 動作(メ ッセ ージ ング と コンテ キス ト)を

、 表 す 図

状 態遷 移図 オブ ジェ ク トの状態 の変 化 の様 子 を表 す 図

アクテ ィ ビテ ィ図… …操作 の 中で 実行 され る アクテ ィ ビテ ィの流 れ を表 す図

配置 図 シス テム のハ ー ドウェ ア とソフ トウェ アの物理 的 なアー キ テ クチ

ャを表 す 図

コ ンポ ーネ ン ト図 …… コー ドの コンポ ーネ ン トの物理 構造 を表 す図

しか し、 この ようなUMI、 には大 きな二つ 課題 を抱 え てい る。 一つ 目はUMLの 図 は、

モ デ リン グ言語 で はあ るが、 オブ ジェ ク ト指 向言語 に よるイ ンプ リメ ン トを前提 と した も

の であ って、ITシ ス テム設計 者 、 プ ログ ラマ 向 けの もので ある。業 務 で使 うモ デ リング

で は な く、業務 の専 門家 が使 える もので は ない 。二 つ 目は、実 行 コー ドの生成 まで を可 能

とす る情 報 は含 んで い ないた め、設計 か らイ ンプ リメン ト、 テス トへ とシーム レス な開発

が 行 えず 、 また、 ツール を使 えば 、或 る程 度 は補 え るが 、実行 コー ドとUMLと の不 一致

が生 じた りす る。

この課題 を解決 す る動 きが 、MDA(ModelDrivenArchitecture)[6]、UML2で あ る。

MDAはOMG(ObjectmanagementGroup)が 提案 してい る もので あ り、業務 に視 点 を

置 いたモ デ リ ング(PIM:PlatformIndependentModel)と イ ンフ.リメ ン トに視 点 を置 い た

モデ リ ング(PSM:PlatfbrmSpeci丘cModel)と に分 けて モデ リング を行 い、この二 つ のモ デ

リング をマ ッピ ングル ールで 関係 付 け を行 お う とす る もの であ る。

PIMの 一つ と して、企 業で の ビ ジネス プロセス を対象 としたエ ン タープ ライズ分 散 オ ブ

ジェ ク トコンピュ ーテ ィング(EDOC:EnterpriseDistributedObjectComputing)向 け に

UMLに 対 して、 ビジ ネス プロセ ス、 イベ ン トドリブ ン、 コ ンポ ー ネ ン ト、パ ター ン な ど

様 々 な拡 張 が 検 討 され て い る 。PSMも 分 散 オ ブ ジ ュ ク トをサ ポ ー トす るCORBA、

EJB、.NET、XMLが 検討 されて い る。 図3.4(ht

にEDOCのCCA(ComponentCollaborationArchitecture)に よる販売 の例 を示す 。
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図3.4EDOCのCCA(ComponentCollaborationArchitecture)に よ る 販 売 の 例

(4)BPEL4WS

BPEL4WS(BusinessProcessExecutionLanguagef()rWebServices)[7]は 、ウェ ブサ ー

ビス をベ ース と した ワー クフ ローに よる ビジ ネス プ ロセス の振 る舞 い を記述 す るXMLベ

ー スの ドキュ メ ン トであ り、IBM、Microsoft、BEAが 共 同 で提 案 して いる もので あ る。

BPEL4WSは 、XLANGとWSFLの 概念 を融合 してお り、 それ らに取 って変 わ る もの で

あ る。BPEL4WSは 、 ビジ ネス プロセス の二 つの側 面、 ビジネス活 動 にお け る参加 者 の振

る舞 い のモ デル を進行 させ る実行 プ ロセス と各業者 間の メ ッセー ジ交換 の振 る舞 い を記 述

す る ビジ ネス プロ トコル とを記 述 す る。

BPEL4WSで は、ル ー トのProcess要 素 の下位 要素 と して、Par七ners要 素 、Conntainers

要素 、CorrelationSets要 素 、FaltHandlers要 素 、CompgnsationHandler要 素 、及 び ア

クテ ィ ビテ ィを記 述 す る。

Partners要 素 で は、 ビジネス プ ロセス の過 程 で登場す る各 業者 につい て 、Partner要 素

でサ ー ビス リ ンクタイ プ と役割 を記 述す る。Containers要 素 で は 、ビ ジネス プ ロセ スで使

わ れ る各 デ ー タ内容 につ い て、Container要 素 で記述す る。CorrelationSets要 素 で は、各

相互 関係 につい て、CorrelationSet要 素 で記 述す る。エ ラー処理 につ いて は、FaltHandlers
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要素、CompensationHandler要 素 で記述 す る。

アクテ ィビテ ィは、 ビジ ネス プロセス の活動 内容 を以下 の要素 で記述 す る。

・Receive要 素 メ ッセ ー ジの受 け取 り

・Reply要 素 メ ッセ ー ジに対 す る返答

・Invoke要 素 パ ー トナ ーのPortTypeで 提供 され るサ ー ビスの起動

・Assign要 素 新 しい デー タでContainerの 内容 の変更

・Throw要 素 例 外処 理 の生成

・Terminate要 素 ビジネス フ.ロセス の終 了

・Wait要 素 或 る時 間待 つ ,

・Empty要 素 無 操作

・Sequence要 素 川頁次 に各操作 を行 う

・Switch要 素 分 岐操作 を行 う

・While要 素 繰 り返 し操 作 を行 う

・Pick要 素 メ ッセ ー ジの受 け取 りまた は タイム アウ トで ア クテ ィビテ ィ を実行

・FIOW要 素 並 列操作 を行 う

・Scope要 素 エ ラー処理 の範 囲 を定義

・Compensate要 素 補償 処理 の呼 び 出 し

3.4.2多 面的 ソ フ トウェア

(1)ア スペクト指 向

オブ ジェク ト指 向 は、シス テム を「もの」、す なわ ち オブジ ェ ク トとい う側 面 か ら分 割 し、

対象 シス テム 中の 「もの」 をモ デル化 し、 そ の性 質(手 続 きとデー タ)を 記述 す る。 しか

し、対象 モデル の性質 は、一 つ の側面 で は な く、い くつ かの側面 を含 んでい る場合 が多 い。

この こ とに着 目 し、「もの」とい う側 面 か らで は な く、他 の側 面 か ら もシス テ ム を分割 しよ 『

う とす るのが ア スペ ク ト指 向[8]で あ る。先 ず 、オ ブジ ェ ク トの側 面か らシス テム を分 割 し、

分割 した オブ ジ ェク トを横 断す る ような関心 事 が あれ ば(複 数 の クラス に同 じ関心 事 があ

れば)、 その関心 事 に対 す る機 能 を一 ま とめ に して分割 の単位 とす る。この よ うに、アスペ

ク ト指 向 とオ ブ ジェ ク ト指 向 とを組 み合 わせ て シス テム を構 築す る。

オブジ ェク トに跨 る関心事 には 、すべ て の オブ ジェ ク トに共通 な関心事 の例 と して、 セ

キ ュ リテ ィチ ェ ック、 課金 、 トレース、 ロギ ング等 が あ り、幾 つ かの ク ラス 間 の取 り決 め

の例 として、Observer-Subjectの ような デザ イ ン ・パ ター ンに見 られ る クラス、 図形

描画 にお ける図 形要素 と画面 の再 描画 の関 係 とい った構 成要 素 と全 体 の管理 の 処理 、 クラ

ス間の役割 を明 確化 す る メ ソ ッ ド呼 び出 しにお け るプ レ コンデ ィシ ョン ・ポ ス トコンデ ィ
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.シ ョン等 が あ る。 また、 シス テム統合 を行 う場合 に もアスペ ク ト指 向 は有効 で あ る。例 え

ば、吟販売 管理 シス テ ム と配 送 シス テム とを統 合す る場合 には、商 品の重 量 、大 き さ、配 送

ス ケ ジュ ール等 とい った配 送 の側 面 か ら機 能 を一 ま とめ とに して、販売 管理 シス テム に後

付 けで(販 売 管理 シス テ ム に大 きな変 更 を加 えず に)追 加 す るこ と もで きる。

この ような アス ペ ク ト指 向 をサポ ー トす る シス テムに は、Hyper/J、Aspect/J等 が あ る。

Aspect/Jを 用 いた図 形描 画 にお け る図形 要素 と画面 の再描 画 の例 で、具 体的 に どの よ うに

コーデ ィングす るか を図3 .5に 示 す。

Display

makePoint(..)
makeLine(..)

setx(lnt)

setY(int)
moveBy(int,int)

setp1(Point)
setP2(Point)
moveBy(int,lnt)

aspectDisplayUpd己ti㎎{

pointcutmove(FigureElemgntfo)=

targgt(fg)品

(call(vodFgureElemgnt.m◎veBy(int.int))ll

call(vodLn9.sgtP1(Point))ll

call(vodLr冶.setP2(Point))ll

call(vodPoint.sgtx(int))ll

call(vodPoint.sgtY(mt)));

aftθr(C聯 戚 ≧ 練 熟)returning=move(㌶e)){

Display.update(?e);

膓⑳ 繊躍瞬 鷲i鞠

図3.5Aspect/Jに よる図形要素 と画面の再描画の例

図3.5の 左 に示 したの が、オ ブジ ェ ク ト指 向 に よる図形描 画 の ク ラスの階層 構 造 で あ る。

こ こで 、図形 要素 のPoint、Lineが 変 更 された ときには、必 ず画面 の再 描画 を しな けれ ば

な らないが 、 その処理 は、各 図形 要 素すべ てで記述 しなけれ ば な らな く、 モ ジ ュラ リテ ィ

が よ くな い。 アスペ ク ト指 向 で は、そ の部 分 を別 モ ジュールaspectDisplayUpdatingで

記 述 す る。 そ こで は 、pointcut文 でPoint、Lineが 変 更 され た とい う関心 事moveを

(call(FigureElement.mobeByllPoint.setXllPoint.setYllLine.setP1川Line.setP2))

で指 定 し、その ときの オブ ジェ ク トをfeと 指 定す る。そ して、関心事moveが 呼 び出 され

た後処理 と して行 うべ き処 理(画 面 の再描 画)をafter文 で指 定 して いる。
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3.4.3科 学 、工学的 な設計

現在 の ソフ トウェアが抱 える低 い信 頼性 、生 産性 、相 互運用 性 、柔軟 性 は、技 術 的 な脆

弱 性 に起 因 してい る。 それ を解 決す るには、 ソフ トウェ アは、科 学 的原 理 、方法 、経 験 に

基 づい て設計 すべ きで あ り、 この ような科 学 、工学 的 な設計 に よって、実行 コー ドを 自動

生 成 した り、事前 にエ ラー、 矛盾性 をチ ェ ック した り、 テス トを自動 化 した りしよ うとす

る試 みで ある。 この よ うな試 み に、軽 い形式 的枠 組 み、SemanticWebが あ る。

(1)軽 い形式的枠組み

軽い形式的枠組み とは何かを説明する前 に、先ず、形式的枠組み、擬i似形式的枠組み、

及び、非形式的枠組みについて説明 しよう。

形式的枠組みは、Hoareの ロジックや リレーシ ョナルデータベースの計算の ように、数

学的理論で裏づけされた概念で記述 しようとする枠組みである。これは、類似、プ リ/ポ

ス トコンデション、信 頼/保 証、連続性 といった強力 な概念の宝庫ではあるが、多 くのア

プリケーションにおいて、実用的ではない。

一方 、非形式的枠組みは、デザイン ・パターン、エ ク トリーム ・プログラミングがその

例で、優秀なプログラマ、マネジャーの経験 を発掘 して、その経験 を実践 しようとする も

ので、非常に効果的な方法である。 しが し、人の経験的能力に依存 してお り、経験的能力

を身に付 けるまでの時間、教育 コス トが課題である。

また、擬似形式的枠組みは、UMLが その代表例であ り、意外 に有効ではあるが、その

有効性 は、ソフ トウェア設計 を形式化、標準化することによって得 られるものであ り、次

善の策 と言えよう。

軽い形式的枠組み【9】は、型付けシステム、モデルチェ ッキング、ランタイムモニタリン

グといった実用的で強力 な概念 を採 り入れる試みである。 これ らの概念を拡張 してより

強力にした り、新たなこの ような概念 を見つけていけば、現在の ソフ トウェアが抱 える問

題 を飛躍的に解決する可能性がある方法である。

例えば、型付けシステムは、 コンポーネン トとその動作環境 との間の約束事 を決めて置

き、コンパイル時に、その約束事 に従っているか を自動 的にチ ェックす るものであるが、

実行時に動作環境が動的に変わるような場合 において も、この型づけの概念、機構 を適用
'され

るようにすれば、証明付 きコー ドを実現で きる。また、モデルチェ ッキングは、ハー

ドウェア設計 において、流れを示すのに非常に有効であるが、 これ をソフ トウェアに対 し

て も適用できるようにする。ランタイムモデ リングは、不正 なふるまい を事前 に推測する

といった労力のいる仕事を しな くても、実行時に実際 に不正 な振 る舞 いするコンポーネン

トを容易 に検出で きるようにする。
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(2)メ タデ ー タ、SemanticWeb

メ タデ ー タ、SemanticWeb【10]は 、W3Cな どの 団体 が 中心 とな って、 その標 準化 、推

進 活動 を行 ってい る。 メ タデ ー タは、 デー タにつ い てのデ ー タで あ り、デ ー タ を或 る目的

の ため に扱 い やす くす るデ ー タの こ とであ る。例 え ば、以下 の よ うなデ ー タが あ る。

・デ ー タ を構造 化 した デ ー タ

・デ ー タ リソース につ いて のデ ー タ

・カ タロ グデ ー タ

・デ ー タ を共通認 識 させ る意 味 デー タ

SemanticWebは 、デ ー タにつ いて の意味 情報 で あ り、W3Cの デ ィ レク ターで あ るテ ィ

ム ・バ ー ナ ーズ ・リー らに よって提 唱 され た。 その考 え方 は、サ イエ ンテ ィフ ィ ック ・ア

メ リカ ン誌 で 、以下 の よう に紹介 され、計 算 機が情 報 の意 味 を理解 で きる よ うに し、各 意

味 情報 を用 い て、 自動 的 な処 理、 知的 な推 論 処理 を行 うこ とに よって 、人 々が 知識 共有 を

グローバ ル に効 率 よ く効 果 的 に行 うこ とを目指 して いる。

「TheSemanticWebisanextensionofthecurrentwebinwhichinformationisgiven

well・definedmeaning,betterenablingcomputersandpeopletoworkincooperation.」

SemanticWebは 、 メ タデ ー タの拡 張 と して記 述 され る。

図3.6に 示 す よ うに、SemanticWebは 、XMLSchema、RDF、RDFSchema、DAML+OIL

な どのメ タデ ー タの記 述 を階層 的 に定義 す る こ とよって記 述 される。

図3.6SemanticWebの ア ー キ テ ク チ ャ
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SemanticWebプ ロ ジェ ク トの特 徴 は、 セマ ンテ ックス の標準 化 に 向けて 、非集 中型 の

ア プロー チ を採用 してい る こ とで あ る。 デ ー タに対 し意 味 を付 与 し、計算機 が 理解可 能 と

す るには 、XMLの タグ、 プ ロパ テ ィの用語 を標準 化 し、そ の意味付 け を明確 化 す るメ タ

デ ータの定義 が必 要 となるが 、そ の メ タデ ー タの標準 化 にあた っては、 一つ に統一 す るの

で はな く、複 数 の標準 が存 在 す る こ とを許容 して いる。 それぞ れの 目的 の ため に、数多 く

の メ タデ ー タが定義 され、標 準化 され て くる と、それ らの複 数 の メ タデ ータ には、同義語 、

同音異 義 語 な どが生 じ、用 語 の相違 が 生 まれ る。 この よ うな場 合 に は、 同義語 辞 書(オ ン

トロ ジー)を 作 るこ とに よって、 そ の用語 の相 違 を解消 して い こ う と してい る。 この同義

語辞書 もメ タデ ー タで 、図6のOntologyvocabularyレ イヤで定 義 され る。 同義 語辞書 を

作 成 して もセマ ンテ ィクス ギ ャ ップ(用 語 の 相違)は 完全 には解 消 され ないが 、現 実的 な

ア プロー チで ある と言 える。 デー タベ ースが デ ー タの整合性 、 一貫性 を死 守 す るあ ま り、

分 散化 、共有化 が進 まなか った の に対 し、Webが 、デー タの整 合性 、一 貫性 を放棄 して分

散 化 を進 め、ボ トムア ップの草 の根 型 の発 展 を遂 げ、Webを グ ローバ ル な巨大 なデ ー タベ

ー ス化 す るの に成功 した よ うに、 セマ ンテ ィク スギ ャ ップ を許 容 す る こ とに よって 、ボ ト

ムア ップの草 の根型 に意味 、 知識 が蓄 積 され て、 巨大 な知識 ベ ースが構 築 される こ とを 目

論 んで い る。 次 に、 図3.6に 示 したSemanticWebア ー キテ クチ ャの各 レイヤの 内容 を

以 下 に示す 。 なお、Logic,Proof,Trustレ イ ヤは、構想段 階で は何 も決 まって い ないの

で、省 略す る。'

1)XMLSchema

XMLSchema[11]は 、XMLド キ ュメ ン トの 以下 に示す クラス情報 を記述 す る。

・構造 情 報:ど の よう なエ レメ ン ト、属性 か ら構 成 されて い るか

・デー タタイ プ:そ の エ レメ ン ト、属 性 が どの ようなデ ー タタイ プで あるか

<xsd:elementname="Price"type=xsd:decimal>

・デ ー タの基 本情 報:エ レメ ン トの頻 出 回数 の制 約 な どの情報

〈elementname="item"minOccurs="1"maxOccurs="unbounded"〉

これ には、意 味情報 は な く、DTDと 同様 の機 能 を提供 す るが 、DTDはXMLで ないの

に対 し、XMLSchemaはXMLで あ るので 、XMLで 使 われ てい る ツールがXMLSchema

に対 して も使 えるメ リ ッ トが ある。

2)RDF(ResourceDescriptionFramework)

RDF【12]は 、 メ タデー タを表 す ため の枠組 み であ り、計 算機 が理 解 可能 とす るための1青

報記述 を与 える。RDFで は 、リ ソース とプ ロパ テ ィ と値 の三 つ組 で構 造 を表 す極 め てシ ン
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プ ル な 構 造 化 モ デ ル を 採 用 し て い る 。

例 え ば 、 リ ソ ー ス:http:〃www.w3.org/Home/Lassilaの プ ロ パ テ ィ 著 者 の 値Ora

Lassilaは 、 次 の よ う に 表 さ れ る 。!
〈rdfDescriptionabout="http:〃www.w3.org/Home/Lassila"〉

<Name>OraLassila</Name>

</rdfDescription>

値 は 、 リ ソ ー ス を 指 し て よ い の で 、 ネ ッ ト ワ ー ク と し て 定 義 し て い く こ と が で き る 。

「http://亘www3.org/Home/Lassila,(リ ソ ー ス)の 著 者(プ ロ パ テ ィ)は 、 個 人

http:〃www.w3.org/staffid/8574Ω(リ ソ ー ス)で あ り、 そ の 個 人 の 名 前(プ ロ パ テ ィ)は

Lassila(値)、Emailア ド レ ス(値)はlassila@w3.orgで あ る 。」 は 、 次 の よ う に 記 述 さ れ

る 。

<rdfRDF>

〈rdfDescriptionabout="http:〃www.w3.org∠Home/Lassilar'〉

<Creator>

〈rdfDescriptionabout="http://www.w3.org/stalEE[d/85740"〉

<Name>OraLassila</Name>

<Email>lassila@w3.org<IEmai1>

</rdfDescription>

</Creator>

</rdfDescription>

</rdfRDF>

ま た 、 構 造 を 表 す モ デ ル と し て コ ン テ ナ モ デ ル を 採 用 し 、<Bag>,<Sequence>,

<Alternative>が 用 い ら れ る 。

3)RDFSchema

RDFSchema[13】 は、RDFの 以下 の ようなデ ー タタイプ を記 述 す る。

・ク ラス、 及 び他 の クラス との関係 を定 義

オ ブジ ェ ク ト指 向風 に<Class>,<subClassOf>が 用 い られる。

・プ ロパ テ ィ、及 び他 の プロパ テ ィ との 関係 を定 義

<subPropertyOf>で 他 の プロパ テ ィの 定義 を継承す るこ とを示す 。

・プ ロパ テ ィの値 の範 囲 、属 する クラス な どプ ロパ テ ィの制約 を定 義

<range>で プ ロパ テ ィの値 の範 囲 を、<domain>で プ ロパ テ ィが 属 す る ク ラス を指 定

す る。

・意 味(ラ ベ ル とコメ ン ト)を 定義

<label>で ラベ ル を、<comment>で コメ ン トを指定す る。
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4)メ タ デ ー タ の 例 －DublinCore

以 上 のRDF、RDFSchemaを 用 い て メ タ デ ー タ が 定i義 さ れ 、 各 業 界 、 団 体 で 標 準 化 作 業

が 行 わ れ て い る 。 そ の 主 な も の に は 、 以 下 の も の が あ る 。

・DublinCore;書 誌 情 報 の 基 本 語 彙 集

・P3P:プ ラ イ バ シ に 関 す る メ タ デ ー タ

・RSS:サ イ ト情 報 の 要 約 と 公 開

・WSDL:リ モ ー ト フ。ロ シ ジ ャ コ ー ル(SOAP)の メ タ 情 報

DublinCore[14]は 、Webや 文 書 の 作 者 、 タ イ トル な ど の 書 誌 情 報 の 基 本 語 彙 集 で あ る 。

次 の15の 基 本 エ レ メ ン ト タ イ フ.が 決 め ら れ て い る 。 ・

TitleCreatorSubjectDescriptionPublisherContributorDateT㌦pe

FormatIdenti丘erSourceLanguageRelationCoverageRight

さ ら に 基 本 エ レ メ ン ト タ イ プ よ り も っ と 厳 密 な メ タ デ ー タ 記 述 を 行 う た め に 、 以 下 の よ う'

な 修 飾 子 が 規 定 さ れ て い る 。 ・

Title.alternative

Description.tableOfContentsDescription.abstract

Date.createdDate.ValidDate.availableDate.issuedDate.modi丘ed

Format.extentFormatmedium

Relation.isVersionOfRelation.hasVersionRelation.isReplaceByRelation.replace

Relation.isRequiredByRelation.requiresRelation.isPartOfRelation.references

Relation.isFormatOfRelation.hasFormat'

Coverage.specialCoverage.temporal

5)DAML+OILOntologyJ

DAML+OILOntology[16】[17]は 、RDFSchemaに 加 え て 、 よ り詳 細 な2ラ ス 、 プ ロ

パ テ ィ の 定 義 、 制 約 、 表 記 を 記 述 す る.

こ れ ら の 記 述 の た め に 以 下 の タ グ が 規 定 さ れ て い る 。

cardinalitycardinahtyQClasscomplementOfDatatypeDatatypeProperty

DatatypeRestrictionDatatypevaluedifferentlndividualFromdisjointUnionOf

disjointWithdomainequivalentTohasClasshasClassQhasValueimports

intersectionOfinverseOfmaxCardinalitymaxCardinalityQminCardinality

minCardinalityQObjectClassObjectPropertyObjectRestrictiononeOf

onPropertyOntologyPropeftyrangeRestrictionsameClassAs

sameIndividua]AssamePropertyAssubClassOfsubPropertyOftoClass
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TransitiveProperty

versionInfb

UnambigousPropertyunionOfUniqueProperty

3.4.4オ ー プンな協 調 開発 環 境

(1)オ ープ ンソー スソ フ トプロセ ス

Lilluxは 、オ ープ ン ソース ソフ トプロ セス(OSSP)【18】 の成果 で あ る。OSSPを 採 用 し

たが故 に、Linuxは 、安 定性 ・ス ケ ー ラ ビリティ ・カス タマ イズ性 ・性 能 の 向上、 開発 ・

バ グ修 正 の素早 さ、低 コス トを もた ら し、 マ イ クロ ソフ トを脅 か す存 在 とな ってい る。

OSSPは 、単 に ソース を公 開 した方式 に とどま らず、 イ ンター ネ ッ トを最大 限 に活 用 した

開発 方式 で あ り、市 場原 理 に基づ く開発 方式 とは異 なるハ ッカ ー社 会 の贈 与文 化 に基 づ く

開発 方式 で あ る。

[OSSPに よる ソフ トウェ ア開発 の特 徴]

OSSPに よる ソフ トウ ェア開発方 法 の特徴 を以下 に示す 。

①OSSPの 開発 組織

・ 地 域 的 な広 が り

国際 化、標準 化 に優位 性 を持 つ。

・ 万人 が認 め る リー ダの存在

Linuxで はLinusTorvaldsの 存在

・ 巨大 な数 の貢 献者 集 団

Linuxで は コー ド提供 者200人 以上 、バ グ修 正者1000人 以上

・ 金銭 的動 機で は な く、余 暇 に開発 に貢献す る個 人集 団

(た だ し、 商業版Linuxが 登場 して変 わ りつ つあ る)

②OSSPが 成 功 する 開発 運営 方 法

・ イ ンターネ ッ トの共働 技術 を駆使

メー リング リス ト、ニ ュー ス グルー プ、Web

・ 共通 の 目標

「UNIXを 作 り直せ」=〉 方 向性 を明確 に し、開発 チ ーム全 員 の意思 決 定

(「す ば ら しいOSを 作 ろ う」 とい ったあ い まい な 目標 は ダメ)

UNIXの 経験=〉 何 が うま くい って、何 が う ま くい か ないか が分 か る。

・ 共通 の経験 、 ス キル

UNIX/gnuニ 〉参入障 壁 を低 くし、参 加 で きる開発 者 を増 や す。

・ 並列 競合 開発 とコ ンポ ー ネ ン ト化 の枠組 み
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コンポーネン トの枠組み を確立 し、複数の小チーム、個人が個別 に開発。

競合 した場合 は、最 もいい実装 を選択。

・ 並列デバ ック

誰かが問題を見つけ、たいてい別の人がその問題 を理解 してそれ を直す。

デバ ックは、プロジェク トに参加する人の数に正比例 して効率が上がる。

これが、ブル ックスの法則(開 発者の人数 を増や しても、管理、調整作業が増大 し

て効率が比例 して上が らない)か ら逃れる鍵

・ 紛争解決

Linuxで は、「や さしい独裁者」 モデル

LinusTorvaldsが プロジェク トのリーダ。

大 きなコンポーネン トを信頼できる副官 に移譲。

副官は、サ ブコンポーネン ト開発者 に移譲。

Apacheは 、共 同開発者による議決委員会方式。

・ 動機づけ

開発者の個人的な悩み を解決

自分のエ ゴの満足 とハ ッカー社会での評判

ハ ッカーの社会 は、贈与文化。

ものが豊富 な社会(ソ フ トが 自由に共有 される社会)で は、競争的な成功 の尺度

は仲間内の評判

ノウアス フィアの開墾

未開の土地 を開拓 し、 自分のものにすること

弱者の反発(反 マイクロソフ ト)

・ コー ドの分裂の回避

万人が認めるリー ダの存在:LinusTorvalds

GPLラ イセ ンス(派 生 した ものはフリーに しなければならない)

ハ ッカー社会での評判が低下す る恐れ

【OSSP開 発 を効 率化 す る法 則】

Linix上 のfetchmailを 開発 した レイモ ン ドは、そ のOSSPを 実践 した経験 か ら、OSSP

開発 を効 率化 す る法則 を 「伽 藍 とバ ザ ール」[19]に 書 い てい る。 その 法則 を以 下 に列 挙 す

る。

① よい ソフ トはすべ て 、 開発 者 の個 人的 な悩 み解 決 か ら始 まる。

②何 を書 けば いい か わか って い るのが よい プ ログ ラマ。 なに を書 き直 せ ば(そ して使 い
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回せば)い いかわか っているのが、すごいプログラマ。

③捨てることをあらか じめ予定 しておけ。どうせいやで も捨てることになるのだから(ブ

レッド ・ブル ックス 『人月の神話』第11章)

④ まともな行動 をとっていれば、お もしろい問題のほうか らこっち を見つけだ して くれ

る。

⑤あ るソフ トに興味 をなくしたら、最後の仕事 としてそれ を有能 な後継者 に引 き渡す こ

と。

⑥ユ ーザ を共 同開発者 として扱 うのは、コー ドの高速改良 と効率 よいデバ ッグの一番楽

ちんな方法。

⑦早 目のリリース、頻繁なリリース。そ して顧客の話を聞 くこと。

⑧ベ ータテスタと共同開発者 の基盤 さえ十分大 きければ、ほ とんどすべての問題 はす ぐ

に見つけだされて、その直 し方 もだれか にはす ぐわか るはず。

⑨賢いデー タ構造 と間抜 けなコー ドのほ うが、その逆 よりずっとま し。

⑩ベ ータテスタをすご く大事 な資源であるかの ように扱 えば、向こうも実際に大事な資

源 となることで報 いて くれる。

⑪いいアイデアを思いつ く次善の策は、ユーザからのいいアイデアを認識することであ

る。時 にはどっちが次善かわか らなかった りする。

⑫ もっとも衝撃的で革新 的な解決策が、 自分の問題の とらえかたがそ もそ も間違 ってい

た という認識から くるとい うことはよくある。

⑬ 「完成」(デ ザイン上の)と は、付け加えるものが何 もな くなったときではな く、む し

ろなにも取 り去 るものが なくなったとき。

⑭ ツールはすべて期待=通りの役 にたたなきゃダメだが、す ごいツールはまった く予想 も

しなかったような役 にもたって しまう。

⑮ゲ ー トウェイソフ トを書 くときはいかなる場合で も、データス トリームへの干渉 は最

低限にお さえるように必死で努力する こと。そ して受 け手がわが どうして もと言 わな

い限 り、絶対に情報 を捨てないこと!

⑯ 自分の言語がチュー リング的完成からほ ど遠い場合 には、構文上の甘 さを許す といろ

い ろ楽 になるか もね。

⑰ セキュ リティシステムのセキュリティは、そこで使われている秘密の安全性 にかかっ

ている。見かけだけの秘密は要注意。

⑱お もしろい問題 を解決するには、まず 自分にとってお もしろい問題 を見つ けることか

ら始めよう。

⑲ 開発 コーディネーターが、最低でもインターネットくらい使 えるメデ ィアを持 ってい
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て、圧力な しに先導す るや りかた を知っている場合 には、頭数 は一つ よりは多いほう

が絶対 にいい。

10PPSの 強 み】

指 数 関数 的性 質

・OSSPは イン ターネ ッ トと共 に成 長

・OSSPで は 「勝 者が すべ て をか っさ ら う」

・ 開発 者 は最 大 のOSSPフ.ラ ッ トフォー ムに貢献 したが る。

・ 大 規模 なOSSPプ ロジ ェ ク トの ほ うが もっ とた くさんの 「目先 の問 題」を解決 す る。'

長期 的 な信 用

・ バ イナ リは死 に絶 えるが ソース コー ドは永遠 なり。

・ コー ド分 裂 の不在 が長 期 的信 用 にρ なが る。

並列 デバ ック

並 列 開発

完 壁 なAPIと ドキュメ ンテー シ ョン

頻 繁 な リリース

10SSPの 弱み】

OSSPプ ロジェク トを始めるのは難 しい。

OSSPを 信用 させ、開発 に貢献するには以下の ことが基準 を満た さない といけない。

大 きな将来のノウアス フィア

大 きな悩み を解決する

まずは問題のそこそこの部分 を解決せ よ

飽和点 に達 レた後の開発

飽和点に達すると、OSSPが 成功する要件である 「共通の 目標 ・スキル」、および 「大

きなノウアスフィア」が薄れて くる。 これ をどう克服するか。

非専門家か らのフィー ドバ ック

OSSPは 、「開発者の個人的 な悩み を解決」が動機付け

技術水準 の高いユーザ向けシステムのな りがち

(2)エ ク ス ト リ ー ム ・プ ロ グ ラ ミ ン グ(XP)

エ ク ス ト リ ー ム ・プ ロ グ ラ ミ ン グ[20]と は 、KentBeckら に よ っ て 提 唱 さ れ て い る ソ フ

ト ウ ェ ア 開 発 方 法 で あ り 、 略 し てXP(eXtremeProgramming)と 呼 ば れ て い る 。
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XPは 、 コ ミュニ ケー シ ョン、 シ ンプル さ、 フィー ドバ ック、勇 気 に価値 を置 く開発 手

法 であ る。 その特徴 は、変化 を容認(EmbraceChange)す る との思 想 に立 ち 、その変 化

に対 応で き ように、初期 設計 は シ ンプル に行 い、リフ ァクタ リングに よる再 設 計 を重視 し、

また、変 更 コス トが時 間 とと もに増 大 しない ように、 テス トを自動 化す るな どプ ログ ラ ミ

ング、 テス トを重視 してい る。 また 、チ ーム に責任 と権 限が与 え られ、 メ ンバ が プロセス

を最 適化 してい くセ ル フオー ガナィズ され た チーム を 目指 し、人 間で あ るプ ロ グラマ に大

切 にす る思想 に立 ってい る。

【12の プラ クテ ィス1'

XPは 、 これ らの思 想 に立脚 し、次 の12の プラ クテ ィス(経 験 に基 づ い て有用 性が 立証

された実践 項 目)を 示 して い る。

① 計 画 ゲ ーム(ThePlanningGame)

ビジネス優先 度 と技術 的見積 に よ り次 回 リ リース の範 囲 を早 急 に決 め る。現 実が計 画 と

変 わ った ら、計画 を更 新 す る。

② 小 規模 リリース(SmallReleases)

シ ンプル な シス テ ム を早急 に生 産 に投 入 す る、そ れか ら新バ ージ ョンを非常 に短 いサ イ

クルで リ リース してい く。

③ 比 喩(Metaphor)

どの様 に全体 の システ ムが機能 す るか を示す シンプル な喩 え話(メ タフ ァー)を メ ンバが

共有 す るこ とで全 ての開発 を導 く(ガ イ ドす る)。

④ シン プルデザ イ ン(SimpleDesign)

いつで もシス テム は出来 る限 りシ ンプル に設計 されるべ きだ。余 分 な複雑 さは見 つ け次

第取 り除か れ る。

⑤ テス テ ィング(Testing)

プ ログ ラマ は継続 的 にユ ニ ッ トテ ス トを書 く、そ れは開発 を続 け るた め に完 全 に動 か な

けれ ば な らない。顧客 は、機能 の 開発 が 終 わ った こ とを示 す機 能 テス トを書 く。

⑥ リフ ァク タ リング(Refactoring)

2重 コー ドを取 り去 り、 コ ミュニ ケ ーシ ョンを改善 し、単 純化 し、 柔軟 性 を加 えるため

に、 プ ログ ラマ は 、 シス テ ムの動作 を換 える こ とな くシス テ ム を再 構成 す る。

⑦ ペ ア プロ グラ ミ ング(PairProgramming)

全 ての コー ドは2人 の プ ログ ラマ によ り一 台のマ シ ンで書 か れ る。

⑧ 共同 所有権(CollectiveOwnership)

誰 で も、 どの コー ドで も、 どこで で も、い つで も、プ ログ ラマ はコ ー ドを修 正 で きる。
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⑨ 継続 的 イ ンテ グ レーシ ョン(ContinuousIntegration)

シス テム を一 日に何 回 もイ ンチ グ レー ドしビル ドし、 テ ス トを100%パ ス させ る.

⑩ 週40時 間(40-H。u,Week)

週40時 間以 上仕事 を してはい け ないのが ル ール。

⑪ オ ンサ イ ト顧 客(On・SiteCustomer)

現実 のユ ーザ をチ ーム に加 えて、 フル タイム で質 問 に答 え られ る よ うにす る。

⑫ コーデ ィ ング標準(CodingStandards)

プ ログ ラマ は、 コーデ ィング標 準 に従 って全 て の コー ドを書 く。

3.4.5コ ンポ ー ネン トウ ェア

(1)デ ザ イ ン ・パ タ ー ン

デザ イ ン ・パ ター ン[21】は、 ソフ トウェ アの拡 張性 ・再 利用 性 を高 め る構 成 法 の カ タロ

グで あ る。

ソフ トウェ ア開発 の生 産性 を高 め る有効 な手段 の一つ が再利 用 であ る。繰 り返 し使 われ

る機 能 を集 め た 関数 ラ イブ ラ リや オブ ジェ ク ト指 向 に基 づ き機 能 とデー タ を一 つ に ま とめ

て内部 を隠蔽 した クラス ラ イブ ラ リとい った コ ンポ ー ネ ン トは、再利用 形 態 の例 であ る。

この他 の再 利 用の形 態 と して、 フレーム ワー クが あ る。 フ レーム ワー クは、 コ ンポー ネ

ン トの よ うに完成 品 で はな く、半完成 品で ある。 繰 り返 し使 われ る枠 組 み(半 完 成 品)だ

け を提供 し、 開発 者が 目的 に応 じて、 その枠 組 み に拡 張 を施 し、最 終的 に完 成 品 を効 率 よ

く作成 す る こ とを 目指 して い る。通 常 、互 い に関係 を持 つ ク ラス を集 めた ク ラス ラ イブ ラ

リとして提供 され、開発 者 はそ れ らを継 承 す る な ど して独 自の ク ラス を作 成 し、 フ レーム

ワー クが 用意 した枠 組 み に沿 った アプ リケー シ ョンを作 成 す る。

しか し、 フ レーム ワー クは、 大 きな問題 を抱 えて い る。 そ れは、 その設計 ア イデ ア を よ

く理解 し、 クラス 間の約束 事 な どの仕 掛 け を理 解 しな ければ、 フ レー ム ワー ク を使 い こな

す こ とはで きない とい うこ とであ る。その問題 を解 決 す るのが デザ イ ン ・パ ター ンで あ る。

設 計の 中 で繰 り返 し使 われ る設 計 アイデ ア をデ ザ イ ン ・パ ター ンと して取 り出 して名前 を

付 け、ボ キ ャブ ラ リを多 くの人 々の 間で共有 す るこ とに よって 、設 計 ア イデ アや 、そ れ に

よる構 築 法の理 解 を助 け 、再 利用 を可 能 にす るの が デザ イ ン ・パ ター ンであ る。

[GOFの デ ザ イ ン ・パ タ ー ン 】

ソ フ トウ ェ ア の デ ザ イ ン ・パ タ ー ン の ア イ デ ア は 、1991年 のOOPSIA(Object・Oriented

ProgrammingSystem,LanguagesandApplications)で 出 さ れ 、ErichGamma、Richard

Helm、RalphJohnson、JohnVlissidesの4名 に よ る 『DesignPatterns』 が 出 版 さ れ て 、
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世 の中 に広 まった。 これ に は、表3.3に 示す23個 の デザ イ ン ・パ ター ンが記 述 され お り、

4人 組 に なぞ らえて、GOF(GangOfFour)の23パ ター ン と呼 ばれ てい る。

表3.3GOFの23デ ザ イ ン ・パ タ ー ン

分類 生成 構造 振 る舞 い

クラス FactoryMethod Adapter(ク ラ ス) Interpreter

TemplateMethod

オ ブ ジェ ク ト AbstractFactory

Builder

Prototype

Single七 〇n

Adapter(オ ブ ジ ェ ク ト)

Bridge

Composite

Decorator ハ

Facade

Flyweight

Proxy

ChamofResponsibility

Command

Iterator

Mediator

Memento

Observer

State

Strategy

Visitor

各 デザ イ ン ・パ ター ンにつ い て、 目的、別名 、動機 、適 用可 能性 、 構造 、構 成要 素 、強

調 関係 、結 果 、実 装、サ ンプル コー ド、使 用例 、関連 す るパ ター ンの説 明が なされ てい る。

例 えば、Observerパ ター ンの 目的 、適用可 能性 、構造 は、 以下 の よ うに示 されて い る。

[目的]

あ る オ ブジェ ク トが状態 を変 えた ときに、 それ に依 存 す るすべ て の オブ ジェ ク トに 自動

的 にその こ とが知 らされ 、 また、 それ らが更新 され るよ うに、 オブ ジ ェ ク ト間 に一対 多 の

依 存 関係 を定義 す る。

[適用 可 能性]

次 の よ うな状況 でObserverパ ター ンを使 う。

・ 抽 象 化 に よ り、2つ の面 が 、一 方 が他方 に依 存 してい る とい う形 で現 れ る場合 。 これ

らの面 をそれ ぞれ別 々 の オブ ジェ ク トに カプセ ル化 す る こ とに よ り、それ らを独 立 に

変更 した り、再利 用 した りす る ことが可 能 にな る。

・1つ の オブ ジェ ク トを変 化 させ る と きに、そ れ に伴 いそ の他 の オ ブ ジェ ク トも変 化 さ

せ る必要 があ り、しか も変化 させ る必要 があ る オブ ジェ ク トを固定 的 に決 め られ ない

場 合 。

・ オブ ジェ ク トが 、他 の オブ ジェ ク トに対 して、それ が どの ような もの なの か を仮 定せ
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ずに通知できるようにする場合。別の言い方 をする と、これ らのオブジェク トを密 に

結合 した くない場合。

[構造]
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(2)Webサ ービス

Webサ ー ビス とは、広義 には 、イ ン ターネ ッ トの標準 的 なプ ロ トコル を使 ってア クセ ス

で きるサ ー ビス全般 を意味 す る。狭 義 には、イ ンターネ ッ トの標 準 的 な プロ トコル と して、

サ ー ビス の通信 フ.ロ トコル を規定 す るSOAP(SimpleObjectAccessProtoco1)、 サー ビスの

イ ンタ フェース定義 を規 定す るWSDL(WebServicesDescriptionLanguage)、 サ ー ビス

デ ィ レク トリを規定 す るUDDI(UniversalDescription,Discovery,andIntegration)を 使

って ア クセス で きるサ ー ビス を意味 す る。

そ の コ ンセ プ トは、 サ ー ビス指 向 アー キテ クチ ャに基 づ い て、サ ー ビス と して表 され る

ソフ トウェア ・コンポ ーネ ン トを疎 結合 で つ な ぐもので あ る。技 術 的 には、 オブ ジェ ク ト

指 向 、コ ンポ ー ネン トウェ ア、及 び分散 処理技 術 の延長 線上 にあ る漸進 的 な技 術 であ るが 、

しか し、'ソフ トウェア アー キテ クチ ャ的 に は、 プラ ッ トフ ォー ム独 立 の実現 、 クラサバ モ

デ ルか らP2Pへ 、ビ ジネス的 には、ソ フ トウ ェアか らサ ー ビスへ 、ソ フ トウェ アエ コシス

テムの登 場、無 料Webか ら有料Web時 代 へ 、 とい った革新 的 な変 革 をもた らす もので あ

る。

以下 に、Webサ ー ビスの基 本技術 で あるSOAP、WSDL、UDDIに つ い て説 明す る。

【SOAP】

SOAP[22]は 、XMLを 用 いて メ ッセ ージ交換 す るた めの通 信規 約 であ り、サ ー ビス を実

行 す る ときに用 い られ る。下位 の通 信層 は通 常HTTPを 用 い るが、これ に限定 した仕様 で
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は な く、例 えばSMTPを 用 い るこ と もで きる。

SOAPに よ って送 受 信 され るXMLは 、 ルー トにEnvelope要 素が あ り、 その下 位 要素

に、HeaderとBody要 素 が存在 す る構造 を持つ。Header部 は、主 に メ ッセ ー ジの制御 の

た めに扱 わ れ、例 え ば、署 名情 報 な どが格 納 され る。Body要 素 に、通 信 したい 内容 が格

納 され る。このBodyの 中 身は、XMLSchemaで 定義 した任 意 のXML文 書 が記 述 で きる。

特 にSOAPに は、RPC(RemoteProcedureCal1)を 実現 す るため に用 い る表 現 の規 約 が

あ り、要 求側 で は、Body要 素 の 中に 、メ ソ ッ ド名 、引数 に関す るXML情 報 が 記述 され 、

一方、応答 側 に、結果 を表 すXML情 報 が記 述 され る。このRPCに 用 い る引数 や結 果 の値

に利用 で きる型 は、XMLSchemaで 定 義 された基 本 デー タ型(byte,short,integer,double

な ど)と、その複合 型(構 造体 と配列)で あ る。構造 体 は、XMLSchemaの 文 書型 定 義 を用 い

て表現 し、配列 は、SOAPencodingに よる特別 な表 現が用 意 されて い る。

この他 、SOAPに は 、SOAPMessageswithAttachmentsと い う仕様 が あ り、MIME

な どでエ ンコーデ ィ ング した複数 のパ ー トに またが る文書 を転 送す る こ とが で きる。

IWSDL]

WSDI.[23]は 、Webサ ー ビスのサ ー ビス イ ンタ フェース をXMLで 定義 す る ため の言語

であ り、サ ー ビスが どの よ うな もの であ る か を理 解 す る ため に用 い られ る。 また 、 この

WSDLに よって、Javaのinterface定 義 等 のプ ログ ラ ミング言語 か らWSDLを 自動 生成

した り、SOAPの ク ライ ア ン トフ.ログ ラム用 プロ キ シク ラス を生成 した りす る支援 ツール

が 可能 とな り、 ソフ トウェ ア開発 が容 易 となる。WSDLのXML文 書 は、definitions要 素

の中 に次 の よ うな要素 を記 述 す る。

●types

引数 や返 却値 に現 れる型 を宣言 す る部分 。XMLSchemaに よる文 書型 の規定 を行

う。

●message

交換 す る一 つの メ ッセー ジの フォーマ ッ トを規定 す る。message要 素 の 中 にpart

要素 が あ り、 これが引 数の ひ とつず つに対 応す る。

●portType

ま とまった操 作 の集合 を表 す。port'llypeの 中 には、一つ の操作 を表 すoperation

要素 が あ る。 さ らに、operation要 素 の 中 には、input要 素 、output要 素 が記 述

され、 これが 、 そ れぞれmessage要 素 と結 び付 け られる。

●binding

転 送 プロ トコルへ のバ インデ ィング を行 う。例 えば、SOAPbindingで は、WSDL
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で定 義 した イ ンタ フェース とSOAPメ ッセー ジの関係 を定義 す る。

●service

service要 素 は・port要 素 を持 ち、 サ ー ビス のエ ン ドポ イン トな どを指定 す る。

【UDDI】

UDDI[24]は 、Webサ ー ビズの公 開 と検索 を行 うレジス トリの仕様 を規定 し、 主 に レジ

ス トリの デー タ構造 とレジス トリへ の アクセ ス イ ンタフェ ースの定 義 を行 って お り、 どの

ようなサ ー ビスが あ るか を検 索す る ため に用 い られ る。

その内容 は、businessEntity,businessService,bindingTemplateの3階 層 か らな るXMI.

文 書 と、tModelを 表 現 す るXML文 書 か らな る。

●BusinessEntity

サ ー ビス を提 供 す る企 業 に関 す る情 報(企 業名 、所 在地 、企業 コー ドな ど)を記 述 す る。

●businessService

サ ー ビスの 内容 や種 類 に関す る情 報 を記述 す る。

●bindingTemplate

サ ー ビス に接 続 す るため の情 報(tModelへ の リ ンク、 エ ン ドポ イ ン ト)を記述 す る。

●tModel

サ ー ビス にアクセスす るための イ ンタ フェース情報(WSDL等)へ の リンクを記 述す る。

そ して、これ らの情 報 を登録 、検 索 す るた めのAPIと して は、次 の もの が用意 され てい

る。 ⊂XXXは 検索 対象 を示 す)

● 参 照API(InquiryAPI)

>findXXXキ ー ワー ドな ど を用 いた検 索 のため のAPI。 検索 の結 果 は対象 とな っ

た要 素 の キーが リス ト形 式 で返 され る。

>get _XXX:find_XXXで 検 索 された キ ーか ら、そ の実 体(内 容)を 取 り出す ときに

使 用 す るAPI。
'

● 発行API(PubhcationAPI)

>saveXXX:オ ブ ジェ ク トを登 録す るため のAPI。

>deleteXXX:レ ジス トリの エ ン トリを削 除す るた めのAPI。

3.4.6既 存 ソ フ トウェア資産 を生 かす技術

(1)ア プ リケ ー ショ ンイ ンテ グ レー シ ョン技術

現 在 の社会 は 、膨 大 な既存 アプ リケ ー シ ョンを抱 えてい る。 しか も、そ の多 くの既存 ア

プ リケー シ ョンは、脆 弱で あ り、スパ ゲ テ ィ状 態 であ る。SDPが 目指 す ものが実 現 した と
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して も、これ らの既存 アプ リケー シ ョン を即座 に捨 て るわ けに はいか ない。SDPが 実現 す

る新 しい ソ フ トウ ェアアー キ テクチ ャを核 と した イ ンフラ上 に既存 ア プ リケ ー シ ョン を追

加 ・統合 し、段 階 的 に消 滅 させ てい かね ばな らない 。 この た め に、 ア プ リケ ー シ ョンイ ン

テ グ レー シ ョン技術 が必 要 となって くる。

ア プ リケ ー シ ョンイ ンテ グ レー シ ョン技術 は、図3.7に 示 す5つ の レベ ル があ る。

、

統 合 ミ ドル ウェア

ビジネス プロセス マ ネジ ャ

イ ンテグ レーシ ョンブロー カ

ス ー パ ー サ ー ビ ス

ゲ ー ト ウ ェ イ

基本 ミ ドル ウェア データ管理 通信管理 プ ラ ッ トフ ォー ム管 理

図3.7ア プ リケーシ ョンインテ グ レーシ ョン技術 の階層

基本 ミ ドル ウェ アの デー タ管理 は 、 リモー トの フ ァイ ル、DBを 論 理的 にロ ー カル にあ

るかの ように扱 う。た とえば 、JDBC、ODBC、NFS、MicrosoftのWindowsな どであ る。

通信 管理 は、RPC、 メ ッセ ー ジ指 向 ミ ドル ウェ アの ように、 リモ ー トとの通 信 を同 じシス

テ ム上 の通信 の よ うにす る。 プラ ッ トフ ォー ム管理 は、通信 管理 の ス ーパ ー セ ッ トで、 サ

ーバ とサ ーバ 間、 サ ーバ と クライア ン ト間の プロ グラム ロー デ ィング、 メモ リ管理 等 の リ

ソース管理 を同一 の システ ム上の 管理 の よ うに行 う。

統合 ミ ドル ウェアの ゲー トウェ イは、異 な ったDBシ ス テ ム、通信 システ ム、 プロ ッ ト

ホ ーム を共通 の イ ンタ フェースで扱 え るよ うにす る。ス ーパ ーサ ー ビス は、異 な った複 数

のOS、 サ ーバ に またが って、 デ ィ レク トリ、セ キ ュ リテ ィ、 トラ ンズ ア クシ ョンマ ネ ジ

ャ とい った共通 の機 能 を提 供 す る。 イ ンテ グ レー シ ョンブロ ー カは、二 つの ア プ リケ ー シ

ョン間の メ ッセ ー ジの 内容 を変換 した り、 コ ンテ ンツの内容 に応 じて宛先 を決 定 した り し

て 、 アプ リケ ー シ ョンの統 合 をサ ポ ー トす る。 ビジネス プロ セスマ ネ ジ ャは、 ア プ リケー

シ ョン統合 をマル チス テ ップ まで広 げて 自動 化 し、 ビジネス プ ロセスの ワー クフ ロー をサ

ポ ー トす る。

繋 ぎ方 と して、 メ ッセー ジバ ス方式 とハ ブ方式 が ある。統 合 のパ ター ンには 、 シス テム

が物理 的 も論理 的 に も独 立 で一方 向 のデ ー タ同期 の方式 と、 シス テムが物 理 的 に は独 立 で

あ るが、論 理 的 には ワー ク フロー的 に複数 の プロセ スが一方 向 に繋 が るマ ルチ プ ロセス 方

式 と、 シス テムが物 理 的 に も論 理 的 に も繋 が り、双 方 向の デ ー タの 同期 を取 り遅 延 な く整

合性 を とる複合 アプ リ方 式 とが あ る。 今後 は、複合 ア プ リ方 式 が重 要 となって い く6

繋 ぐ時 の通信 の モ デル には、対 話型 、 リクエ ス ト ・リプ ライ型 、メ ッセ ー ジ ・パ ッシ ン

73



グ型、 ス トア&フ ォ ワー ド型、パ ブ リ ッシ ュ ・サ ブス クライ ブ型 の5つ が あ る。

ス トア&フ ォワー ド型 は、 キ ュー を持 つ こ とに よ り、 メ ッセー ジの完全 性 、配信 保 証 を

し、パ ブ リッシ ュ ・サ ブス ク ライブ型 は、送 信者 は宛先 を指 定 しな く、 受信 者が 受信 した

い情報 を論理 的 に指定 す る方式 で、送 受信 者 の相互作 用 を最 も柔軟 にで きる。 この2つ の

通 信型 のサ ポ ー トに よって、 イベ ン トベ ー スの ビジネス プ ロセス統合 を実現 で きる こ とに

特 徴 があ る。例 えば、新 しい 注文 を受 け る と、販 売報 告 シス テム、 製造 シス テム、請 求伝

票 シス テムへ即 時 に通 知 され 、 ビジネ ス プロ セスの統 合 が遅延 な くデ ー タの 同期 を取 って

実現 で きる。

以上 の よう なアプ リケー シ ョンイ ンテ グ レー シ ョン技術 で 既存 アプ リケ ー シ ョンを統合

してい くには、脆 弱 でスパ ゲ テ ィ状態 の既 存 アプ リケー シ ョンを標準 化 、部 品化 、抽 象化 、

再 構築す るの を自動 化 、支援 す る ツール と して、 コンバ ー タ、 ア ダプ タ、 ラ ッパ ー、 リバ

ースエ ンジニ ア リング等 で構 成 され る アプ ロケ ー シ ョンイ ンテ グレー シ ョン環境 が必 要 と

な って くる。

(2)CBS(COTS-BasedSystemslnitiative)

CBS[25】 は、 カネ ーギー メ ロ ン大 のSEI(SoftwareEngineeringInstitute)で 研 究 開発 中

の プ ロジェ ク トで 、商業 的 ソフ トウェ ア ・コ ンポー ネ ン ト(COTS:CommercialOffThe

Shelf)、 既存 ソフ トウェ ア ・コ ンポ ー ネ ン トを用 い て、 シス テム を構築 す るため の開発手

法 に取 り組 ん でい る。CBSは 、従来 の シス テム コ ンテ ンツ(要 求 、価 格 、 スケ ジ ュール、

OS・ サ ポー ト環境等 の シス テム に求 め られ る性 格)の 選択 、アーキ テ クチ ャと設計 、実 装

の工 程 を順 次 に行 うウ ォー タ ・フォール モ デルで は な く、 シス テム コ ンテ ンツ、 アー キテ

クチ と設計 、 市場 の於 け る製品 の能力 を同時 に検討 す る アプ ローチ を 目指 してい る。

TheFundamentalChange

Truヨ 仕ionヨApproeChRequiredCOTSApproach

工WヨerfallDe∨dopm色r司

図3.8CBSの 開発手法 のアプローチ
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COTS、 既 存 コンポ ーネ ン トか ら シス テム を構 築 す るには 、以下 の よ うな質 問 に答 えて

行 か ねば な らない。

・ どん な技術 、 製品が 適切 か?

・ 我 々の シス テム に製 品 の ミス マ ッチが どの程度 あ るか?

・ 個 々の コ ンポ ーネ ン トを制 御 しづ ら くな るに も拘 らず、信 頼 性、安全 性、性 能 とい

つ た シス テム特性 を どの よ うに設計 す るか?

・COTS製 品 とカス タム コー ドを どの ように インテ グ レー トして い くか?

・ 長 い ライ フタイム に亘 って シス テム を出荷 す る間 にCOTSの 良 さを どの ように生

かす か?

この ような難 しい質 問 に答 えるた め にCBSは 次の3つ の領域 をキー ポ イ ン トと してい

る。

1)製 品 と技 術 の評 価 の実施

製 品 と技術 の評価 に際 して は、直 接 的 な シス テム要求 に応 える と同時 に、 その技術 、 ソ

フ トウェ アの進 化 が途切 れ る こ とが ないか を考慮 しなけれ ば な らない。 その ため、候 補 と

な る製 品、技術 は 、関係 す る製品 、技術 との関連 の なかで評価 され なけ れば な らない。 し

たが って、問題領 域 での実 験 に着手 して、 ク リテ ィカルな質 問 に答 え、COTSの 製 品、技

術 の適 用 に対 する ガ イ ドライ ンを作 成 して い くように しなけれ ばな らな い。

2)入 手 とマ ネジ メン トの実 施

CBSで は、システ ムの 開発 者 とい う立場 か らシステム の消費 者、イ ンチ グ レー タとい う

立場 へ と変化 し、 コ ンポー ネ ン トの ラ イセ ンシ ング、知 的財 産権 の交 渉 、開発 ・メ ンテナ

ンス コス トの見積 も り、 ス ケ ジュー ルの予 測 、人材 の管理 、 リス クの 同定 と軽 減 とい った

こ とに対 す る戦略 が必 要 とな る。 さ らに、 シス テム に柔軟1生 を持 たせ る ための 知識 、い ろ

いろ な創 造 的 な ソルー シ ョン を可能 とす る ドキ ュメ ン トも要 求 され る。 このた め に、CBS

は、CBSを うま く活 用 した組織 の 実践例 の1青報 、あ るい は、CBSに お け る入手 の失 敗 を

避 け る情 報 を提供 し、CBSに 対 す る要 求の作成 、 リス クの 同定等 、CBSフ.ロ セス を支援

す る。

3)設 計 とソ フ トウ ェア ・エ ンジニア リングの実施

CBSシ ス テムで は、 コ ンポー ネ ン トをイ ンテ グ レー トす るた め に 「つ ぎは ぎの コー ド」

が使 われ 、この ため、可読性 、発 展性 、信頼 性 に欠 ける傾 向が あ る。これ を克 服す るため 、

CBSコ ンポ ーネ ン トの人工 的 な見 せ かけ を記述 す る参照 モ デル を開発 、提 供 して い る。

CBSの シス テムエ ンジニ ア リングで は、図3.9に 示 す よ うなプ ロセス を経 て シス テム開発

が行 われ る。最初 は コンポ ーネ ン トの多 くの プ ロパ テ ィは未知 で あ り、 ブ ラ ックボ ックス
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と して扱 われ、 シス テマ テ ィ クな調 査 によって、 プ ロパ テ ィが明 らか にされ る。 プ ロパ テ

ィが 明 らか にされ る と、他 の コンポ ー ネン トと矛 盾 した り、対 立 した りす る ものが 明 らか

にな り、 その矛 盾、 ミスマ ッチが コ ンポ ーネ ン トの改 造 プロセ スで 除か れる。 ミスマ ッチ

が 除か れ る と、 コ ンポ ー ネ ン トは シス テム に組 み込 まれ 、そ して、他 の コンポ ーネ ン トと

共 に再構 成 されて 、進化 してい く。

ACBSEngineeringFrainewQrk

図3.9CBSの エ ン ジ ニ ア リ ン グ ・フ レ ー ム ワ ー ク

この参 照 モデ ルは 、順 次 的 な段 階で行 われ る もので な く、 コ ンポ ー ネ ン トの プ ロパ テ ィ

に よって アー キテ クチ ャ ・パ ター ンが 決め られ る もの であ る。
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第4章 米国の連邦政府R&D計 画における省庁間の

役割分担 と連携の仕組み

米国連邦政府 による科学技術へ の研究開発投資の規模は、世界最大であ る。 こうした投資 は、

過去50年 間、米国の経済、国家安全保障、そ して国民の福祉 に計 り知れ ないメリッ トをもた ら

してきた。米 国政府による研究開発投資の戦略 は、民間部門か ら十分 な資金援助が得 られない研

究活動 を対象 として複数の政府機 関を通 じた助成を行 う、 とい う点で一貫 している。たとえば、

リス クの高い新興分野、長期的な取 り組み を必要 とする研究、前例が な くコス トが高い最先端 の

イ ンフラス トラクチャや設備、新 しい知識の発見 と水平展開 を目的 とした学術研究 プログラム と

いった活動 が助成の対象 となって きた。 この ような省庁連携 型のプログラムの最大の特徴は、複

数の連邦政府機関の間で対話 と連携が展開 され、すべ ての機関が科学技術研究 ポー トフォリオ全

体の作成 と維持 に参加 して きた ことである。 このアプローチ には、連邦政府資金に よるすべての

プログラム と同様 に、明 らかな長所 と短所がある。 しか し、 このシステムが国家 目標の達成 に貢

献 して きた ことは疑いの ない事実 である。特 に、近年の省庁横 断プログラム ・イニシアチブは、

連邦政府の研究開発ポー トフォリオに多大な影響を及ぼして きた。その結果 として、優先順位 の

変化、基幹 インフラス トラクチ ャの構築、新興分野の研究の加速、無駄や重複 の減少 といったメ

リ'ットも実現 されている。残念なことに、利害が競合する省 庁間の連携 では、人材 と施設の両面

で資源 を調整す ることが、難題 として各機関の前に立ち塞がるのが常 である。 しか し、連携が効

果的に作用すれば、 コス トを上回るメリッ トが期待で きることは明 らかであ る。

4.1目 的 と範 囲

本報告書 は、前 回のAITEC調 査報告書の続編 として、米国 において複数の政府機i関が合 同で

実施 している近年のプログラム ・イニシアチブを支える連携 プロセスについて、包括的に調査 し

た結果 をまとめた ものである。本調査 の目的は、その ような連携 プロセスが、なぜ有益であ り、

どの ような形で効果 を発揮す るのか を、省庁 間プログラムの運営/管 理面 に注 目しなが ら検証す

ることである。次 に、今回の調査で取 り上げる主な問題の一部 を示す。

一省庁間の機関横断的なイニシアチブは どの ように構想 され
、形成 されるか。

・参加機 関は共同プログラムの定義 と開発 にどのような役割 を果 たすか。

・複数の省庁や機関 にまたがるフ.ログラム とプロジェク トは どの ように運営 されるか
。

一参加機 関の間で資源 と責任が どの ように委譲 されるか
。

・複数の機関による財政支援 の中に身を置 く研究者や研究施設の側で は
、省庁 間プログラムを

どの ように見ているか。
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・プロジェク トとイニ シアチブ全般の成否 をどの ように評価 すべ きか。

・予算管理機関(例:連 邦議会や行政府の担当部局)は どの ような役割 を果たすか。

・省庁 間の調整を担当す る部局や、 プログラム ・マ ネージャの草 の根的な活動の役割 は何か。

本調査では、こうした問題 について、マ クロ ・レベル とミクロ ・レベルの2つ の視点から考察

す る。

まずマクロ ・レベルでは、人材 、資金、 プロジェク トが どの ように各種のプログラムや機関の

境界 を越 えて流れているか、つ ま り、省庁 間の壁が どの ような形で取 り除かれているのか、 とい

う点 に注 目する。

ミクロ ・レベルでは、省庁合 同体制の下 で、特定 のフ.ログラム要素やイニシアチブが、 どの よ

うな場面で どの ように機能 しているか、そ して どの ような形で調整 と連携 のプロセスに(そ れぞ

れが独 自のあ り方で)貢 献 しているか に注 目する。 この2つ の相補的 な観点 を組み合 わせ ること

で、全体 として、研究 と技術革新 を支 える1つ の特異なプロセスである省庁間連携 という仕組み

の内部的な働 きを、 よ り明瞭な形で表現 することが可能 になる。

4.2調 査 の 枠 組 み

こうした論点をマ クロとミクロの両 レベルで検討するために、今回の調査では、3つ の視点か

ら成 るアプローチを使用す る。

第一 に、米 国の研究開発の機構全般 を概観するために、調査 の背景 となる枠組み を設定する。

その際 は、特に、連邦政府 のさまざまな助成組織 と、省庁間の調整活動のために設 けられた管理

構造 を中心 として考察す る。 この視点 を通 じて、 どの ような要 因が(内 部 と外部 の両方の要 因を

含めて)省 庁間の連携 を推進 し、 どの ような要因が 阻害するのかを、 よ り明確 に理解す ることが

可能 になる。

第二 に、マ クロ ・レベルで、連邦政府が コア ・テクノロジーの開発で果 た している独 自の役割、

す なわち、大学 における基礎研究 を立 ち上げ、産業界の参加 を促 し、そ うした研究活動が実 を結

ぶ ように(つ ま り、市場 化 されるように)導 く、 という役割 に注 目して分析 を行 う。複数の機関

が(同 時期 に、あ るいは異 なる時期 に一定の期間 にわた って)共 同研究 に参加す ることによって

形成 されている技術革新 システムを、本調査ではイノベーシ ョン ・パ イプラインと呼んでいる。

第三 に、省庁 間プログラムの細部 をミクロ ・レベ ルで検討す るために、情報技術(IT)分 野 を

詳 しく取 り上げる。ITは 、2004会 計年度 の予算請求 も含 めて、過去10年 近 くの間、常 に最優先

の省庁横断研究開発 イニ シアチブの1つ として扱 われて きた。情報技術研究開発 は、おそ らく、

過去10年 間で、最 も順調 に発展 し、最 も適切に運営 されて きた省庁 間イニシアチブの1つ であ

り、調整 と連携の複雑 さに伴 って発生するすべての課題 を具体的に示 して くれる事例で もある。
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4.3主 な調 査 結 果

以上の枠組 みに従 って、データを収集 し、資料 を調査 し、実際 にプログラムに携わった主要 な

関係者への面談調査 を行 った。以下 に、今 回の調査 から得 られた主な結果 と結論 を示す。

(1)ミ ッシ ョンは異なるが、 目標 と特性は共通 している

これは、科学技術領域のあ らゆるタイプの省庁間活動を後押 しする最大の原動力である。各機

関は、それぞれが異 なる固有の ミッションを遂行するために必要 とす る研究開発 ポー トフォリオ

を作成 する任務 を担 っているが、 目標 とその達成手段 は類似 している。具体的には、次の ような

目標が省庁間で共通 している。

・長期的 な基礎研究 を支援する
。

・大規模 なインフラス トラクチ ャの構築 に向けた活動 を支援 する
。

一知識移転 を目的 とした産学連携 を確立する必要がある
。

・外部 の資源 を有効利用 して、機関固有のプログラムを改善 し、プログラム ・ポー トフォリオ

内の助成格差 を解消 し、新興分野の研究 に着手する。

・補完的 な知識 と管理形態 を取 り入れて
、組織力 を強化す る。

・研 究開発 の成果 を研究開発機関以外 にも水平展開 して
、一般社会での実用化 を目指す必要 が

ある。

上記 の どの共通 目標 も、単独で は他 の機関に協力 を依頼するだけの説得力ある理 由にはならな

いが、全体 として見 ると、適切 な機会が生 じた場合 に省庁 間コラボレーシ ョンを採用する強力 な

論拠 になる。 ・

(2)り 一ダーシップは議会、行政府、そして各省庁 レベルか ら発動 されている

米国で省庁横断的な研究 開発 プログラム ・イニシアチブが次々 と誕生するにあたっては、政府

の強力な リーダーシップが大 きな役割 を果た した。 この リーダーシ ップは、 さまざまな方 向か ら

発動 された。

まず第一に、連邦議会が、省庁 間プログラムの発足に結 び付 く法案 を採択 したことである。 こ

の法案は、複数の機関の参加 を必要 とす るプログラムの発足 とそれに対応する管理構造の実現 を

求め るものであった。現在のネ ッ トワーキ ング/情 報技術研 究開発 プログラム(NITRD)の 前身
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であ る高性能 コンピューテ ィング/通 信 イニシアチブ(HPCC)は 、議会の立法措置の結果 と し

て誕生 した ものである。

第二に、行政府 も行動 を起 こし、国家科学技術会議(NSTC)を 設立 し、科学技術 政策局(OSTP)

と行政管理予算局(OMB)が 担 っている省庁 間調整の役割 を強化するという措置 を講 じた。ここ

でのキーワー ドは 「政策」、「予算」、「管理」 であ る。この3つ の要素が適切 に結合することで、

機関連携 プログラムの推進 に必要 な動 因が提供 された。

第三のリーダーシ ップは、機 関の管理者層 その ものか ら発動 された。上層部か らの奨励策や促

進策 を受 けて、 さまざまな行政機 関の上級管理職や中間管理職は、省庁間の連携 を自分の仕事 の

中心課題 と考 えるようになったのである。

(3)複 数の機関か ら、多様性、資源 の増強、相互補完性 とい うメリッ トが得 られる

複数の機関が取 り組みに参加す る最 も明白な利点 は、選択肢 の多様性が得 られること、そ して、

通常 は単独の機関では実現で きない ような新 しいプログラムを立 ち上げる機会が得 られるこ とで

あ る。

今回調査 した省庁間プログラムの場合、 この利点の一部 は、実施 されたプログラムの幅広 さに

現れている。 しか し、省庁 間の コラボレーシ ョンには、単 なる選択肢 の多 さや資源の共有 を超 え

た要素 も含 まれてい る。常 に観察 される事実は、参加機瀾 が、個 々の機関の能力 を超えた レベル

に設定 された共通の研究課題や実施計画 を達成 しようと努力する ことであ る。た とえば、電子図

書館研 究イニシアチブ(DLI)で は、国立医学図書館(NLM)や 連邦議会図書館(LOC)と いった

機 関が参加することによって、全米科学財 団(NSF)、 米国航空宇宙局(NASA)、 国防高等研究計

画局(DARPA)な どの科学技術専 門機関が提供 で きない能力が補完 されている。同様 に、NITRD

イニシアチブの場合 も、政府の主要 な研究開発機関が多数参加 して大規模 な相互補完的体制 を形

成 しているために、資源の共有、研究対象範 囲の広 さ、管理手法 の相違 といった問題に対処 する

ことが 、どの参加機関にとρて も非常に大 きな課題 となった。 しか し、連携の方針 を慎重 に考 案

し、それを適切 に実施 した ことに よって、 こうした課題 は、連邦政府の研 究開発 ポー トフォリオ

の大 きな財産へ と変貌 したのである。

(4)異 なる活動 モデルが コラボレーシ ョンの柔軟性 を実現する

今 回の調査は、省庁間の取 り組みが多様 な形態 を取 るこ とを示 している。 まず、連携 プロセス

自体が2つ 以上の機関の非公式の話 し合いの結果 として生 じ、それが最終的に共同プログラムへ

と発展す るケースがある。そ うした事例 は、(通常 は)二 者間の コラボ レーシ ョンか ら成 り立つ小

規模 なイニ シアチブの一部で実際 に見 られるものであ り、人間言語資源 イニシアチブ(HLR)に
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おけるNSFとDARPAや 、計算神経科学 プログラム(CNS)に おけるNSFと 国立衛生研究所

(NIH)な どがそれに該当す る。逆 に、さまざまな機 関の上層部局の指導の下で公式の折衝が実施

された結果 として、省庁間の連携が 開始 されることもある。共同 プログラム(例:電 子図書館研

究 イニ シアチブ)へ の助成 に合意す る正式の文書 を取 り交 わす ことに よって、各参加機 関(DLI

の場合 は6機 関)は 、予算、人事、お よびその他の資源 に関 して、一定の義務 を負 うことになる。

この公式の手続 きに従 うと、 ときには労力 と時間を取 られる こともあるが、高い継続性が得 られ

るとともに、プログラムの実施 中に不愉快 な紛争が生 じるの を防止す ることがで きる。また、 ト

ップダウン方式 とボ トムア ップ方式 を対比 したモデルも、実情 を適切 に説 明する ものであった。

むしろ、状況 によっては、2つ の方式の組み合 わせが、省庁 間プログラムに最 も有利 に働 くこと

もある。その最適な例 はNITRDプ ログラムであ り、NITRDの 方式が成功 したことで、その後、

他の多 くの省庁間プログラムがNITRD方 式 をモデル として踏襲 しようと試みるようになってい

る。NITRDの 場合、多数の機関 にまたがって長い間地道 に実施 されて きた草の根 レベルの活動

が、後年の大規模 な共同イニ シアチブの礎石 を築 くことになった。 こ うした長年 にわたるボ トム

アップ活動があ ったか らこそ、その後、 この多機関合同の プログラムが確 固 としたシステムへ と

発展で きたのである。連邦政府の研究開発階層の最高 レベルから トップダウンで方向付 け と管理

が実施 されるNITRDの 現在の姿 は、そう した経緯の結果で ある。

(5)省 庁 間連携 はコア ・テクノロジーの開発 とイノベーシ ョン ・パ イプラインの維持 に重要な

役割 を果 たす

今 回の調査で、米国のコア ・テ クノロジー開発には省庁間の連携が決定的に重要 な役割 を果た

してい ることが明らかになった。これまで、多数の政府機関が、相当 な年 月にわたって、大学 に

おける基礎研 究に助成 し、大学間の連携強化 を支援 し、産学 の連携 を通 じた共同研究 を実施す る

ように産業界 を指導 してきた。その結果、運に恵まれれば、研究成果が市場化 とい う形で実 を結

ぶ ケース も生 じている。 こうした場合 に政府機関が果た している役割 は、イノベ ーシ ョン ・パ イ

プラインを創造 し、維持 し、拡大す るという役割である。

この ような連携の取 り組みの発端 は、意図的な場合、偶発的 な場合、 ときには御都合主義的 な

場合 さえもある。 しか し、 どのような形であろうと、その結果 として生 じる影響 は望 ま しい もの

であ り、 しか も長期的に持続するものである。過去30年 間にわたるIT分 野の コア ・テクノロジ

ー開発 の歴史 を振 り返 ってみると
、この見解が裏付 けられる。 タイムシェア リングに始 ま り、 コ

ンピュータ ・グラフィックス、超大 規模集積 回路(VLSI)、 データベース を経て、 インターネ ッ

ト、音声技術 に至 るまで、技術革新がその着想か ら数十億 ドル規模 のビジネス まで発展 してい く

経緯 は、複数の政府機関か らの助成 を(同 時に、あるいは異 なる時期 に別 々に)受 けなが ら実施

され る研究開発 と同 じ軌跡 をたどっている。各政府機関の役割 は異 なることもあるが、常 に相互
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補完的 な機能を果た している。た とえば、人工知 能(AI)の 研究 を支援 した機関は、当初、DOD

(主 としてDARPA)だ けであったが、その後、NSFが 参加 したことは、AIを 正式 な学問分野 と

して存続 させる上で、DODと は異 なる面 で非常 に重要 な役割 を果 たすことになったのである。

今回の調査 で明 らか になったのは、いずれの場合で も、 コア ・テクノロジーの開発 を後押 し

するこうした機 関合同の取 り組みが、大規模 な先導的イニ シアチブの基盤 を築 き、イノベー シ

ョン ・プロセス を促進 して きた とい う事実である。

(6)省 庁間研究開発ポー トフォリオ全体 は大小 さまざまなプログラム ・イニシアチブの混合 か

ら構成 される

過去10年 間にわたる連携 プロセス を調べてみると、 さまざまな種類のプログラム ・イニシア

チブ(た とえば、通常は多数の機関が参加す る大規模 なイニ シアチブから、2つ の機関あ るいは

比較的少数の機関だけが関わる小規模 なイニ シアチブまで)を 組み合わせることのメリッ トが明

らかになった。 こうした各種のプログラムは、その貢献度や影響力の点で も異 なる。大規模 なプ

ログラムは、先導 的な役割 を果 た し、資源の有効利 用、国家規模の インフラス トラクチャの構築、

無駄や重複の低減 といった効果 をもた らすほか、最 も重要 な点 と して、研究開発の優先順位 と予

算配分の変化 を引 き起こす。大規模プログラムの典型 は、NITRDイ ニシアチ ブである(詳 細 は後

の章で検討する)。一方、小規模 プログラムの活動 は、より大規模で長期的な連携 を生み出す源泉

となるほか、新 たに出現す る研究ニーズや各機関の ミッション要件 に対応する役割 を果たす。こ

の両極の 中間には、電子 図書館研 究 イニ シアチ ブ(DLI)な どの 中規模 プログラムが位置す る

(DLIに ついても後 の章で詳 しく検討する)。 中間的なプログラムは、両極の プログラムの長所 を

兼備する傾 向がある。すなわち、小規模 イニ シアチブに特有 の柔軟性 と形式主義か らの自由、そ

して通常は管理の経費が少ない という利点がある一方で、適切 に運営すれば、各機関や連邦政府

の研究 開発ポー トフォリオに対 して長期的かつ多大 な影響力 を行使で きる とい うことであ り、

DLIが その実例である。

(7)省 庁間連携に寄与するその他の原動力

省庁間連携 を推進する原動力の1つ は、連邦政府の外部 にある要因、す なわち、研究 コミュニ

テ ィ自体である。 この力は、主 として、連邦政府 の研究開発 プログラムに施設 と人材の両面で資

源 を提供す る研 究系大学 に由来す るものである。実際 には、ここで は2つ の力が働いてい る。

まず、大学の研 究活動、特 に、優秀 な中核 的研究セ ンターで実施 される研 究活動は、複数 の政

府機関か ら助成 を受けているのが普通 であ る。 なぜ なら、助成機関は、最大限の投資効果が得 ら
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れる ように、最 も優れた研究者 と研究施設 を投資先 として選択 するか らである。このこと自体が、

複数の機i関の連携 を促 す力 として機能する。

もう1つ の要因 として、研究大学の側が、必要 に迫 られて、共同出資や共同管理の可能性 を探

るために複数 の機関か ら支援 を求め ざるを得 ないという状況がある。 このような力は、ほ とん ど

の政府機関内部で個別的プログラムの推進力 として働いて きたが、近年では省庁間イニシアチブ

を推進す る力 として も機能するようになっている。現在、米国には研究系の大学が約200校 あ り、

そのすべてが省庁間の連携 を強化する方向で(大 な り小 な り)一 定の役割 を果た して きている。

(8)省 庁間連携の強化 に向けた政府 の新 しい アプローチ 「アメ とムチ」

ミッシ ョンや利害が異な り、互いに競合 している機関同士が連携す ることは、本来、難 しい試

みであ り、 しか も研究開発 に充て られる資源が限られている となれば、連携 はもはや至難 の技で

ある。長年の間、省庁間連携 は、米 国政府 に とって 「絵 に描 いた餅」の ような目標であ り、一部

の省庁 間イニシアチブで一定の成果が上がるようになったの も、 ごく最近 のことである。それで

も、 こうした初期の成功 によって、連邦政府 は、同様の成功 を他のイニ シアチブで も実現するた

めの処方箋 を見出 した ように思われる。それは 「アメとムチ」のアプローチである。

まず 「アメ」の部分は、すべての省庁の予算編成 プロセス にOMBとOSTPを 深 く関与 させ る

ことによって達成 される。OMBとOSTPは 、大統 領の代理 として、各機 関の長 に対す る行政命

令 を発行 し、国家の最優先課題である機 関連携プログラムにどの ように取 り組むべ きかを示す指

針 を提供 している。 この取 り組み に参加 しよ うとしない機関は、あ らゆ るものを失 う立場 に立 た

される。一方 、連邦議会は、研究開発 プログラムの策定や管理 に省庁 間の連携が欠如 しているこ

とを長年 にわた って批判 してきた。 こう した批判 に実効性 を伴 わせるために、議会 は、過去10

年 にわたって一連の立法措置 を講 じて きた。 その1つ が、1993年 に制定 された政府業績成果法

(GPRA)で ある。現在、GPRAは 、長年 にわたる政府の逡巡 に服 して きた後 に、 ようや く全面的

に施行 され ようとしている。GPRAは 、無駄 と重複 を低減す るために、省庁間の連携 を要求 して

いる。また、GPRAは 、各政府機 関が、省庁間プログラムを優先的 な活動 として、 また業績の評

価基準 として 自発的に採用することを奨励す る方策 も提供 している。今回の調査 で明らかになっ

た限 りで は、これが省庁間の連携 を 「強制」する新 しいアプローチの 「ムチ」 に相 当する部分で

ある。

4.4結 論

省庁間プログラム(機 関横断プログラム)の 創設 と運営/管 理 は複雑 な仕事であ り、その実施

に成功す ることは、現実 には達成で きそうもない幻の 目標であった。それで も、国家が よ り賢明
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かつ効果的な科学技術投資 を実施するための有効 な手段 になる とい う点で、省庁 間プログラムは、

やは り追求するに値する 目標である。米国では、省庁間プログラムが必ず成功 しているとは言 え

ないが、近年では成功事例 も生まれ始めている。今 回の調査 は、米国の幅広い省庁間活動 の経験

か ら教訓 を汲み取 ろ うとす る包括的な試みである。 こうした活動 は、コア ・テクノロジーの開発

支援 か ら、草の根 レベルの活動 を通 じた小規模 プログラムの育成、そ して大規模 なイニシアチブ

に至 るまで多岐にわたるが、いずれの活動 も省庁間連携 プロセスに対 して独 自の形で貢献 して き

た。省庁間活動業績 マ トリ ックス を使用 して、この ような諸活動 の検証 と分析 を行 った結果、効

果的 な連携を可能 にする重要な因子 と要素の一部が明 らか になった。ただ し、連携 を確 かな成功

へ と導 く魔法の公式や処方箋が見つかったわけではな く、単 に、将来同 じ道 を歩む者が少 しばか

り確 かな足取 りで進める ようになっただけであるが。
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第5章 わが国IT開発拠点の中国移転に関する調査

5.1調 査 目的

本調査 はソフ トウェア分野 における日本企業による中国での事業展 開に焦点 を当て、

その目的 ・現状 ・課題 ・今後の展開 などの分析 を通 じて、 日中間の ソフ トウェア分野 に

おける関係 の現状 と将来、 日本 のとるべ き方向性 ・対策 を検討す るものである。

経 済 産 業研 究所 上 席研 究 員 関志雄 は、 日本 と中 国の全 般 的 な産 業構 造 を対 米輸 出 デ

ー タの 分析 に よって検 討 し
、 日本 は 「失 われ た10年 」 を経 て も、 ア ジア諸 国の 中 で依

然 と して最 も高付加 価 値 型 の輸 出構造 を有 してお り、 一方 中国 は未 だ雁 の行 列 の後 ろ を

飛 んで い る と指 摘 して い る。

http:〃www.rieti.go.jp/users/china・tr/lp/020502newkeizai.htm

この主張 によれば、 日本 と中国の産業構造 に関 してはいまだに大 きな格差が存在す る

ことになるが、ソフ トウェア分野 について も同様な見解が成立するであろうか。 ソフ ト

ウェア分野 においては中国はもとよ り日本 において も産業の国際的競争力が弱 く、 ソフ

トウェア製品の対米輸 出は限 りな くゼロに近い と考 えられる。一方、両 国の国内市場 と

言 う観点で考えると、市場 自体 の大 きさは中国の方が(現 時点では潜在的 とは言え)日

本 を凌駕 する。 また、ソフ トウェア産業は、他の産業 に見 られるような特殊 な生産設備

は不要で人的資源が基本である とい う特徴がある。 ソフ トウェア人材 は主 にソフ トウェ

ア開発関連人材(ア ーキテク ト、プロジェク トマネジメン ト、スペ シャリス トなど)と

セールス ・マーケテ ィング関連人材(マ ーケテ ィングセールス、コンサルタン トなど)

に分け られるが、前者 は一般的に先進 国と途上国間の格差が小 さく、教育で比較的容易

に埋め ることがで きる。セールス ・マーケテ ィング関連人材 はその育成 にやや時間がか

かるが、 この点 において も日本 と中国の差異は急速 に縮 まりつつあ る。この ような状況

か ら、 ソフ トウェア分野 において日本が先端的、中国が後発的 とい う図式が当ては まる

か どうかについては疑問の余地がある。

日本 の情報機器 ベ ンダーや大手の ソフ トウェアユ ーザ企業 においては、 コス ト低 減 を

主 目的 として既 に中国への業務委託 が相当程度 に進展 してい る。この現象の当面の状況

は、高付加価値型 を有する 日本の ソフ トウェア産業が後発の 中国へ技術主導の展開 を図

っている と言 うよ りは、む しろ画一的なサー ビスメニュー しか無 い市場 でコス ト削減だ
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けが差別性の源泉 になってお り、 日本の各企業は中国の低賃金労働 力に依存す ることで

短期的 な打 開策を講 じていると考 えることができる。結果的に中国が 日本の ソフ トウェ

ア産業界の市場で一定の競争力 を有するに至 ってお り、既に中小 のソフ トウェアハ ウス

の市場が狭 められている。

この傾向がさらに広がると同時 に、その延長線上 に研究開発分野な どの付加価値の高

い領域においても中国との関係が深 まる傾 向が見 え、ソフ トウェア分野 における我が国

産業の空洞化に対 する懸念 を持つ人々が増 え、 さらには遠 からず 中国が 日本 を逆転す る

可能性 を指摘する声 もある。

こうした背景に もとついて、本調査では日本 と中国の ソフ トウェア産業 の関係 につい

て6つ の論点 を設定 し、文献調査 とインタビュー調査 によって 日本のソフ トウェア産業

の現状 と必要 な施策 などを浮 き彫 りにするこ とを目的 としている。
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5.2日 本 と中国の ソ フ トウェア産業 の関係 につ いての主要 な論点

日本 と中国のソフ トウェア産業の関係 に関する議論を次の ような論点 に整理 した。

論点1:日 本 と中国の関係のシナリオ

中国の経済的 ・技術的発展が新 たな市場 を生み 日本の経済 ・ソフ トウェア産業界 に

プラスの効果 をもた らす との見 方がある一方で、中国の台頭によって 日本の ソフ ト

ウェア産業界は市場 を失い空洞化が一層進展するとの観測 もある。

論点2:中 国市場の可能性

日本 の ソフ トウェア産業 は中国の経 済発展 による市場拡大 で恩恵 を受 けることが

で きるとの期待があるが、別の見方 として、中国の市場や商慣行 はまだ十分に国際

的な レベ ルに到達 してお らず、また物価の面からも市場 としての中国 には当分期待

が持てないとの悲観的見解 もある。

論点3:低 コス ト労働力の永続性

中国の競争力の源泉の一つである低賃金労働力 は今後 も継続す る との考 え方が一

般的であるが、既 に北京や上海な どではこの傾向は正 しくないとの主張がある。低

コス ト労働 力を求めて中国内陸部 にさらに事業展 開する傾向が進 み、 さらにはベ ト

ナムな どへの移転 の可能性 を指摘する声 もある。

論点4:ソ フ トウェア分野の研 究開発力

現時点で は日本 か ら中国 に委託 している領域 は比較的仕様が定 まった部分の開発

が主体であ り日中間の技術 レベルには一定の差があるとの認識がある。 しか し、既

に研究 開発 を中国に委託 している企業 もあ り、膨大 な人口と優秀な頭脳で中国は遠

か らず 日本 の技術力 を凌駕する との予測 もある。

論点5:中 国企業による日本進出

日本 と中国の関係 の多 くは現 時点 では 日本企業 による中国へ の事業展 開あ るいは

日本企業 による中国人技術者の雇用である。 しか し、中国資本 による日本のベ ンチ

ャーのM&Aや 中国企業の 日本進出傾向 も加速 している。
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論点6:日 本の ソフ トウェア産業の高付加価値型へ の展開

日本の ソフ トウェア産業 では高付加価値型サ ービスで各企 業がその力 を競 うよう

な方向は残念 なが ら見 られず、受託 開発 を中心 と して人件費 コス ト削減が唯一の競

争力の源泉 となっている。本 質的にはこう した産業形態 を改めてより高度で独 自の

サービスを各企業が展開す る方向に向か わなければならない。それが実現可能か否

かが問題である。

これらの点を検証す るために、 日本お よび中国の ソフ トウェア産業関係者 に以下の項

目に関するイ ンタビュー調査 を実施 した。

a.日 本 と中国 との提携関係 の概要

日本 と中国の提携関係 の形態、双方の事業 目的、対象業務、対象技術分野、マー

ケッ トなど。

b.日 本 と中国の ソフ トウェア産業構造

日中のソフ トウェア産業 の特徴、双方の技術者の特徴 など。

c.日 本 と中国の提携の今後の展 開

今後の事業規模の見通 し、対象業務の変化の見込み、事業拡大のための条件な ど。

d.日 本の ソフ トウェア産業 の発展に向けて

日中の ソフ トウェア産業の発展のための施策 など。
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5.3イ ン タ ビ ュ ー に も とつ く考 察

5.3.1中 国 の ソフ トウ ェア産 業 の特徴 と課題

前 章 の項 目 に基 づ くイ ンタ ビュ ー調 査 の結 果 、 中国の ソ フ トウェ ア産業 の特 徴 と課 題

を次 の よ うに整 理 した。

(1)急 激な成長 を支 える政策

国の政策実施は即断即決 に加 えて即実行。独裁体制の国家であ ることが奏功 し非常 に

効率が良い。その反面、政府や地方政府の腐敗があ り、人々の意欲 を削 ぐ面 もあるが、

中国ではそ うした状況は珍 しくない。人々はそれ に対応す る術 も心得ている。

中国の企業 には品質 に対する意識 が希薄であるとの指摘があるが、例えば北京市で は

企業のISO認 証取得やCMMへ の取組みに対 して奨励金を出すなどの政策 を実行 してい

る。

こうした国や地方政府 の育成政策 、発展 しつつある国内市場、 グロ三バ ル化が もたら

した外 国企業向け市場、積極性 に富 む人材、な どで急激な成長 を遂げた。

(2)人 材育成

急激なキ ャッチア ップのために人材育成が重要 な課題 となっている。

・若年層か らの教育

小平の政策の結果、若年層か らの教育の必要性が認識 されている。

一大学での教育

大学ではきわめて実践 的な知識 ・技術 を主体 に教育 してい る。米国企業 の資格制度

のための授業や大学独 自の資格制度な どもある。 こうした実用的 な技術の教育 の成

果で、た とえばWEBア プ リケーション業務で新 しいツールを導入 して開発 する、

というような作業では 日本 より技術力がある。

・IT関 連企業 内の教育

急激な社員の増大へ の対応のため、採 用後三 ヶ月間は トレーニ ングのみで人材 の即

成 を実施 している企業 もある。労働契約 は2～3年 の時限があるので流動性 は避 けら

れず、教育等で投資 したが退職 された という例 は良 くあ る。 これを織 り込 んだマネ

ジメン トが重要。

中国は人材不足 の状況 を不利 な点 としてのみ考 えず、逆 にビジネスの芽 と考 える力強

さを持 っている。人材育成法 についてのコンサルテ ィングや教材 、教育 カ リキュラムの
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提供な どの教育市場が生 まれ、 これらに対応する企業 を通 してIT産 業発展の要因とも

なっている。IT関 連企業が学校 を作る ようなことまで実施 で きる仕組みになってお り、

日本 を市場 と考 え、日本人技術者 を対象 とした教育 ビジネス を検討 している企業 もある。

(3)未 熟 な産業基盤

急激 な市場経済化が進 められているが、国営企業、民 間企業 ともに十分 にビジネス イ

ンフラが整 っておらず、ルール を守 らない企業 も多い。 さらに、中国におけるソフ ト産

業が まだ若いので、 ソフ ト開発 という個人の能力 に依存す る産業 における会社の占める

位置(特 に雇用関係)は 未成熟 であ る。たとえば、中国人技術者 は 「意欲」と 「向上心」

に優れているが、反面、仕様書以外の ことに手 をつけてはいけない ような形態の仕事 に

満足で きず、自分の能力が発揮 で きる職場 に転職 してい く行動 として現れ、しば しば 「無

責任」 と言 われてしまう。 こういう人材 をプラスの方向 に向かわせ るマネジメ ン トが要

求 されてお り、会社 の求心力強化のために作業環境改善や従業員 に対するス トックオプ

シ ョンなどの施策 を講ずる企業 も出始めてい る。

ソフ トウェア分野では80年 代 から産業化が始 ま り、成功 した企業は最初 は会計 シス

テムの開発 を手がけたところが多い。 自前 のERPを 開発 して もいるが、多 くは会計 シ

ステム をベースにしてインベ ン トリなど付 け加 えただけで必ず しもユーザのニーズに合

った もの とは言 えない。ERPな どの ソフ トウェアは文化的な背景 もあ り外 国製の もの を

使 う訳 に行かず、問題 となっている。

またIT関 連企業の形態 として 日本 な どの大手企業 と中国側 とで合弁で設立 した会社

が多いが、合弁双方の経営方針の相違 と管理問題 によって解散 に追い込 まれた企業 も少

な くない。

(4)独 自技術 ・製品開発への課題

一般的に言 って中国には独 自技術が無い。企業は自分の製品、独 自技術 を育成 しなけ

ればな らず、政府 も独 自技術 開発の必要性 を強 く意識 している。紅旗Linuxの 開発 もこ

の一環(Microsoft社 のWindowsを 使 わない ことが決 まってい る軍事分野で は紅旗

Linuxが 使用 されている)。データベース など自前 の技術が まだ十分 に育 ってい ない分野

もあ る。

(5)市 場 としての中国

中国のソフ トウェア企業 は自らの国を最大 のターゲ ットを考 えてい る。広大 で未発達

な内陸部、不安定なビジネスインフラなどを抱 えて、いつ市場 が具体的な もの になるか
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は不明である ものの、e・Homeな どの先進的な分野において も自国をターゲ ッ ト市場 と

考 えている中国企業があ り、市場化への動 きは沿海部については相当早い ことが予想 さ

れる。

こうした動 きにつれて ソフ トウェア産業の発展の可能性 は特に高い。企業の数が急激

に増えつつあ り、また市場経済に入 って管理 レベルが高 くな りつつあることも企業向 け

ソフ トウェアの大 きな需要につながっている。今後5年 くらいはニーズが増 え、マーケ

ッ トが大 き くなるだろう。さらに良い材料は情報技術分野のテクノロジー トランスファ

ーが車の生産 などに比較 して簡単であ り
、 しかも製造業の ように大規模 コス トのかか る

産業集積 を必ず しも必要 としない点である。

5.3.2主 要な論点に関するインタビュー結果に基づ く見解

イ ンタビュー調査 に基 づい て、先 の6つ の論 点 につい て以 下の よ うに分析 ・整 理

した。

論点1:日 本 と中国の関係の シナ リオ

中国の経済的 ・技術 的発展が新たな市場 を生み 日本の経済 ・ソフ トウェア産業界 にプ

ラスの効果 をもたらす との見方がある一方で、中国の台頭 によって日本の ソフ トウェア

産業界は市場 を失 い空洞化が一層進展するとの観測 もあ る。

⇒

日本 の ソフ トウェア産業が中国への進出 を深めることによって空洞化す る と言 う仮

説 を支持する声は少 ない。理由は、中国での ソフ トウェア開発には以下の ような問題点

があるため どの企業 に も簡単 にで きると言 う訳ではなく、その結果、中国での開発 が 日

本の ソフ トウェア産業界で支配的な傾向になる可能性が少 ないか らと言 う論拠 である。

・文化的な相違。仕様書 にすべての情報 を明示することは現実的には不可能であ り、記

述 されていない部分の解釈 には自由度があるため、文化 を異にする 日中間で食い違い、

これが原 因 となって発生す る トラブルが多い。

・コミュニケーシ ョンの困難 さ。言語の問題 は当然 と して ビジネス慣行 の相違 もある。

日本で学生時代 を過 ご し、あるいは業務経験がある中国人技術者が プロジェク トチー

ムに含 まれている ことが望 ま しいが、さもなければ⊥定の期間 をかけて教育す る必要

がある。
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・品質 に対す る認識。中国人技術者 の品質意識 はまだ低い。 日本 と同様のテス ト環境が

用意で きにくいこ とも問題。

・機密保持の問題。 日本の発注者 の中には、中国への再委託 によって知的財産権が流出

する恐 れを抱 く人々もお り、中国へ の委託 を躊躇することも少 な くない。

上の指摘 は基本的には 日本が ソフ トウェア設計開発の上流部分 を担当 し、それを受 け

て中国側が開発 を行 うことを前提 に している。言 い換 える と日本の ソフ トウェア産業が

国内市場 を対象 に しているケースを想定 してお り、その限 りでは中国は大 きな脅威 には

ならない ことを意味 している。 したが って、 中国あるいは世界 を対象 にしたマーケ ッ ト

で 日本 と中国の ソフ トウェア産業 が競合 し、その際に両 国の力関係が どのような構造 に

なる と想定 されるか と言 う問題 設定 は現時点で は両国の関係者の意識 には顕在化 して

いない。 こうした環境変化があ り得 るか どうかは推測の域 を出ない。 しか し後述す るよ

うに日本 のソフ トウェア産業界 の現状 か ら推 し量 ると、国際展開の結果 として中国 と覇

権 を争 うような事態の可能性が非常 に高 い とは考 えられず、逆 にその ことが より大 きな

問題 と指摘す ることもで きる。

一方
、別の意味で 日本の ソフ トウェア産業の空洞化 についての懸念 を表明する見解が

ある。それ は、単純 なソフ トウェア開発 に限ればコス ト低減の要請が決定的な要素であ

るため、そう した業務が中国な どに流 れる傾向はさらに続 くと考 えられ、それによって

日本の ソフ トウェア産業で初歩的なプロ グラ ミングを経験す る機会が少な くな り、技術

者の育成の観点で問題 を生 じる可能性がある と言 う指摘である。す なわち 「プログラミ

ングを知 らない ソフ トウェア技術 者」が生 まれ、「生産能力 を欠 いた製造業」 と同様の

問題 を抱 え込 む可能性が高 まる。

また、 ソフ トウェア産業 に対す る日本国内の発注者企業の海外移転が進み、これ ら海

外移転 した 日本企業が現地 のソフ トウェア企業 に発注する方策 を取 ることによって、国

内の ソフ トウェア産業の プロジェ ク ト機会 が減少す ることによる影響 も憂慮すべ き問題

と考え られる。

日本 のソフ トウェア産業の中国進出に よる国内ソフ トウェア産業界 の空洞化への懸念

と言 う問題 は、当初設定 された問題の枠組み 自身の範 囲では杞憂 に終わる との認識が支

配的であるが、この問題設定の周辺 には別 の重要な課題があることが明 らかになった と

言 える。
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論点2=中 国市場の可能性

日本のソフ トウェア産業 は中国の経済発展 による市場拡大で恩恵 を受けることがで き

るとの期待があるが、別の見方 として、中国の市場 や商慣行 はまだ十分 に国際的 なレベ

ルに到達 しておらず、 また物価 の面か らも市場 としての中国には当分期待が持 てない と

の悲観的見解 もある。

⇒

全体的に中国を市場 と認識 している日本企業は少ない。潜在的な市場 と考 えている企

業に して も、実際に市場 として期待で きる時期はまだ読めていない。 中国での ソフ トウ

ェア事業の市場 をパ ッケージ販売 と受託開発 に分けて考 える と、パ ッケージ販売 は違法

コピー されないで商品 を流通 させ るためには数百円程度 にまで価格 を抑 えなければな

らず まった く収益が出ない。ハー ドウェアにバ ン ドル して販売する戦略 も考 えられるが

この場合 にはさらに1桁 価格が抑制 されるため、知名度 を上げる程度の意味 しか ない。

一方
、受託 開発 で 日本企業 に可能性がある とすれば国営企業である との認識 を示す企

業 もあるが、 まだビジネスに至 ってお らず、当面 はそれに向けた意欲 もほとんど無 いか

に見 える。原 因は金額的 な格差 の問題が大 きいが、 さらにこれまで 日本の民 間市場で培

ったソフ トウェア開発の ノウハ ウが活用で きないとの認識 も手伝 っている。確かに 日本

の民 間企業 と中国政府 とでは業務 プロセスがまった く異 なると考 えられる。この他、 リ

ス ク回避の観点か ら中国国営企業 の業務受託 を躊躇する見解 もある。

一方
、中国の企業 は自国 を最大 のマーケ ッ トと認識 してお り、 日本市場 を向いている

企業 は部分的にはある ものの、それが全般 的傾向 とは言えない。 日本 か ら中国への ソフ

トウェア発注が増 えることによって 日本側が抱 く空洞化への危惧 は、多 くの中国側関係

者 にとってはい ささか的外 れな八つ当た り的な訴 えに響 くようであ る。 中国は膨大 な人

口 を背景 に国内需要が爆発 的に発展する前段 階にあ り、その ことへの対処が ビジネス的

にも社会的 にも極めて重要であ つて、 日本 向け市場で部分的 に収益 を上 げている企業 が

あったとして もそれはご く一部の傾向に過 ぎない との認識がある。中国は国を挙げて中

国問題 に腐心 してお り、 日本が 自らの都合で抱 えるに至 った 日本の ローカルな問題 に重

大 な関心 を寄せる人々は非常 に少 ない。

中国では多 くの企業が勃興 しつつあ り、 しかも市場経 済に入 って管理 レベルが高 くな
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りつつあ ることから企業向けソフ トの需要は極 めて多い。 さらに先端的な分野の研 究開

発 を行 っているソフ トウェア企業で も自国(現 時点ではその一部だが、それでも規模 は

大 きい)を 第一の市場 と考 えているところがあるなど、中国が市場 として立 ち上が る時

期は予想 よ り早いと考 えられる。 この場合 も中国全体 を一国 と考 えるのではな く、地方

ごとの特色にあわせた柔軟 な対応が必要であ る。

中国が市場 として発展 した場合 、 きめ細かいモノ作 りと言 う日本人の価値 観は中国市

場 に対 しても競争力の源泉 になるとの指摘がある。中国側の有力企業で も、 日本 との連

携 を求めているにも係わ らず、その リス クへ の危惧あるい は日本側への コネクション不

足 などか ら二の足 を踏んでいるケース もある。 中国側は 自国に無い技術 を求めてお り、

それに応えることので きる 日本 のソフ トウェア企業が中国への展開 を実現す ることが切

に期待 される。
、

論点3=低 コス ト労働 力の永続性

中国の競争力の源泉の一つである低賃金労働力 は今後 も継続する との考 え方が一般的

であるが、既に北京や上海 などではこの傾 向は正 しくないとの主張がある。低 コス ト労

働力を求めて中国内陸部にさらに事業展開する傾 向が進 み、 さらにはベ トナムな どへの

移転の可能性 を指摘 する声 もある。

⇒

日本企業の中国への発注の最大要 因は低人件費 である。逆に言 えば、中国で低 コス ト

が実現で きなければ、 日本のプロジェク トが中国に発注 されることにはならない。現 に

ここ1年 くらいのIT不 況で中国やイン ド人技術者 の代 わ りに社内の 日本 人 を使 って仕

事 をす るようにな りつつある、 との コメン トを寄せる 日本企業 もある。人件費 は中国国

内で も確実 に上昇 しているため、 日本企業か らの発注が企業 のみな らず地域の経済 にも

少なか らぬ影響 を与 える大連市な どはこの問題 に重大 な関心 を寄せ ている。

今の ところは 日中間の コミュニケーシ ョンコス トなどを加 えて もまだ国内開発 よ り安

いと考 えている 日本企業が多いが沿海部の人件費上昇 によって早晩現在の ビジネスモデ

ルが成立 しな くなると考 える日本企業は内陸部に拠点 を展開 し始めている。 この場合 も

豊富な人材があることを前提 にする と西安あ た りが限界 と考えられている。
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一方
、中国企 業側 にも日本か らの仕事が このまま継続するか どうかについて危機感が

ある。現時点では 日本 の発注理 由が コス トのみであることを中国 も認識 してお り、中国

企業の過当競争状態の中で コス ト競争力 を維持するために上流工程分野 に向かお うとす

る企業 もある。設計や場合 によっては要求仕様分析 なども含む こうい うプロジェク トは

やは り日本滞在5年 以上 などの ご く一部の中国人技術者に しか対応 できないため、大 き

なマーケ ットになるかは疑問である。

単に低 コス トを追求すれば中国以外の国への展開 もあ り得 ないことではないが、無尽

蔵 とも言 える規模 の しか も優秀 な人材 を提供で きる国は他 にな く、 日本か らすると中国

は貴重 な良質の労働 力供給源であることに変わ りは無い。

論点4:ソ フ トウェア分野の研究開発力

現時点では日本か ら中国 に委託 している領域 は比較的仕様が定 まった部分の開発が主

体であ り日中間の技術 レベルには一定の差があるとの認識がある。 しか し、既 に研究開

発 を中国に委託 している企業 もあ り、膨大 な人口と優秀 な頭脳で中国は遠か らず 日本の

技術力 を凌駕する との予測 もある。

⇒

中国の技術力 は総体的 に考 えればまだ 日本 に及ばない。 ソフ トウェア開発 の作法に し

て も洗練 されておらず 、「動 けば良い」的な レベルで留まっていることや十分 な検証 がな

されていない ことも多 い。 イン ド人技術者が拡張性やアーキテクチャ的観点 なども考慮

してプログラムを書 くのと対照的 と指摘す る声 もある。 しか しこの点に関 しては日本人

技術者の発注者能力 に問題があるケース も少な くない。中国に限 らず、 日本が ソフ トウ

ェアフ.ロジェク トで外 国と連携するためにはCMMやISOな どに則 った標準的なソフ ト

ウェア開発 プロセス を身につけなければならない との指摘 はよ く聞かれるところである。

もっとも、この点が言 わば非 関税障壁 となって中国人技術者が 日本市場へ十分に対応で

きず、結果 として 「論点1」 で指摘 した ように中国での開発が大 きくは広 ま らないため

に過度 に日本の ソフ トウェア開発が中国に流れず、日本は空洞化 を心配 しな くて済む と

言 ういささか皮 肉な状況 もある。

日中の間の ソフ トウェア開発 プロジェク トで発生する多 くの問題の原 因を、単 に中国

の技術 レベルの低 さに帰する ことは誤 りで、 日本側 に原因があ ることもあれば、良 し悪
ト
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しの次元 を超 えて文化の相違 に根 ざす問題 もある。

ただ し、中国国内で も、 自国が世界 に対 して競争力のある独 自の技術 を持 たない こと

について危機感 を持つ層があることは確かである。中国の大学では、米国企業 の資格制

度のための授業 を行 うな どきわめて実践的な教育 を してお り、最新技術 を用いたプログ

ラミングなどの分野では 日本 と遜色が無いかそれを上回る程度の力を蓄えつつある。 し

かしその反面、基礎的 な力やそれに関連する教育 は十分 とは言えない。

論点5:中 国企業による日本進 出

日本 と中国の関係 の多 くは現時点では日本企業 による中国への事業展 開あるいは 日本

企業 による中国人技術者 の雇用である。 しか し、 中国資本 による日本 のベ ンチ ャーの

M&Aや 中国企業の 日本進出傾向 も加速 している。

⇒

中国企業 による日本企業の買収の例 はまだ少 ない。 しか しもともと投資や賭け事が好

きな国民性 なので、中国のベ ンチ ャーキャピタルが 日本 の ソフ ト企業 を買収す るケース

は今後増 えてい くであろう。 日本 の下請 け企業で活路 を中国に求めるケース も出始めて

いる。 自らの技術が残 れば、外 資であろ うと、技術者 を中国へ送ろ うと構 わない と考 え

る経営者 も多 い。外資 は買収 して も基本的 にマネジメ ン トと日本のマーケ ッ トは日本 に

まかせ るので、抵抗 が少 ない との見解がある。

国際的なM&Aの 背後にある事情は複雑 である。た とえば、 日本の中小企業で資金 は

ないが、マ ーケ ットと技術力のある会社が中国の大手同業社 と50%ず つ資本 を出 し合 っ

て会社 を作 り、そこが 日本 の会社 を支配す る形が出てきている。中国で安 く製造 した も

のを日本 の会社 を通 して安価 に売 る、あるいは、日本の技術 を利用 して中国市場で も売

ると言 うパ ター ンである。 ソフ トウェアではまだこういう例 は少 ない。

また、米 国企業 が 日本 の製造業 を買収 して、 中国 に移管す るケ ース も出て きてい

る。米国が 資金 を出 して 日本 の優 秀 な技術 を買い、 中国 に工 場 を作 って安価 で豊 富

な労働力 を使 って安 くて良 い製 品 を生産 し、米 国に供 給す る とい う構 図であ る。 こ

うした米 国の投資 グルー プには 中国系米 国人 やユ ダヤ系米 国人 も多 く、彼 らと して

は特 に米 国の 国益 を意識 してい る訳 では な く、基本 的 には個人 的 な富の追求 の結果
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と考 えるべ きで あろ う。 ビジネスで成功 を納 める上 で国境 は決定 的 な要 因には なら

ない。

日本ではソフ トウェアに限 らず、M&Aに 対 して十分な認識 を持 っている組織 は極 め

て少 ない。た とえば日本企業 は意思決定があま りに遅す ぎるとの指摘があ る。M&Aで

はスピー ドが決定的に重要であるの に、 リス ク回避、責任回避寸安全性重視 のための社

内根回 しに時間を取 られす ぎた結果、後発の米国企業 に先 を越 されて しまうケース もあ

る。こうした状況か ら脱却するには経営者の意識改革が非常 に重要であ る。

論点6:日 本のソフ トウェア産業の高付加価値型への展開

日本の ソフ トウェア産業では高付加価値型サービスで各企業がその力 を競 うような方

向は残念 なが ら見 られず、受託 開発 を中心 として人件費 コス ト削減が唯一の競争力の源

泉 となっている。本質的 にはこうした産業形態 を改めてより高度で独 自のサービスを各

企業が展 開する方向 に向かわなければならない。

⇒

日本が 目指すべ き方向は概ね この路線であると考 えられるが、具体 的な道筋が見えて

い ない ことが問題である。基本 ソフ トは言 うに及ばず、主 だった ミ ドルウェアやパ ッケ

ージもそのほとん どが欧米の製品に依存 してお り
、純粋なソフ トウェア製品 に限定すれ

ば日本の活路は一向 に見 えない。

本報告書のテーマである中国 との関連で言 うなら、上の観点か らして も、市場 として

成長 し始めている中国に対 して 日本 はもっと積極 的に対応すべ きであろ う。その中か ら

新たな市場 を通 して日本の技術 や製品が有用性 を発揮 できる分野 を見 出す こ とがで きる

可能性 もある。中国企業 にしても、 中国市場への展開に備 えて 日本企業 の助力 を得たい

と希望する ところがあることは既 に指摘 した とお りである。

本調査 の主題 であった空洞化へ の恐れは、前述 したように、中国か ら見 る と日本の き

わめてローカルな見方から発す るコップの中の嵐的現象であ り、巨大 な国内市場への近

未来の対応 の必 要性 に迫 られている中国ではほ とん ど一顧 だにされていない問題 と言 っ

て も過言ではない。現在の空洞化問題は 日本 のソフ トウェア産業がその市場 を自ら日本

国内に限定 して しまった上でなおかつそれ を守 ることがで きない との 自信 のなさの表れ
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で もあ る。

むしろ日本の ソフ トウェア産業は中国市場の発展 を契機に自らも飛躍する方向に向か

いたい。中国市場や世界の市場で中国人技術者 と連携 しあるいは競合 して切磋琢磨す る

機会 を得 ることの必要性 を自覚する必要があろう。その結果 として日本の技術 が中国市

場あるいは世界市場で中国に破れて危機的状況 に直面することがあるとすれば、その時

こそソフ トウェア産業の空洞化問題が現在の不定愁訴の域 を越 えて現実的な課題 となる。

現在の 日本の ソフ トウェア産業 は真の意味での空洞化 を心配する以前の状態に とどまっ

ていると認識すべ きである。

5.4結 論

日本の ソフ トウェア産業が、高度 な レベ ルの技術が要求 されない開発部分 を主体 とし

た業務 を低賃金で優秀な技術者 を擁iする中国へ発注す る傾向を強めることが ソフ トウェ

ア産業 の空洞化 をもた らすのではないか、 との懸念 に端 を発 した本調査 はよ り深刻な 日

本のソフ トウェア産業の課題 を浮 き彫 りにした。

当初の関心事であった中国へ の事業展 開に伴 う空洞化 については、おそ らくそのよう

な事態 には進展 しない との見方が支配的であ る。 日本 のソフ トウェア産業は もっぱら国

内市場のみを対象 に しているため、外国人技術者 あるいは外国企業 にとっては日本語、

あいまいな仕様書、 日本 の組織 に特有の業務 プロセス、 日本文化 な どの 日本 的業務環境

が言わば非関税障壁 とな り、 日本 市場への参 入が容易ではない。 したがって中国への委

託が 日本の ソフ トウェア産業の大勢 を占めるには至 らないであろ うこ とがその根拠であ

る。つ まり、 日本が危機憾 を感 じている空洞化が現実の ものとならないであろうとの観

測は日本が国内市場 に留 まっていることが前提 になっている。

グローバ ル化が進展 し、 また日本 の成長産業のほ とん どがグローバルマーケ ッ トを対

象 にしていることを考えると、 ソフ トウェア産業が国内市場のみに 目を向けて 自らを半

ば鎖国状態に置いていることは、中国展開 による空洞化への危惧 とは比較 にならない深

刻な事態である。 日本の ソフ トウェア産業は 「前門の虎、後門の狼」 とも言 うべ き状況

に直面 し、立ち往生 を余儀 な くされている。次代 を切 り開 く先進的 な分野では米国 ・欧

州の後塵 を拝 し、一方定型 的開発 の領域では低 コス ト労働力 を背景 に した中国などアジ

ア諸国が力 を発揮 しつつある。欧米が世界市場 を対象に製品提供 を行い、中国は今 まさ
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に勃興 しつつある膨大な自国市場へ の対応 に腐心 しているのに対 し、 日本 のソフ トウェ

ア産業 には世界 に対 して技術 ・サービス を提供する力と意欲が欠けている。 このような

閉塞状況 を脱 して 日本 も世界に通用す る高付加価値型の分野 を是非 とも切 り開か なけれ

ばならない。

本調査の主題である中国 との関連で言えば、中国を低 コス ト労働力の供給元 としてだ

け考えるのではなく、やは り市場 と認識 して将来への布石 を意識 した展 開が必要である。

TD・SCDMAの 例が示す ように、中国一国の市場 を中心的な対 象に した規格が国際的標

準規格 として取上げられるほどの勢力は他 には考えられず、この ことのみ を以って して

も潜在的 な市場 としての中国の勢 いは推 して知 るべ しである。 また全世界 に広がる華人

ネ ットワー クが持 つ力 もきわめて特異 なものであ り、早晩中国が世界の市場 に成長す る

ことは確実である。 もちろん、 これは全 中国が同時期に等 しく市場化する ことを意味 し

ない。 その点では中国 を一つ と考 えるのは不適切であ り、ケースバ イケースの対応が求

められる。

日本の ソフ トウェア企業が中国に展開す るパ ター ンとしては、た とえば沿海部 の富裕

層 を対象 に した先進的なITサ ー ビスの事業化 を計画 し、そのために 日本 の技術力 に関

心 を寄せている中国企業 と連携 して 日本が有する進 んだ技術 を生かす方策 があ り得 る。

あ るいは中国人技術者には真似ので きないキメ細かなもの作 り力 を生か してWTOを 契

機 に経営の高度化 を進める中国企業へ展 開する道 もあるか も知れ ない。 こうした例 に比

べ るとやや卑近で発展性 に欠ける きらいがあるが リ
.スクが低 い もの として、中国へ進出

したあらゆる業種 の 日本企業の情報化 に関するニーズを、同 じく中国に展 開 した 日本の

ソフ トウェア企業が引 き受 けるような形態のサービス もあ り得 る。

中国を市場 と考 えた事業展開には様々な リスクが伴 う。 しか し日本 にい る我 々が忘 れ

がちなのは、 日本 に進出 している中国企業、あるいは日本の業務 を下請的 に実施 してい

る中国企業 も彼 らな りに大 きなリスクを感 じ、それを克服 して事業展 開を してい る点 で

あ る。今 回の調査で も、「日本相手 のビジネスはリスクが大 きく、あ えて踏み出す決定 が

で きない」 との感想 を漏 らす中国の有力IT企 業があった。文化 ・商習慣 の相違 に起 因

する起業へ のため らいは片務的 なものではな く相互が共 に抱 える問題 であ る。つ まる と

ころ、 リス クを取 らざるを得 ない と考 える危機感 、 リスクを乗 り越 える戦略構想力、そ

れ らを支 える起業家精神の有無が問題である。今の 日本の ソフ トウェア産業界 には総 じ

て これらが不足 しているが、あながちその力が無 い訳ではな く、奮起が切 に期待 され る。
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中国の経済成長 は2008年 の北京オ リンピックが一つのマイルス トーンになる。それ

まではほぼ現在の趨勢で成長が続 くと考 える識者 が多いが、オリンピック後 も同様 の高

い経済成長が持続 で きるかは疑問である。中国へ の事業展開には時間的にも地理空間的

にも大 きな変動要因が見 え、中国から 「日本 は中国以上 に社会主義的だ」 と評 されるほ

どに、ある意味で変化が少ない環境 に慣れた 日本企業 にとっては第一歩 を踏み出す こと

を躊躇 させ るに十分な雰囲気があ る。 しか しこの問題 を避 けて 日本が安定的成長 を続 け

ることはおそ らくで きない。
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